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第１章	 序論	 
	 
	 
１．研究の背景	 
	 
１）農業リスク	 
	 農業とは、植物や動物を対象に、土壌や光、水、熱量などの自然条件を利用
して、主として食用作物と家畜を得る生産活動である。ところで、農業リスク
とは、農業生産及び農業経営時における損失の不確実性である。	 
	 生産プロセスが標準化され、短時間で量産を実現できる工業生産と異なり、
農業生産は種を撒くから実る作物を収穫するまで、少なくは数か月、多くは数
年がかかる。そのような長い時間で農業生産活動は、常に二つのリスクと直面
している。一つは市場リスクであり、もう一つは自然リスクである。	 
市場リスクとは、主に市場における農産物取引の際の価格変動リスクである。
そのリスクの発生要因は以下の三点が挙げられる。第一は、市場の変化がめま
ぐるしいことである。市場にはその状況に応じた様々な情報が存在し、その中
から常に有用な取引情報を選択・取得することは困難である。多数の農業経営
者は情報不足状況の下で農業生産活動を行っているのである。第二は、市場情
報に商品の余剰及び不足が反映されないことである。農家は市場価格の変動に
応じて農産品の販売量を決める。価格が高水準の時は、多数の農家が農産物を
販売することで超過供給をもたらし物余りの状況が生じる。一方価格が低水準
の時は、多数の農家が販売を自粛することで超過需要を引き起こし、物不足の
状況が生じる。第三に、生産時と販売時における市場情報一致していないこと
である。第一要因と同様に、農業生産活動が周期的であることに対し、市場の
状況変化は流動的である。その結果、生産時における需要と価格と販売時にお
ける需要と価格の、それぞれの間にキャップが生じやすいのである。	 
自然リスクとは、気候変動や自然災害によって農業経営は損失が生じるリス
クである。農業生産は土壌や日照、気候などの自然環境に依存して行うため、
異常気象は農業生産に大きな影響を与えるが、天候に依存するだけの古代の農
民と異なり、現代の農民は排水・灌漑施設や温室施設など近代化の生産手段を
利用することができて、ある程度でその影響を緩和させられる。ところが、自
然災害は依然として水田作や畑作といった土地利用型農業に大きな影響を与え
る。特別に洪水や旱魃、台風、豪雨、病虫害など自然災害が広範囲にわたって
発生した場合に、農業生産は甚大な被害を受ける。そのほか、一定の範囲内の
農業経営は伝統や自然条件によって、同様な作物を作付ける傾向が強いため、
一つの自然災害によって作物が全損する可能性もある。農業生産は農民の生活
や農村経済の発展にかかわるだけでなく、全国の人々が生きること、ひいては
国民経済にも密接にかかわっている。そのため、リスク発生の防止や万一リス
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クが発生した場合の損害規模の減少、農家が再生産できるようにさせるため、
農業生産においてもリスクマネジメントの取り組が非常に重要である。	 
	 
２）農業生産のリスクマネジメント	 
（１）市場リスク	 
農業生産の市場リスクは、主に先物・先物契約によって管理される。先物農
業とは、農産物取引を生産活動前に契約化する農業経営である。事前契約によ
り、農産物の生産量や品質、最低保護価格が規定され、農産物価値の維持・上
昇を可能にする。先物農業の最も重要な役割は、農産物の価格を農業生産前に
予め固定することである。価格の固定を行うことによって農業経営者は価格変
動のリスクを回避できる。また、先物農業は先物取引所で標準化される契約の
売買を通じ、農業経営者が価格変動のリスクを投機商人に移転することで、価
格リスクを分散させることが可能である。アメリカ政府はトウモロコシの生産
とトウモロコシ先物取引を繋ぎ、トウモロコシの価格安定を維持しており、中
国では、大豆や小麦などの先物取引も出現した。	 
	 
（２）自然リスク	 
横山[4]によると、農業生産の自然リスクに対応するリスクマネジメントは、
「リスクコントロール」と「政府による対策・救済措置」の二つが挙げられる。	 
「リスクコントロール」とは、経営の複合化・多角化、リスク低減技術の導
入、労働条件・環境の改善、情報の収集など、農業者自らの手による、経営面
や技術面でのリスク対策が挙げられる。一般的には、アメリカやカナダなど国
土面積の広い先進国において、農業者は面積の大きな農場で農業経営を行って
おり、科学技術や先進的な経営方法など近代化した生産手段を利用することが
できて、または通常に潤沢な資産を持っているため、自然災害が発生した時、
多様なリスク移転・軽減手段を利用できて、リスクのコントロールを実現でき
る。しかし、多数の発展途上国や一部の先進国において、経営規模の小さく零
細農家が多く、この対策には限界が存在する。	 
	 政府による対策・救済措置は、庹国柱(2005)によると、政府の経済援助や緊
急貸付の提供、または農業災害保険という三種類が挙げられる。	 
	 経済援助とは、政府は被災農家に直接的に災害助成金などを交付することで
ある。災害助成金の直接支払いは、その執行が簡単であり、迅速に済ませて、
効率である。ただし、どのぐらい助成金の金額を決めたほうがよいかという問
題が存在する。農家に多額の助成金を交付すれば、政府の財政負担は重くなる。
それと反対に、助成金を小口に定めると、それによって農家は再生産できるか
否かという疑問が存在する。そのほか、自然災害が多発する国にとって、一回
限りの助成金は少額であるが、一年中何回の災害が発生した場合に、助成金は
積み重なると財政負担が重くなる。このように、政府の経済援助は、将来性の
ある計画とみなされない。	 
緊急貸付とは、自然災害が発生した後、農家が一時的に生計の維持が困難と
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なった場合、政府の指示に従って、金融機構は迅速に農家に貸付金を貸与する
ことである。先進国の場合に、農家は所得が本来より高く、貸付金を利用して
再生産できるようになった後に、期限を守って、通常に借金を返済することが
できる。しかしその一方で、多数の発展途上国において、農家は所得が低く、
金融機構に貸付の担保となる資産を持っていなく、負債を支払う能力も低いた
め、もともと貸付金を申請することが困難である。災害が発生した後に、貧乏
な農家は損失をそのまま被る状況が多い。このような農家は一時的に貸付金を
受け取り、再生産できるようになっても、借金を返済できるまで数年がかかる
もしくは永遠に返還できない可能性の存在する。そこで、金融機構は経営に損
失が出る可能性も増えていく。	 
農業災害保険とは、農民が少額の保険掛金を支払い、自然災害や異常気象な
どによって損失が生じた場合に、被災のあった農民に保険金を支給する仕組み
であり、農業の再生産を保障する保険の一種である。	 
	 
３）農業災害保険について	 
政府の経済援助及び緊急貸付と比較すると、農業災害保険は現代の農業リス
クマネジメントのもっとも優れた手段とみなされている。その理由は、以下の
五点から挙げられる。	 
第一点は、農業災害保険は自然リスクを移転・分散することができる。農業
経営者は保険掛金の支払いを通じて、自然リスクによる農業生産損失の大部分
を保険人（保険会社）に移転することができる。または、農業災害保険を通じ
て、自然リスクを被災にあった地域と被災されない地域の間で空間的にプール
することができて、災害が発生した年と平年との間で時間的にプールすること
もできる。このように、自然リスクを空間的・時間的に分散することを通じて、
農家は現時点の損失を緩和できる。そこで、農業生産の自然リスクが回避され
る。	 
第二点に、農業災害保険は災害防止の機能を有している。農業災害保険の経
営機構である保険会社は、利益の確保・増加を目指して、保険金の支出をなる
べく減少しようとするため、保険対象である作物や家畜に対する事前調査を行
ったり保険の役割や保険加入者の義務を強調して、加入農家の防災意識を強化
して、平日から災害による損失発生の可能性を減らす傾向にあう。そのほか、
保険会社は通常に気象庁や農業局、畜産の検疫部門などといった機構と合作し
て、天候変化（降雨や降温など）の予報を加入農家に告知して、作物と家畜に
対する病虫害の予防と治療を行って、保険対象の損失を減らすことができる。	 
	 第三点に、農業災害保険を通じて、農家は被害の一定割合を保険金によって
補償されることで、農業所得の安定、さらに再生産の資金が確保される。政府
の直接経済援助と比べると、農業災害保険は同様に自然リスクによる損失を経
済的補償することであるが、両者に対する政府の支出は、意義や金額が完全に
異なっている。経済援助は、政府の財政収入の一部を被災農家に直接的に移転
することであり、このような援助が無償である。その一方で、農業災害保険に
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対する政府の支出は、先進国の事例によると、通常に加入農家に保険掛金の一
部を補助することや、保険経営機構に経営費用の一部を補助するもしくは補償
責任の一部を分担することなどである。農家は農業災害保険の補償効果を得る
ためには、保険掛金の支払いが必要でなる。いわゆる、農業災害保険は有償で
ある。政府の財政収入の直接移転と異なり、農業災害保険は、少数の加入農家
の損失を多数の加入農家の間で分担しようというかたちであり、全体の保険掛
金収入で一部の被災農家の損失を補うことである。農業災害保険の経営原則は、
リスクの共同負担、損失の共同負担である。	 
	 第四点に、農業災害保険の加入を通じて、農家は貸付人としての地位が上げ
られる。前述したように、発展途上国の農家は本来貸付金の取得が困難である
が、たとえ金融機構からローンを貸与してもらっても、一時的に再生産できる
ようになるが、その後自然災害によって作物や家畜が再び被害を受け、農業生
産に損失がもう一回出る時、期日通りに借金を返済することは言うに及ばず、
農業生産を回復するため、次期に新しい貸付金を申請する可能性が存在する。
このように、金融機構は短期に預金と貸付の収支バランスを取れなくなる。し
かし、農業災害保険に加入するからこそ、農家は保険金を受け取れ、それによ
って再生産できるようになり、借金返済の能力も向上させられる。このため、
いくつかの発展途上国は農業災害保険を農家の貸付行為に繋がれている。	 
	 	 第五点に、農業災害保険は政府の農業支援政策の重要な構成要素の一つであ
る。WTO によると、一国は農業に対する政策的支援が三種類に分けられる。一
つは、政府は科学技術や水利施設、環境保全項目、農業災害保険などに投資す
ることであり、貿易や生産に対する歪曲効果がないもしくは効果が小さいもの
として、削減約束の対象となく国内支援政策の「緑の政策」と呼ばれるもので
ある。二つは、糧食や果物など農産品への価格支持や毎年生産量は多いか少な
いかによって農家への直接支払、輸出に対する価格補助などに該当する政府の
政策は、国内農業生産を刺激するため、貿易に影響を与える程度が大きいもの
として、削減対象とされて、「黄の政策」と呼ぶ。最後に、生産制限等の条件
がつけられ、農家への直接支払は「青の政策」であり、農産品市場に対する歪
曲程度が「緑」と「黄」の間に位置づけられる。	 
	 	 農業災害保険は「緑の政策」として、それに対し政府の支出が削減義務につ
けられない。農業災害保険に対する政府の補助は、レバレッジ効果を有してい
る。政府は保険経営機構に経営費用補助の提供や補償責任の共同負担などの手
段を通じて、保険経営機構を損失が出ないように保障することができて、農業
災害保険の多様化や保険実施範囲の拡大などを促進することもできる。政府は
加入農家への保険掛金補助を通じて、農家の支払い能力を向上させ、もっと多
くの農家を加入させることができる。自然災害が発生した際に、農家は保険金
の受領によって損失を填補することができて、再生産もきるようになるため、
地域のみならず、全国にわたって農業生産や農産品市場を安定させられる。要
するに、農業災害保険への補助は、「四両で千斤のものを動かす」ような機能
を有している。	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４）農業災害保険と商業保険	 
（１）商業保険について	 
	 	 商業保険は保険契約の締結によって確立される民事法律関係である。商業保
険会社は商業保険を経営して、経営利益を最大化することを目指している。保
険会社は、事故発生の可能律とそれによる保険対象の損失に基づき、保険掛金
率を定める。保険の加入者は保険会社に保険掛金を支払う。事故が発生した時、
保険会社は被害状況を勘定した上で、保険契約に従って、保険加入者に保険金
を支払う。商業保険の制定は、単純な経済行為である。	 
	 
（２）農業災害保険と商業保険との比較	 
	 	 農業災害保険と商業保険との違いは、以下の五点から挙げられる。	 
	 	 第一点は、経営の主体が違うことである。商業保険は商業保険会社で自主に
経営している。ところが、農業災害保険の経営主体は多様化である。外国の事
例から見ると、政府によって設立される専門の農業災害保険したうえで、商業
保険会社が農業災害保険を経営することもある。経営方式に問わず、農業災害
保険の経営には政府の支援が必ず必要である。	 
	 	 第二点は、経営の目標が違う。商業保険の経営目標は、保険会社の利益を最
大化することである。それに対して、農業災害保険は政府の農業支援政策の一
つとして、その経営が経営機構の利益ではなく、加入農家収入の安定や農産品
市場の安定といった社会的利益と福祉効果を確保するためである。	 
	 	 第三点に、保険対象が違う。商業保険の保険対象は、主に三種類に分けら、
財産保険や寿命保険、健康保険である。農業災害保険の保険対象は、農作物や
家畜、農業生産用の機械と施設、ひいては農民の人身・寿命・信用など、農業
に関わる全部のものに至るまでである。	 
	 	 第四点に、当然加入の有無である。商業保険は自主加入ができて、当然加入
を実施しない。農業災害保険の場合に、政府は農家収入の確保、農産品市場の
安定などマクロ経済目標を実現するために、できる限り多くの農家を加入させ
ることが望ましく、法律に従って特定の品目を作付る農家もしく一定の作付面
積を有する農家が当然加入の義務がつけられる。	 
	 第五点に、商業保険の契約は、保険会社と保険加入者の間に限定して、他人
もしくは社会に有利・不利な影響を一切与えない。言い換えれば、商業保険は
が外部性を持っていない。それと反対に、農業災害保険は正の外部性を有して
いる。翟留栓(2011)によると、農業災害保険が出現する前に、図 1‐1で示した
通りに消費者は価格 P1で農産品を買う。この時、消費者余剰が P0AP1であり、
生産者余剰が P1OA である。農家は農業災害保険に加入した後、農業生産が安定
することから、農産品供給の増加につれて、その価格は P2に下落する。この時、
消費者余剰は P1P2AB ほど増加し、生産者余剰は P2OB に変わった。社会余剰の増
加量は、消費者余剰の増加量と生産余剰の増加量の和である。図 1‐1によると、
そのものは△ABO である。△ABO の面積は 0より大きいため、農業災害保険によ
りもたらす外部性はプラスであり、社会全体が受益したことが分かった。	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図 1‐1	 農業災害保険の正の外部性	 
	 	 	 出典：翟留栓[2011]を引用	 
	 
第六点に、農業災害保険の掛金率は、商業保険の掛金率より遥かに高いこと
である。商業保険の掛金率は、例えば家庭財産保険の 0.2％（火災）や自動車
保険の 0.6％（盗難）など、1％以下に留まる。しかしその一方で、農業災害保
険の掛金率は、水稲や小麦など主要な糧食作物の事例を挙げると、約 7％であ
り、商業保険の掛金率の 10 倍以上を上回る。そのほか、商業保険の加入者は主
に都市居民であることと異なり、農業災害保険の加入者は大体農家である。農
業災害保険の掛金率が商業保険の掛金率より高いが、農家の所得水準が都市居
民より低い。このような背景の下において、農家、特別に発展途上国の貧乏な
農家は農業災害保険への加入を望んでいるのか。	 
	 
５）世界各国における農業災害保険の展開	 
	 農業災害保険は「緑の政策」として、世界各国において広範的展開されてい
る。	 
	 	 農業災害保険の保険対象は主に農作物や家畜、農業生産に関する機械・施設
などである。前述の通りに、農業災害保険の高い損失率は、保険経営機構の補
償率が高いことを決めた。アメリカの事例から見ると、1990 年～1999 年の 10
年間に、作物保険の年平均補償率は 100％を超えた1。そこで、保険経営機構は
利益を得ることは言うに及ばず、経営費用を加え、損失が出ると考えられる。	 
	 	 そこで、高い保険掛金率及び高い補償率によって、農家は農業災害保険の掛
金を支払えなく、並びに保険経営機構が利益を取得できなく農業災害保険業務
を縮小する更には取消するような保険の需要・供給両方とも不足している可能
性が存在する。この局面を改善するには、先進国の経験によると、政府は加入
農家に保険掛金を補助する、保険経営機構に経営費用を補助する或いは税金を
減免するなど財政的支持の提供を通じて、農業災害保険市場を活発させられた。	 
	 そのほか、アメリカやフランス、カナダ、日本などの先進国において、農業
災害補償制度は長い歴史を持ち、農業災害補償法は制度的に充実し、農業経営	 
                                                        
1	 庹国柱 
P0 
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表 1‐1	 世界各国の農業保険に関する法律	 
	 	 出典：庹国柱・李军・王国军「外国農業保険立法的比較与借監」『広西金融研究』2009 年
第 7 期	 pp.75	 
	 
の安定化に大きな役割を果たしてきた(表 1‐1)。	 
農業災害補償制度は、農災害業保険事業の種類、対象の作物、保険金支払対
象事故、加入農家の資格、引受方式、保険金額、保険掛金、損害評価などを規
範して、農業災害保険に関連する法律に基づき策定される。保険法律がなけれ
ば、保険経営機構と加入農家の行動基準が定められなく、逆選抜やモラルハザ
ードが生じやすく、保険市場が混乱に陥る可能性が存在する。	 
	 
２．既往研究の整理	 
	 
	 	 農業災害保険について、早くも 1920 年代から、西洋諸国と日本など先進国に
おいて様々な調査が行われたひいては試行プロジェクトが展開された。今まで
何十年の長い試行プロセスの間で多数の理論的・実践的な研究が積まれた。外
国学者による農業災害保険の発足、普及についての研究は、以下のように見ら
れる。	 
	 Peter	 Hazell	 et	 al.(1986）によると、農業災害保険が出現する前に、農家
は主に自らの手で作付の多様化を通じ農業生産リスクをコントロールする。農
家を農業災害保険に加入させるために、保険掛金を作付を多様化する費用と等
しく設定することが必要である。しかしながら、現実に農業災害保険の掛金率
は農家が望む水準より高い。Robert	 Dismukes(2002）によると、加入率がアメ
リカの農作物保険が広範に有効に機能するキーとみなされる。それゆえ、もっ
と多くの農家を加入させるために、アメリカは 1980 年から加入農家全員に保険
掛金の 30～64％に相当する補助を提供し始めた。一定の経営規模を有する農民
が当然加入の義務につけられることに加え、アメリカは農業災害保険が高い加
入率を維持していることができた。	 
国家	 農業災害保険法律	 
アメリカ	 連邦農作物補償法（1938）	 
農作物保険法（1980）	 
1994 年農作物保険改革法（1994）	 
農業リスク保障法（2000）	 
フランス	 農業指導法（1960）	 
農業災害救助法（1982）	 
カナダ	 農作物保険法（1959）	 
日本	 家畜保険法（1929）	 
農業保険法（1938）	 
農業災害補償法（1947）	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 Report	 No.32727-GLB(World	 Bank	 2006)は、保険経営機構は農業災害保険を
展開するには、管理費用が高いことを指摘した。リスクの区分するや加入農家
の行動を監視する、リスク別地域別に保険掛金を設定する、現場への損害評価
を行うなどといったことを行うために、膨大な管理費用が必要となっている。
それゆえ、農業災害保険の供給機構が要請する保険掛金は農家が望む金額との
間でウェッジが生じた。Hardaker	 et	 al.(2004)は、保険経営機構に対し政府は
様々な援助を提供しないと農業災害保険がうまく進められないと指摘した。	 
	 Vincent	 H.	 Smith	 and	 Joseph	 W.	 Glauber（2012）は、一国における農業災
害保険の普及状況は、政府がどれだけの保険掛金補助を提供できることや保険
業務を展開するためのインフラストラクチャーの整備状況（管理機構や保険人
材など）、保険精算に関するデータとインフォメーションの蓄積状況などによ
って決められると指摘した。それゆえ、発展途上国に比べると、先進国は補助
を提供する能力及び意欲がもっと強く、しかも保険に関するデータが蓄積され
経営システムが完備されることから、様々な農業災害保険を提供することがで
きる。それゆえ 1990 年代以前、いずれの発展途上国においても農業災害保険が
広範に普及することがなかった。	 
	 その一方で、発展途上国である中国における農業災害保険に関する研究は近
年多くなっている．	 
	 	 苑梅(2009)から、農業災害保険は準公共財産であると指摘された。公共財産
は市場メカニズムにより提供すれば、市場の失敗という現象が生じる。それゆ
え、農業災害保険に対し政府からの支持及び保護は必要となる。	 
多数の先行研究の中にも、農業災害保険は政策的保険と定義されている。政
策的保険とは、政府が国家の経済と人民の生活に関わる重要な業種に対し保護
を実施するための保険である。その特徴は、利益を経営目としない点、税金を
減免できる点、財政補助を受けられる点、または専門の法律が確立される点、
それぞれである。それゆえ、農業災害保険に対し、政府の財政支持が不可欠で
ある。	 
	 庹国柱(2014)は、保険掛金補助額と保険金額の向上が農業災害保険の普及を
進められると指摘した。中国の政策的農業災害保険は、税収と財政の支持を得
る。2013 年中央財政が補助する対象品目は最初の 7 種類（2007 年）から 13 種
類に増加した。しかしながら、一部の省、自治区では地域的特色がある農産品、
果物や野菜、水産品などに対し中央からの補助がない。省、自治区と市、県の
補助だけでは補助率が低く、農民の保険加入のインセンティブも低い。それと
同時に全国にわたって、いずれの対象品目の保険金は生産コストの約三分の一
のみ値する。農民は全額の保険金を受け取った後、再生産しようにも困難であ
る。低い保険金は農民の保険増加を抑えた。要するに、中央は農業災害保険に
もっと多くの財政支援を提供すべきである。	 
	 陳文輝(2013)は、保険会社基層部のサービスは農民の加入意思に影響を与え
ると指摘した。第一点は、農業災害保険の宣伝に関するものである。農民にと
って農業災害保険は完全に新たな商品である。保険会社は最初に宣伝を行う時、
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保険の役割や加入方法、保険金の支払うプロセスなどを農民に正しく伝わない
と、農民は一時的に加入するが、その後保険会社と紛争が起きやすく、保険か
ら抜ける可能性があり、保険の普及を妨害する。第二点は、保険会社は被災農
民に迅速に保険掛金を支払うすることが重要であるほか、天候変化や自然災害
などリスクの予報と予防という関連サービスも提供すべきである。農業災害保
険の加入利益が最大化されれば、農民は保険に対する満足度が高くなり、保険
加入のインセンティブが生じて、続けて保険に加入する可能性も高くなる。保
険の関連サービスを提供すれば、保険会社の経営コストは大きく上昇すること
が当然であるが、このような超過コストが政府の補助で補うことが望まれる。	 
先進国では保険掛金補助が最初から、全国にわたって加入農家全員に提供す
ることと異なり、中国ではいまだに補助を受け取れない地域がある。それによ
って、農業災害保険の普及が妨げられた。このような背景の下において、保険
掛金補助がない地域では農業災害保険はどのような様相であるのか、または保
険を早めに普及するために政府や保険会社はどのように努力するかについての
研究がない。	 
	 
３．課題設定	 
	 
	 本研究の課題は以下の 3点である。	 
	 第 1は、先進国のアメリカと日本、並びに発展途上国のインドとフィリピン、
それぞれの農業災害保険の展開過程や補償制度の変遷などを明らかにする。そ
の上に、四ヵ国の農業生産状況や財政状況などを参考しながら、現行の農業災
害保険の仕組みや補償制度が確立される要因をそれぞれ明らかにする。最後に、
それらの成功事例、失敗事例は、中国の農業災害保険にどのような啓示を与え
るかを分析する。	 
	 第 2 は、現存資料に基づき、中国における農業災害保険の展開歴史を把握す
る。1950 年に発足した農業災害保険は、中華人民共和国国情の変化に応じて、
幾多の曲折を経ており、2005 以前は安定していなかった。そして、当時中国の
国情に即して、農業災害保険の開始、好転、衰退という発展プロセスを詳しく
分析して、各時期において保険の様相と特徴を解明する。	 
	 第 3は、2005 年から、農業災害保険が政策的保険と認識され、政府補助の提
供に伴い、新しく開始された。農業災害保険の実態を把握した上で、まず五つ
の代表的な経営モデルの仕組みや試行制度、確立される要因、適用性などをそ
れぞれを明らかにする。次に、所得水準の高い地域と低い地域において、それ
ぞれの農業災害保険の展開状況を分析し比較しながら、何故所得水準の低い地
域では農業災害保険の普及が立ち遅れてり、さらにこれは農民、農業生産ひい
ては農村経済に対しどのような影響を与えるかを明らかにする。最後に、それ
らの地域の財政状況や農業生産状況などに即して、いかに農業災害保険の普及
に促進するか、それを踏まえてどのような補償制度を確立すべきかを明らかに
する。	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４．研究方法	 
	 
	 第二章において、文献研究方法を用いて、中国における農業生産状況や自然
災害による経営の損失、またはそれに対応するリスク管理方法を明らかにする。	 
	 第三章において、文献研究方法と比較分析方法を用いて、先進国であるアメ
リカと日本のそれぞれの農業災害補償制度と、発展途上国であるインドとフィ
リピンのそのものを比較し、中国における農業災害保険の試行プロジェクトに
何の提示を与えるかを検討する。	 
	 第四章では、文献研究方法を用いて、中国における農業災害保険の展開過程
と特徴、代表的な五つの経営モデルの仕組み、または中国の所得水準の高い地
域と所得水準の低い地域、それぞれの農業災害保険の現状と課題を整理する。	 
	 第五章において、まず最初にヒアリング調査を通じて、広西チワン族自治区
におけるサトウキビの経済価値と被害状況、農業災害保険の展開と課題を明ら
かにする。その次に、Probit-model を構築し R-studio を用い、農民の加入意
思決定の要因を検出する。最後に、アンケート調査を行い、農業災害保険サー
ビスに対する農民の意見・要求をまとめる。	 
	 第六章において、まず最初にヒアリング調査を通じ、広西において毎年の冬
期間に気温の状況とそれによるサトウキビの被害状況を明らかにする。その次
に、回帰分析方法を用いて、気温とサトウキビの被害の間での相関関係を検出
する。最後に、コンジョイント分析方法を用いて、気温インデックス保険各属
性・水準の中で、農民にとって効用が最も高い水準、または農民の選考にもっ
とも影響を与える属性を計測する。	 
	 
５．本論文の構成及び各章の要旨	 
	 
	 本論文の構成及び各章の要旨は、以下の通りになっている。	 
第２章外国の農業災害保険の展開過程では、最初に先進国における農業災害
保険のことを紹介した。ここでアメリカと日本を事例として、それぞれの農業
災害補償制度の仕組みや農業災害保険の展開過程、または補償制度が何度も修
正されることを紹介した。その次に、インドとフィリピンの事例を挙げて、発
展途上国の政府は財政力が先進国並みではないような背景の下において、それ
ぞれの農業災害保険の展開過程や農業災害補償制度の仕組みを整理する。最後
に、前述したような四つ国における農業災害保険発展の経験から見ると、中国
にどのような示唆を与えるかを検討する。	 
	 第３章中国における農業生産のリスク管理では、中国における農業生産状況
及び自然災害がもたらす農業経営の損失、または経営を安定化させるために行
われるリスク管理方法を紹介した。中国は農業生産大国の一つとして、その表
現は農業生産を従事する人口が大きいこと、農業生産額が GDP に占める割合が
大きいこと、農作物の作付面積が大きいこと、並びに農作物の輸出額が高いこ
とが挙げられた。しかしその一方で、中国では自然災害が多く発生して、それ
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による農業生産の損失が大きい。そして農民の農業生産を安定化させるために、
様々なリスク管理方法が採られている。それは、農業生産直前に政府が農業生
産資料や農作物の良質品種、農耕機械に補助を提供すること、農業生産進行中
に栽植管理を行うこと、または農業生産が終わる間際に契約販売を締結するも
しくは生産完了後に政府が農産品価格支持政策を提供することが挙げられた。
そのほか、大災害が発生した後に、政府の直接支払及び社会援助も広範に使わ
れている。	 
第４章中国における農業災害保険の展開過程と特徴では、最初に中国におけ
る農業災害保険の歴史を紹介した。中国の農業災害保険は長い歴史を持ち、1950
年に発足したが、1958 年保険業務が中止された。その後 1982 年に、農業災害
保険業務が再開された。しかし、1993 年に保険会社が商業化経営に転じたため、
農業災害保険業務が急速に縮小された。2005 年から、中国の保険監督委員会は
9 つの省・自治区・直轄市において次々と政策的農業保険の試行プロジェクト
を実施し始め、保険掛金の収入が 7.29 億元に達して、一応に農業災害保険業務
は拡張し始めている。1950 年～2005 年の間に、農業災害保険の発展は落ち着か
なく、ずっと変動していた。その要因は、当時の国情や国の政策などを参考し、
分析した。	 
	 	 2005 年以降、中国政府は新たな農業災害保険試行プロジェクトを行っていた。
現在、農業災害保険の試行プロジェクトは台湾、香港、澳門以外の 31 の省・自
治区・直轄市までに拡大して、または五つの経営モデルが構築された。その五
つの経営モデルを比較し検討する上で、農業災害保険に対する政府の援助や保
険会社の経営方式などの内容を整理した。同時に、すべての政策的農業災害保
険プロジェクトに対し、政府は大きな財政支援を提供している。しかし、支援
に関してはいくつかの課題残っている。具体的な課題を分析していく。	 
	 その次に、中国における農業災害保険の特徴を紹介する。中国において北京
や上海などの大都市、浙江省や黒竜江省、安徽省などの所得水準の比較的高い
省では、詳しい農業災害保険制度が確立され、政府は加入農民に保険掛金補助
を提供し、農業災害保険の経営会社に経営費用を補助するもしくは超過補償責
任を負担する、再保険に加入させることなど手厚い援助を提供することから、
中国における農業災害保険試行プロジェクトの模範とみなされている。そして、
黒竜江省を事例に、現行制度の下で中央、省、市/県という三つクラスによって
掛金補助を分担することが適切であるか否かについて分析した。次に、中国の
首都としての北京市における中国農業災害保険の成功事例を分析し、その成功
の要因を明らかにした。続けて、農業災害保険が普及していない広西チワン族
自治区や雲南省などといった省・自治区において、地域ごとの農業生産状況や
農民の所得、農業災害保険の現状を分析する。このような省・自治区は大体農
業生産額の割合が高く、農民の所得が低い地域であるため、農業災害保険に対
する需要がもっと高いと考えられ、次の章では広西チワン族自治区の柳江県を
事例として、農業災害保険の課題と解決方法を詳しく分析した。	 
	 	 第５章農業災害保険への加入決定要因に関する分析では、広西チワン族自治
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区における農業災害保険の現状と課題を紹介した。サトウキビは中国の主要な
砂糖作物である。広西ではサトウキビの栽培面積と砂糖の生産量は、中国の第
一位である。サトウキビは高い経済価値を持っているが、毎年のように自然災
害によって頻繁に被害されている。それゆえ、2006 年 10 月に広西チワン族自
治区の柳江県において最初の政策的サトウキビ保険が開始された。その時から、
以前よりサトウキビの加入面積は大幅に増加してきたが、加入率が毎年変動し
ている。サトウキビ農民に保険のセフティネットを提供する、リスクを有効に
分散する、ひいては広西の製糖業を安定させるために、もっと多くの農民を加
入させることが大切であると考えている。	 
	 	 加入率を向上させるため、農民の加入意思決定の要因を明らかにする必要が
あると考えている。製糖工場から保険に加入している農民 30 名と加入していな
い農民 30 名の属性データを集め、Probit-model を用いて、どのような要素は
彼らの加入意思決定に影響を与えるのかを計測する。そして、加入意思に影響
を与える要因は、農民の従業年数と耕地面積、サトウキビの植栽培面積という
結論を得られた。	 
	 第６章広西チワン族自治区における天候インデックス保険展開の可能性では、
広西チワン族自治区における天候インデックス保険展開の可能性について分析
した。天候インデックス保険は新たな農業災害保険として、気温、風、降水量、
積雪量などの天候にかかわる指標（インデックス）が一定の条件を満たしたと
きに、あらかじめ約定した金額の支払いを受けられる保険である。その実施は
単一の天候指標に対応する。広西において毎年のように冬期間には冷害が頻発
し、サトウキビが大きな被害を受ける。冷害に対応措置は様々があるが、労働
力や費用がかかるため、柳江県の場合にその実施はあまりにも不可能である。
そこで、保険金の支払基準がわかりやすく、迅速に補償できる天候インデック
ス保険は、柳江県の農民が納得しやすくなり、加入したい意欲を生じさせるの
かを期待している。	 
	 気温のデータとそれによるサトウキビの被害データを回帰分析で行って計算
した結果、低温とサトウキビの被害面積の間に明確な負の相関があることを説
明できると思われる。その次、天候インデックス保険に関するストライク値や
保険掛金率、保険金、無事払戻制度という四つの属性を含めるアンケート調査
票を農民に配布し、農民が評価の最もよいプロフィルから最もよくないプロフ
ィルまで順次ランクしてもらって、R-studio を用いコンジョイント分析を行っ
た。その結果、農民にとってストライク値の 0℃の効用が最も高い、農民の選
考にもっとも影響を与える要素がストライク値という結論づけられた。	 
第７章結論では、中国における農業災害保険に対する現存の課題を解決する
方法をまとめた。具体的には、所得水準の低い地域において農業災害保険の加
入率を向上させるために、保険会社は加入意欲が高いと思われる農民を重点対
象として、より強く宣伝することや協保員の仕事を活用すること、または新型
な天候インデックス保険を実施することといったことが有効であると結論づけ
られた。	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第２章	 外国の農業災害保険の展開過程	 
	 
	 
１．はじめに	 
	 
	 	 農業災害保険は、現在世界中で 40 以上の国家において実施されている。本
論文は中国における農業災害保険に関する内容を中心に検討するが、まず最初
にアメリカと日本を代表とする先進国における農業災害保険の発展歴史や農業
災害補償制度の特徴、政府の政策・財政支援など成功プロセスを整理する必要
があると考えている。その一方で、中国は上国であるため、先進国の補償制度
や経営システムは必ずしも適用すると言い切れない。それゆえ、同様に途上国
であるインドとフィリピンにおける農業災害保険の発展プロセスを整理する必
要もあると考えている。	 
	 
２．先進国における農業災害保険の展開過程	 
	 
１）アメリカの経験	 
（１）農作物保険の起源	 
	 アメリカは世界で国内総生産額が最も高い（17.4 兆ドル、2013 年）国であ
る。また、一人当たりの GDP が 48,387 ドルで、世界第 14 位であり、最も裕福
な先進国とも言える。	 
	 	 アメリカにおける農作物保険（Federal	 Crop	 Insurance	 Program、以下
FCIP と略称）は、1938 年「連邦農作物補償法」の確立によって開始されてから、
77 年を経ていた。長い間に、FCIP は失敗にあうことがあったが、その後補償制
度が何度も修正されることや政府が様々な支援政策を提供することなどを通じ
て、順調に進んでいた。現在の FCIP は世界中においても農業災害保険の成功事
例とみなされている。	 
	 	 15 世紀末から、ヨーロッパの移住民はアメリカ大陸に来て、西部に向けて移
動しており、新たな地域特別に寒いところについた時、しばしば小麦を栽培し
た。それによって、「コムギのフロンティア」が引き起こされた。その時から、
小麦はアメリカの主要な作物の一つになっている。その一方で、干ばつは毎年
のように発生して、作物に甚大な被害を与えていた。そして 1899 年に、最初の
小麦を対象とする多重リスク農作物保険が実施され始めた。私営保険会社は商
業保険と同様な経営方式で小麦保険を販売して、いわゆる農家は一定の価格（保
険掛金）で自主に小麦保険を購入して、災害が発生した場合に私営保険会社は
保険契約書に従って保険金を農家に支払うことであり、純粋な市場の取引活動
であった。小麦保険の責任は雹と火災であった。しかし、保険の実施範囲は狭
く、小麦の加入面積が小さかったため、リスクを有効に分散することができず、
雹もしくは火災が発生したとき、加入した小麦が概ね全て被害を受けた。それ
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ゆえ、私営保険会社は商業保険より遥かに高い保険金を支払わなければならな
く、経営に損失が出た。一年後、このプログラムが中止された。	 
	 1917 年に至るまで、小麦保険が再開された。当時、小麦保険が同様に三つの
私営保険会社で商業的経営して、保険責任が旱魃であった。しかし、この保険
が三つの州しか実施されなかったため、リスクを完全にプールすることができ
なかった。結局、旱魃が発生した時、その三つの州にわたって小麦は広範的被
害を受け、それによって小麦保険の補償率が非常に高くなり、保険会社に大き
な損失が出た。1920 年にもう一つの私営保険会社は農作物の収穫量保険と価格
保険を実施した。ところが、農作物の価格の激しい下落のため、この保険会社
が支払った保険金は保険掛金収入の約 1.7 百万ドルを上回った。相変わらず、
これらプログラムは失敗にあった。	 
	 アメリカは国土面積が広いが、人口が少ない。そのため、農業生産は粗放農
業であり、いわゆる機械化された大農法によるものである。小規模農家よりア
メリカの大規模農家が直面する市場リスクと自然リスクはもっと集中しており、
それによって損失が高くなり、相応に農作物保険を販売する保険会社の補償責
任も重くなる。そこで、1923 年に参議院は実地調査を行った後、農作物保険の
経営歴史を参考した上で、農作物保険が私営保険会社で商業的経営することが
できず、国家の仕事と見なすべき、または全国にわたって広範に実施すべきと
指摘した。	 
	 1933 年から 1934 年にかけて干ばつによって大量の農家は破産したことをき
っかけに、1936 年にルーズベルト大統領は政策的農作物保険の実施を提出した。
政策的農作物保険を実行するため、農業部の下で連邦農作物保険会社（Federal	 
Crop	 Insurance	 Company、以下 FCIC と略称）が設立され、その経営者が農業
大臣に任命された。	 
	 過去の失敗の経験、いわゆるアメリカでは農作物保険を完全に商業的経営す
ることができないからこそ、アメリカ政府は農作物保険を政策的保険とみなし、
「国営保険会社」を設立して、様々な政策的財政的支援を提供し始めたと考え
られる。	 
	 
（２）農作物保険の発展プロセス	 
	 Bruce	 L.	 Gardner	 and	 Randall	 A.	 Kramer（1986）によると、アメリカにおけ
る農作物の発展プロセスは、以下の通りになっている。	 
	 1938 年にアメリカ政府は「連邦農作物補償法」を確立することが、FCIC の正
式な展開を象徴した。FCIC は FCIP を管理する。当時、農作物保険の目的は、
以下の三点から挙げられる。第一は、減収もしくは価格下落の時に農民の収入
安定を保護することである。第二は、農産品供給量減少もしくは農産品価格激
増の時、消費者を保護すること。第三は、農産品の供給と農場の購買力を安定
することを通じて、取引活動をと就職活動を支持することである。	 
	 当時、保険の対象は小麦のみであり、補償水準が農家過去の平均生産量の
50％～75％であり、保険責任が旱魃や洪水、雹、強風、冷害、落雷、竜巻、病
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虫害などであった。その後、綿花保険も実施され始めた。1939 年に加入農家数
は 165,775 人であるが、1940 年 360,596 人、1941 年 371,392 人のように増加し
続けていた。しかし、保険掛金率を極めて正しく設定できなく、または契約時
期が遅く逆選抜が存在するため、保険金の支出は相変わらず保険掛金収入より
高かった。FCIC の経営費用に加え、FCIP は失敗に遭ったと言える。	 
	 1943 年に FCIP が国会によってしばらく中止されたが、1944 年に「農業調整
法」の修正に伴い、再開された。保険対象はトウモロコシと煙草までに拡大し
た。小麦保険と綿花保険が三年間を期限として、新しくで試行されていた。第
二年目から、逆選抜を除去することができた。1947 年に FCIC は最初に保険金
支出が保険掛金収入下を回ることを遂げた。その後、法律に従って FCIC の経営
規模は大幅に縮小したが、1948 年にまた二つ新しい保険が試行され、乾燥食用
豆保険と保険金が予め定める多重リスク農作物保険、それぞれであった。	 
	 最初の試行段階である 5年間（1948～1952）の間に、FCIP は経営黒字の 2.25
百万ドルを得て、年平均的補償率が95％であった。1956年からの5年間の間に、
毎年でも保険掛金収入は保険金支出を上回り、総計 2.5 百万ドルの利益が余っ
た。その要因は 1956 年に作物の損失率が高すぎる 14 県において農業災害保険
が中止され、または保険加入の締切が調整され、逆選抜が減少したなどである。	 
	 1980 年において「農作物補償法」の修正によると、FCIP は全部の農業生産割
合の高い県まで拡大してきた。私営保険会社は FCIC と合作し、一部の農作物保
険と再保険を経営していた。	 このときから、アメリカの農作物保険は試行段階
から正式に普及段階に入り込んだ。	 
	 アメリカの農家は大規模経営を従事しており、通常に豊富な資産を持ってお
り、古くから自分なりの自然災害や農産物価格下落などに対応するリスク管理
方法を形成してきた。そのため、必ずしも農作物保険に加入しなければならな
いことはないと指摘した。アメリカ政府は、もっと多くの農家を農作物保険に
加入させ、リスクをもっと広範に有効的に雲散するために、「農作物補償法」
によって保険掛金に対する補助を提供し始めた。保険掛け金補助があるからこ
そ、農家は保険に対する加入のインセンティブが生じ、加入率が高くなった。	 
	 	 	 
表 2‐1	 アメリカにおける多重リスク保険に対する保険掛金補助	 
出典：庹国柱・李軍「国外農業災害保険制度的発展和模式」『農業保険』	 中国人民大学出版社	 
2005	 pp62～79	 
	 
生産量の
補償水準	 
1980 年「農作物補償
法」により補助率(%)	 
1994 年「農作物保険改
革法」により補助率(%)	 
2000 年「農業リスク保障
法」により補助率(%)	 
55/100	 30.0	 46.1	 64.0	 
65/100	 30.0	 41.7	 59.0	 
75/100	 16.9	 23.5	 55.0	 
85/100	 ‐	 13.0	 38.0	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 1980 年以降、農作物保険の発展は速やかになっていた。1980 年～1990 年の
間に、農作物保険がカバーする州は 39 から 50 までに増加してきた。農作物保
険の引受率は 1980 年の 9.6％から 1988 年の 22.9％まで増加してきた。特別に
1988 年において、政府は保険加入を災害救助金を受領できる前提としてから、
引受率が更に 40%までに増加してきた。1981 年において、30 つ私営保険会社は
農作物保険プログラムに参入した。その中で 17 社は農作物保険を経直接的に経
営して、1.3 千万ドルの保険掛金（全体の 4％）を徴収した。しかし、補償率が
相変わらず高かった。	 
	 	 高い補償率という課題を解決するため、新たな農作物補償法、「1994 年農作
物保険改革法」が公布された。この法律によると、農作物補償制度はさらに完
全化になっていた。具体的に言えば、第一に「特別災害救援計画」が取り消し
された。第二に、大災害リスク保障制度（catastrophic	 risk	 protection、以	 
下 CAT と略称）が確立された。CAT は旱魃や洪水、雹、火災、病虫害などとい
った大災害を保険責任とする保険であり、その特徴は補償水準と保険掛金率が
両方とも低めに定められるである。政府は保険の加入率を向上させるため、CAT
に加入することをくつかの農業福祉計画に入ることの前提とした。第三に、多
重リスク補償制度が確立された。この制度は補償水準が CAT より高く、または
地域別の保険掛金率が設定された。最後に、逆選抜とモラルハザードを防止す
るため、新たな地域リスク保険（group	 risk	 plan、以下 GRP と略称）が確立さ
れた。GRP は大麦やトウモロコシ、綿花、ピーナツ、小麦など八種類の農作物
を対象に実施した。GRP の特徴は、災害が発生した時、農民個人の農作物生産
量にかかわらず、県レベルの平均生産量が既定生産量より低くなると、補償金
の支払いが開始することである。	 
	 	 1994 年以降、アメリカにおける農作物保険の引受率は 40％から 85％まで増
加してきた。しかし、CAT の低い補償水準に対する農民の文句が生じた。そこ
で、政府は CAT と福祉計画とのつながりを取消した。それに伴い、CAT の引受
率が下がり、多重リスク保険の引受率が上がった。農作物保険の引受率は 76％
までに増加してきた。その他、農産品の価格リスクに対応する収入保険も試行
し始められた。	 
	 2000 年 6 月 20 日において、「農業リスク保障法」が確立された。この法律
によると、農家に対する政府の保険掛金補助が向上した。	 
	 
（３）アメリカにおける農作物保険の実態	 
	 表 2‐2から見てきたように、2013 年に農作物保険契約書の数は 1.21 百万つ
であることから、保険のカバー範囲が広いと言えよう。その他、2013 年のデー
タから見ると、政府は提供した保険掛金補助が全額の 66％ぐらいに達して、農
家は実際に負担する保険掛金が 34％のみであることがわかった。	 
	 現在、アメリカにおける農作物保険の仕組みは、図 2‐1で示したようになっ
ている。農家は 19 つ私営保険会社との間で保険契約関係が存在するが、私営保
険会社の代わり 15，000 以上のエージェントは農家と保険掛金の徴収や保険金
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の支払いなどといった直接的な付き合いを行っている。私営保険会社は連邦農
作物保険会社からの経営費用の補助を受け入れるほか、私営再保険会社と農業
部から、それぞれ再保険を購入する。または、私営保険会社は農業部と保険の
データに関するコミュニケーションを行っている。アメリカ政府は、農家に保
険掛金補助を提供する。	 
	 
表 2‐2	 アメリカにおける農作物保険の統計データ	 
出典：RMA	 Program	 Statistics	 
	 
図 2‐1	 アメリカ農作物保険の仕組み	 
	 出典：「2014	 Crop	 Insurance	 Update」に基づき筆者作成	 
	 注：USDA は United	 States	 Department	 of	 Agriculture	 
	 SRA は Standard	 Reinsurance	 Agreement	 
                                                        
2	 主要な保険対象であるコーンや大豆、コーリャン、小麦などの価格高騰のため、2012 年と 2013 年にお
いて保険掛金補助と保険金の支出、ひいては補償率が高くなった。保険掛金収入増加のもう一つの理由は、
農作物価格が変動しやすいため、保険掛金率が相応に高くなったことである。	 
	 2008	 2009	 2010	 2011	 2012	 2013	 
保険契約書	 数量（百万）	 
1.14	 1.16	 1.12	 1.15	 1.17	 1.21	 
農家が支	 
払う掛金	 
十億ドル	 
4.17	 3.56	 2.88	 4.51	 4.13	 4.51	 
掛金補助	 5.68	 5.39	 4.71	 7.45	 6.98	 7.29	 
掛金収入	 9.85	 8.95	 7.59	 11.96	 11.11	 11.80	 
保険金	 8.69	 5.20	 4.64	 10.84	 17.412	 9.00	 
保険保障	 89.56	 78.96	 78.06	 114.18	 117.13	 122.61	 
補償率	 ％	 
88	 58	 56	 91	 157	 76	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（４）アメリカにおける農作物保険の特徴	 
	 	 アメリカにおける農作物保険の長い歴史を見ると、その補償制度にはいくつ
かの特徴が挙げられる。	 
	 	 第一に、農業災害補償制度の改革と修正は、法律の根拠がある点である。第
一段階に、1938 年において農作物保険の展開は「連邦農作物補償法」によるも
のである。第二段階に、保険の再開と保険掛金率の修正は「農業調整法」に基
づくものである。第三段階において、FCIC と私営保険会社の合作や当然加入の
実施等は「農作物補償法」によるものである。第四段階において、CAT や多重
リスク保険、GRP の実施は「1994 年農作物保険改革法」に基づくものである。	 
	 また、保険掛金補助の向上は「農業リスク保障法」に即するものである。法
律とは、国家が制定して、社会全体の行動を規制できるものである。相関法律
の規範があるかたこそ、農作物保険は正確な方向に向けて発展している。	 
	 	 第二に、大部分の農作物保険の補償基準は、農場レベルの作物生産量による
ものである点である。作物の生産量保険は各農場において過去 4～10 年間での
平均生産量(Actual	 Production	 History）に基づき、実際の生産量がその平均
生産量を下回ると、農家が保険金を受け取れる。農場レベルのデータを利用す
ることは、もっと正確に農家の生産状況と被害状況を把握できるが、地域レベ
ルのデータを使うものより、保険掛金が高めに設定された。	 
	 	 第三に、農作物保険に対する政府の支出は高い点である（表 2‐3）。	 
	 	 表 2‐3 からわかるように、過去の 11 年間で、農作物保険に対する政府の財
政支援は、年平均で 59 億ドルであり、総計 648.2 億元である。	 
	 
表 2‐3	 農作物保険に対するアメリカ政府の支出（百万ドル）	 
出典：FCIC	 Financial	 Statements	 
年度	 保険掛
金収入
と他	 
保険金
支出	 
超過	 
補償	 
掛金	 
補助	 
補償向
けの管
理費用	 
他のプ
ログラ
ム支出	 
他の管
理費用	 
政府の
総支出	 
2003	 2,946	 3,768	 822	 1,874	 743	 61	 88	 3,588	 
2004	 3,133	 2,828	 (305)	 2,387	 900	 60	 83	 3,125	 
2005	 3,08	 2,796	 (293)	 2,070	 783	 58	 81	 2,699	 
2006	 3,617	 3,585	 (32)	 2,517	 960	 39	 87	 3,571	 
2007	 4,561	 3,493	 (1,068)	 3,544	 1,341	 36	 88	 3,941	 
2008	 6,741	 5,024	 (1,717)	 5,301	 2,016	 41	 96	 5,737	 
2009	 8,076	 8,416	 340	 5,198	 1,602	 42	 89	 7,271	 
2010	 5,282	 2,759	 (2,523)	 4,680	 1,371	 40	 103	 3,671	 
2011	 11,037	 13,429	 2,392	 7,376	 1,383	 54	 90	 11,295	 
2012	 13,058	 18,428	 5,370	 7,149	 1,411	 49	 92	 14,071	 
2013	 8,985	 6,158	 (2,827)	 7,279	 1,350	 64	 85	 5,951	 
総計	 70,525	 70,684	 159	 49,375	 13,860	 544	 982	 64,920	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 ここで、政府支出の最も高い 2012 年を事例として説明する。当年、アメリカ
政府の財政的支出は 6.19 万億ドルであるが、農作物保険に対する支出の 140
億ドルは財政的支出のわずか 0.2％しか占めていなかった。アメリカは世界の
経済大国であるからこそ、農作物保険に高い補助を提供することができる。そ
の一方で、このような高い政府支出は他の国、特に途上国にとって、できない
と考えられる。	 
	 
２）日本の経験	 
（１）農業共済の起源	 
	 日本は東アジアに位置する島国であり、2013 年国内総生産額が 4.7 兆ドルで
あり、一人当たりの GDP が 45,920 ドルで、世界第 18 位である。日本も裕福な
先進国のひとつである。	 
	 	 日本において、強風や旱魃、冷夏、病虫害など自然災害が毎年のように発生
し、農業生産に甚大な被害を与えている。1873 年に地租改正に従って、土地私
的所有権の確立に従って、大勢な分散している小規模農業経営主が出現した。
そのような分散している小規模農家は自然災害に抵抗しにくい。災害が発生し
た時、自主経営を維持するため、小規模農家は土地を債権者に抵当することが
少なくなかった。その一方で当時、土地に対する政府の課税が凶年でも存在す
ることに加え、小規模農家は負債を返還することがもっと困難になった。そこ
で、1888 年に農業災害保険という概念が初めて日本に導入された。	 
	 日本のむらでは古来から、結（ゆい）、手間替え、無尽講、郷倉など、共同
作業や労働力の交換が行われ、困ったときには助け合い、凶作などに備えて食
べ物を備蓄しておく習慣があった。異常気象など自然の猛威に対抗することは
微力な一人間では到底不可能な場合がある。それゆえ、いつ自分に襲いかかる
かもしれない災害に備える、将来の安定農業を望むため、「農業共済制度」（以
下、農済制度を略称）が確立された。	 
	 	 農業災害補償法第１条によって、農業災害補償とは、農業者が不慮の事故に
よって受けることのある損失を補填して農業経営の安定を図り、農業生産力の
発展に資することを目的とすることである。	 
	 NOSAI によって、日本農業共済補償制度の概要は、農家が共済掛金を出し合
い、共同準備財産を造成しておき、災害があったときはその共同準備財産から
被災農家に共済金を支払う、農家の自主的な相互救済を基本として、これを保
険のシステムにより全国に危険分散することとした「共済保険」の制度である。	 
	 	 現在、日本の農済制度の機構は三段階制である。具体的には、市町村の区域
を単位に設立されている農業共済組合（以下、組合と略称）が、農業者との間
に共済事業を行い、都道府県単位に設立されている農業共済組合連合会（以下、
連合会と略称）が、その共済責任の一定部分につき保険事業を行い、国がその
保険責任のうちの一定部分につき再保険事業を行う。	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図 2‐2	 日本農業共済の組合	 
	 出典：農業共済<http://www.nosai.or.jp>を引用	 
	 
（２）農業共済の発展プロセス	 
	 茂野（1986）と NOSAI によると、農済制度は、発足以来、幾多の改善・拡充
が行われ、今では主要な作目のほとんどが制度の対象になっている。	 
	 1929 年に.家畜保険、いわゆる牛、馬の死亡保険を実施し始めた。これは日
本における最初の農業共済である。続けて 1939 年に農業保険の実施、いわゆる
水稲、麦、桑葉、水稲の小作料保険が開始した。そしてその後、第二次世界大
戦後食料不足という現実に応対するため、全国にわたって水稲の生産を励ます
ため、1947 年に「農業災害補償法」の制定に伴って、農作物（米、麦）共済、
蚕繭共済、家畜共済を実施し始めた。現在の農済制度は戦前の家畜保険と農業
保険とを統合して、1945 年に行われた農地改革によって創出された自作農民の
経営を支えるための主要な災害対策として、再スタートした制度である。	 
	 	 最初に、水稲の作付面積が 0.1ha 以上である農家が、農業共済に加入する義
務につけられ、いわゆる当然加入である。当時、被害される農作物の損失は基
準収穫量（平年生産量）の 30％を超えると、共済金の支払いが開始した。茂野
[1986]によると、共済掛金率は作物の歴史損失率に基づき、三つレベルに分け
られ、通常共済掛金率と異常共済保険掛金率、超異常共済掛金率、それぞれで
ある。通常掛金標準率のうち全国の最低率を引いた二分の一と異常共済掛金率
の二分の一および超異常共済掛金標準率の全額は政府が負担する。各県庁は県
内における作物の歴史損失率に基づき、地域別の保険掛金率をそれぞれ設定し
た。1949 年と 1951 年に、建物共済事業と農機具事業共済がそれぞれ実施し始
めた。1957 年に当然加入基準が緩和され、0.3ha まで高められた。当時、水稲
と麦は単位当たりの共済金額は、米、麦価の 7 割から 2 割の間で組合が自由に
選択できた。1963 年において、単位当たり共済金額の上限は米、麦価の 9割に
引き上げられた。	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 1971 年に、果樹共済事業の実施が開始した。それと同時に水稲の農家単位引
受方式（半相殺3）の選択が導入された。それは、実際の損失は平年生産量の
20％を上回ると、共済金の支払いが開始する。共済金額の計算方法（半相殺）
は以下の通りになっている。	 
	 
（単位当たり米/麦価の 90％）×	 
｛農場の基準収穫量×90％（80％・70％）‐実際の生産量｝	 	 
	 
	 	 1976 年において単位当たり水稲の共済金額が、米価の 10 割まで引き上げら
れた。水稲の全相殺、麦の半相殺、全相殺の農家単位引受方式が次々と導入さ
れた。1979 年に、畑作物共済事業と園芸施設共済事業の実施が開始した。1985
年に、農家ごとに共済事故の	 
発生状況等に基づき、危険段階別の共済掛金率が設定された。1987 年に、農済
の理念4が制定された。1999 年において麦を対象とする災害収入共済方式の試
験が開始され、水稲の共済金支払開始損害割合の特例措置も試行された。2003
年、引受方式および補償割合に関する農家の選択が拡大され、水稲を対象とす
る品質共済方式と麦を対象とする災害収入共済方式が試験的導入された。現在、
農作物の共済金額の計算方法（半相殺）は、以下のとおりになっている。	 
	 
単位当たり共済金額×農家の基準収穫量の 80％（70％・60％）	 
	 
	 現行の農業共済は自然災害等による収量減少を対象としており、価格低下は
対象としていない。それゆえ、農業経営に直面するリスクをもっと全面的カバ
ーするため、農産品の価格低下を含める収入減少を補填する収入保険に向けて、
現在でも調査・検討を進めていく。	 
	 その他、農業共済制度は農業災害補償法に基づく「被害を受けた農業者の損
失を補填して農業経営の安定を図り、農業生産力の発展に資する」ことを目的
としているが、病虫害など経営技術のあり方とも関わる事故も補償の対象とし
ていることから、この補償機能を効果的に発揮させるために、農済では損害の
防止活動を重視し、病害虫防除の支援や家畜飼養相談など、農家のリスクマネ
ジメントを積極的に支援してきた。具体的な取り組みは、表 2‐4の通りになっ
ている。	 
	 
	 
	 
	 
                                                        
3	 半相殺と全相殺の違いは、共済金の支払開始損害割合が違うもの	 
4	 農済の理念は、「農業は、緑・土・水を守り、豊かな食料を供給する産業です。わたくしたちＮＯＳＡ
Ｉはみずからの知と技を磨き、信頼の絆によって損害の防止と補てんに努め、日本農業の発展とうるおい
のある社会づくりに貢献します。」	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表 2‐4	 各地でのリスクマネジメントの取り組み	 
事例	 取り組み	 
気象情報	 民間気象情報会社と契約し、局地天気予報などを農家に提供	 
肥培管理情報	 土壌診断の分析結果及び土壌改良対策など情報を農家に提供	 
病虫害情報	 県病虫害防除所と協力し、県内の組合等に病害虫発生に関する調査結
果を農家に提供	 
家畜共済関係	 全国の農済獣医師は日常、乳牛、肉用牛、豚などの診療を行うととも
に、各種の検査によって家畜の状態を把握し、検査データを分析し、
個体にあった飼料の選択などについて農家と相談	 
出典：農業共済 http://www.nosai.or.jp	 
	 
表 2‐5	 共済対象別共済掛金の国庫負担	 
共済事業	 共済対象	 共済掛金の国庫負担	 
農作物	 水稲・陸稲	 50%	 
麦	 共済掛金率を 3％以上：55％	 
3％以下：50％	 
家畜	 牛、肉豚等	 50％	 
果樹	 なし、桃等	 50％	 
畑作物	 大豆、蚕繭等	 蚕繭以外：55％	 
蚕繭：50％	 
園芸施設	 暖房施設等	 50％	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：農業共済<http://www.nosai.or.jp/>	 
	 
（３）農業共済事業の実態	 
	 2000 年に、日本において 309 万戸の農家は農業共済に加入して、共済掛金の
収入が 1459 億円に達した。その中で、農家が支払うべく共済掛金の約二分の一
は国庫で負担する（表 2‐5）。共済金額の全額は 30094 億円であり、その中で
農作物共済金額が全体の53％、家畜共済が24％、果樹共済と畑作物共済が23％、
それぞれ占めていた。	 
	 	 2013 年に農林水産省は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、
農業・農村の所得を今後 10 年間で倍増させることを目指し、「強い農林水産業」
「美しく活力ある農山漁村」の実現に向けた施策を展開することを決定した。
経営所得安定対策関連では、農業共済の引受目標の達成に努めた。しかし、2013	 
年度の事業成績は、水稲、肉豚及び農機具共済で前年度を上回る実績を確保し
たものの、陸稲、麦、乳用牛、肉用牛、果樹、畑作物、園芸施設及び建物共済
は実績が 2012 年度を下回り、全事業を合計した総共済金額は 51 兆 8,116 億円
(対前年度比 96.6％)となった。	 
	 	 表 2‐6 には日本農業共済事業のいくつかの品目の加入率をそれぞれ示して
いる。1985 年と比べると、2013 年になり乳牛共済以外、すべての農業共済事業	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表 2‐6	 日本農業共済の引受率（％）	 
	 1985	 1990	 1995	 2000	 2012	 2013	 
農作物	 水稲	 93.3	 90.2	 90.6	 90.1	 94.2	 95.0	 
麦	 74.4	 76.8	 80.5	 81.6	 95.8	 97.1	 
家畜	 乳用牛	 88.7	 93.6	 99.0	 100.0	 86.4	 85.5	 
肉用牛	 62.2	 64.5	 62.7	 64.1	 73.9	 71.7	 
	 肉豚	 13.1	 21.7	 13.8	 14.4	 23.2	 24.1	 
	 種豚	 20.6	 19.6	 17.0	 15.4	 27.4	 26.2	 
果樹	 収穫	 24.7	 21.8	 25.2	 23.7	 25.9	 25.6	 
畑作物	 蚕繭	 39.7	 41.4	 20.1	 50.5	 84.0	 64.6	 
園芸施設	 33.4	 44.3	 46.4	 459	 54.8	 54.1	 
出典：庹国柱	 李軍「国外農業災害保険制度的発展和模式」『農業保険』	 中国人民大学出版社	 
2005	 pp.88～100,「農業共済平成 25 年事業報告書」全国農業共済協会	 	 
	 
の引き受け率が増加した。なお、当然加入を実施する農作物共済と畑作物共済、
または商品価値の高い乳用牛と肉用牛の引受率が比較的に高いが、肉豚・種豚
や果樹の加入率が低い。その要因は、社会老齢化と農家世帯員の流出や兼業化
が深刻になることなどにより、農業生産規模が縮小しているためである。	 
	 
（４）日本農業共済の特徴	 
	 日本農業共済の特徴をまとめると、以下のとおりになっている。	 
	 第一に、全国どこの農村でも実施されている制度である点である。農業は自
然条件に依存し、不可抗力的な災害による大きな損害を受けやすいことから、
国の災害対策の一環として政策的な視点からつくられた制度であるため、基本
的には、全国どこの農村でももれなく実施されている。	 
	 第二に、補償対象の事故は原則としてすべての自然災害等不可抗力的災害と
なっている点である。農作物にとって最も被害を受けやすいのは、風水害、干
害、冷害など気象災害によるものである。農済制度では、地震を含めてすべて
の自然災害が対象になっている。このほか病虫害、鳥獣害や火災も補償対象と
なっており、基本的にはオールリスク制の保険である。家畜については死亡・
廃用の他、病気・けが等の治療費も対象としている。	 
	 第三に、当然加入が実施される点である。現在、都道府県において農作物の
当然加入基準は、表 2‐7に示したようになっている。当然加入が実施されるか
らこそ、農作物保険の引受率を高く維持できて、農家の経営さらには食料の生
産を安定化させられた。	 
	 第四に、農家の危険段階別に共済掛金率が定められる点である。日本は衛星
を利用し、毎年農家の作物収穫量や被害状況・損失をきわめてはっきり記録で
きている。そのため、過去の損失に基づき保険掛金率の設定や平年の収穫量を
基準に共済金額の支払いが可能になった。	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表 2‐7	 当然加入基準	 
地域	 
品目別当然加入の基準	 
水稲	 陸稲・麦	 
都府県	 20a～40a	 10～30a	 
北海道	 30a～1ha	 40a～1ha	 
	 	 	 出典：農作物共済事業	 農業共済 http://www.nosai.or.jp/	 
	 
	 第五に、国は共済掛金や事務費を国庫負担するとともに、再保険を実施する
などのバックアップをしている点である。国は加入農家に対し共済掛金の半分
もしくはそれ以上の補助を提供して、農業共済事業の実務を担う農業共済団体
に対し事業運営に係る基幹的経費を負担する。1985 年に、農業共済に対し政府
は1576億円、農業予算全体の5.4％に値する予算を拠出した。2000年になって、
農業共済に対する政府の予算は 1313 億円であり、農業予算全体の 4.4％に値し
た。その中で、保険掛金補助に使う部分は 741 億円（全体の 56％）、農業共済
団体の運営に使う部分は 534 億円（全体の 41％）、それぞれであった。2014
年度の農業共済関係予算は 894 億 56 百万円（2013 年度予算対比	 100.3％、2
億 58	 百万円の増）となり、政府予算の 0.09％に値した。その内訳は、共済掛
金国庫負担金が	 501	 億 10	 百万円（平成	 25	 年度予算と同額）、事務費負担金
385 億 25 百万円（平成 25 年度予算対比 60 百万円減）となった。または、大き
な被害が生じた際、全国的な危険分散を図るため、再保険も担っている。	 
	 第六に、農作物共済や果樹共済、畑作物共済に対し、共済金支払開始損害割
合により引受方式が多様化である。組合が地域の農業生産状況や被害状況を参
考する上で、農家の代わりに引受方式を選択する（表 2‐8）。	 
	 最後に、損害防止支援活動を積極的に展開している点である。農済団体では、
農業災害に対する損失の補填という本来の業務のほか、損害防止支援活動を積
極的に展開し、地域農業の振興に寄与している。	 
	 
表 2‐8	 日本共済の引受方式について	 
引受方式	 支払い基準	 
一筆単位	 耕地一筆ごとに、減収が基準収穫量の 3 割（4 割・5 割）を超えると、基
準収穫量の 7 割（6 割・5 割）を補償	 
半相殺農家	 
単位	 
組合員等ごとに、被害耕地の減収量の合計がその組合員等の基準収穫量の
3 割（4 割・5 割）を超えると、基準収穫量の 7 割（6 割・5 割）を補償	 
全相殺農家	 
単位	 
基準収穫量から実収穫量を差し引て得た数量が、基準収穫量の 1 割（2 割・
3 割）を超えると、基準収穫量の 9 割（8 割・7 割）を補償	 
品質および	 
災害収入共済	 
品質を加味した収穫量が基準収穫量を下回り、かつ生産金額が基準生産金
額の 9 割（8 割・7 割）に達しないときに、基準生産金額の 9 割（8 割・7
割）を補償	 
出典：農業災害補償制度	 農業共済<http://www.nosai.or.jp>を引用	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３．途上国における農業災害保険の展開過程	 
	 	 
１）インドにの経験	 
（１）農業災害保険の起源	 
	 インドは世界第二位の人口規模を有する発展途上国であり、2013 年国内生産
額が 1.88 万億ドルであり、世界第 8位であるが、一人当たりの GDP が約 1,490
ドルのみであり、世界第 138 位であり、裕福な国とは言えない。	 
	 インドは世界中に耕地面積の最も大きな国家の一つであり、農業生産を従事
する人口が総人口の 8 割以上占めており、農業生産額（林業、畜産業、漁業を
含める）が国内生産額の 35%ぐらい占めている。それゆえ、インドにおける農
業の発展は国民経済の発展に非常に大きな影響を与えると考えられる。	 
	 	 その一方で、インドにおける気候変化は激しく、旱魃や洪水、暴風雨、土石
流、高温など極端的な自然災害が頻発し、農業生産に与える影響が非常に大き
いである。	 
	 	 農民の生産力を向上させる、農業生産を安定化させるために、インド政府は
1947～1948 年の間で、農業災害保険に関する調査を行った。調査の目的は、農
業災害保険の補償基準が、個人レベルもしくは地域レベル、どちらに従うのか
ということであった。調査結果によると、地域レベルの使用が推薦された。い
わゆる一つ地域において、個人的収穫量が無視され、農民全員が同様な掛金率
で保険掛金を支払い、同様な利益を受け取るとのことである。	 
	 1961 年に一つ州において、小麦や綿花、サトウキビの多重リスク保険が試行
された。しかし、政府の財政支援は一切なかったため、保険範囲が拡大されな
かった。	 1965 年にインド政府は再び農業災害保険を全国範囲で試行しようと
したが、財政の支援がまたなかった。各州政府は保険に関する費用を自ら負担
するため、農業災害保険に歓迎を与えなかった。その結果、試行プロジェクト
がうまく進まなかった。	 
	 60 年代の試行段階の不順を踏まえ、1970 年にインド政府は直接的に管理する
政策的農業災害保険が試行し始めた。	 
	 
（２）農業災害保険の発展プロセス	 	 
	 	 インドにおける農業災害保険の発展プロセスは、S.S.Raju	 and	 Ramesh	 Chand
（2008）によりまとめられた。	 
	 
(1)最初の個人レベルに基づく保険計画	 1972～1978 年	 
	 	 1972～1973 年の間で、インド総合保険会社（General	 Insurance	 Corporation	 
of	 India、以下 GIC と略称）によって、農民個人レベルに基づく綿花保険が試
行された。同年に、綿花保険が全国まで拡大された。その後、落花生や小麦、
トマトが保険対象に入れられた。このような保険試行プロジェクトは 1979 年ま
で続けられ、加入農民数が 3110 人であった。保険掛金収入が 45.4 万ルピーの
みであると反対に、保険金支出が 378.8 万ルピーに達した。1973 年から、乳牛
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保険計画に入った大農場に、乳牛保険や肉豚保険も次々と実施し始められた。
1977 年までに、乳牛保険に加入した乳牛頭数は 77 万頭に達した。	 
	 
(2)作物保険試行プロジェクト計画(Pilot	 Crop	 Insurance	 Scheme,PCIS)	 
1979～1984 年	 
	 	 1979 年に、GIC により地域レベルに基づく作物保険が試行され、保険対象が
モミやアワ、アブラナ作物の種、綿花、じゃがいも、ひよこ豆であった。貸付
金を申請した農民のみは自主に加入できる。GIC と州政府は、2：1 の比率で補
償責任を分担する。最初に保険金支払の上限は貸付金の全額までであるが、そ
の後、貸付金の 150％まで高められた。小規模農民と「限界農民」（marginal	 
famers、耕地面積が 0.5ha 以下）に対し、政府は保険掛金の 50％を補助する。	 
	 表 2‐9 に示したように、1979 年～1985 年の間で、農作物保険試行プロジェ
クトの業績は顕著に拡大していたが、いくつかの欠点も存在する。第一点は、
貸付金を申請できない貧乏な農民は保険に加入できない。第二点は、農民の保
険加入意識が弱い。第三点は、綿花やサトウキビなどといった主要な経済作物
が作物保険の対象に入れられない。	 
	 
(3)総合作物保険計画(Comprehensive	 Crop	 Insurance	 Scheme,CCIS)	 1985～
1999 年	 
	 保険経営の経験と保険データを蓄積したため、1985 年にインド政府は全国に
わたって地域レベルに基づく総合作物保険(The	 Comprehensive	 Crop	 Insurance	 
Scheme、CCIS)を試行し始めた。CCIS は相変わらず貸付金を申請した農民に限
り加入できるが、PCIS の自主加入と異なり、CCIS は当然加入を実施した。	 
	 CCIS は 1999 年まで実施されていた。1999 年に、加入農民人数は 7.63 千万人
であり、保険掛金収入は 40.4 億ルピーであり、保険金支出は 230.3 億ルピーで
あった。Gujarat における落花生を作付る農民から徴収した保険掛金は総額の
16％しか占めてないが、彼らに支払った保険金は全体の 58％に値した。CCIS
は全部の地域、全部の農民に向けて、同様な掛金率を採用することは、欠点が
目立った。	 
	 
表 2‐9	 作物保険試行プロジェクトの実績	 
	 1979～80 年	 1982～83 年	 1984～85 年	 
加入した州の数量	 3	 9	 12	 
加入面積（ha）	 13181	 70729	 477333	 
加入農民数	 16265	 50855	 447086	 
保険掛金収入（十万ルピー）	 5.53	 15.66	 138.20	 
保険金支出（十万ルピー）	 5.29	 37.32	 91.80	 
補償率（％）	 95.71	 127.67	 66.42	 
出典：S.S.	 Raju	 and	 Ramesh	 Chand（2008）を引用	 
 -２７- 
	 (4) 国 家 農 業 災 害 保 険 計 画 (National	 Agricultural	 Insurance	 
Scheme,NAIS)1999 年～	 
	 	 1999～2000 年の Rabi 時期5に、国家農業災害保険が実施し始められた。NAIS
は貸付金の申請の有無に問わず、すべての農民が加入できる。NAIS の対象種類
が豊富あり、穀物からアブラナの種、経済作物に至るまでである（表 2‐10）。
保険金の支払い基準がさらに細分され、広範な自然災害に対し「地域レベル」、
地域に限る自然災害に対し「個人レベル」、それぞれが採用されている。	 
	 小規模農民と「限界農民」に対して、政府は相変わらず保険掛金の 50％を補
助するが、2004 年に一度取消され、現在は補助が再現し、10％までに減少した。	 
	 しかしながら、NAIS はまたいくつかの課題に直面していた。その中で最も注
目すべきであるのは、中央政府と地方政府の終わりのない財政不足という課題
である。表 2‐11 によると、2007 年以前 NAIS は収穫量保険のみであり、国営
保険会社であるインド農業保険会社（Agriculture	 Insurance	 Company	 of	 India、
以下 AIC と略称）が保険経営を独占して、私営保険会社が経営できなかった。
NAIS に対する政府の支出は、ただ超過保険金であり、超過部分が中央政府と地
方政府が均等に分ける。2000～2008 年の間、年平均的補償率は 350％であり、
いわゆる政府は 1ルピー当たりの保険掛金を徴収すると、3.5 ルピーの保険金
を支払わなければならないことである。このような高い補償率は、中央政府と
地方政府にとって重い財政負担となった。	 
	 
表 2‐10	 インドの国家農業災害保険について	 
保険種類	 NAIS	 種子作物保険	 家畜保険	 	 
保険対象	 
全ての農作物（穀物や大豆など）、	 
経済作物（搾油原料の作物や園芸
作物等）	 
水稲、小麦、トウモロコ
シ、大豆など作物の種子	 
農耕用の牛、
子牛、ヤギ等	 
保険責任	 
旱魃、洪水、雹、ハリケーン、火
災、病虫害など	 
全ての自然災害	 疫病	 
保険掛金	 
小麦：1.5％、	 
搾油原料の作物：3.5%、秋に収穫
した作物：2.5%、	 
早春作物：2％	 
（全体 1.5％～3.5％）	 
小麦、ピーナツ：2％、
水稲：3％、	 
大豆、トウモロコシ：5％	 
‐	 
出典：李筱菁・任金政	 	 「印度農業災害保険的発展歴程及啓示」	 『世界農業』	 2008 年 11 月	 	 
pp.53～55 をもとに筆者作成	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 そして 2007 年から、天候インデックス保険（Weather	 Based	 Crop	 Insurance	 
Scheme、WBCIS と略称）、いわゆる天候指標に基づき、実際の指標が既定水準
を上回るもしくは下まわるときにあらかじめ約定した金額を加入者に支払う保
険が試行し始めた。続けて 2010 年は、過去の NAIS と天候インデックス保を統
合している「調整された国家農業災害保険計画（Modified	 National	 
Agricultural	 Insurance	 Scheme	 ）が試行し始めた。	 
	 表 2‐11 からわかるように、2007 年からは、WBCIS の実施につれて、政府が
広範に保険掛金を補助し始め、農民の加入人数が顕著に増加した。リスクをも
っと広範に分散することもできた。なお、私営保険会社も保険を経営すること
ができて、補償責任を国営保険会社と私営保険会社、私営再保険会社との間で
シェアすることができた。2007～2010 年の間、WBCIS の補償率は 140％まで減
少した。2010 に試行されたｍNAIS は、加入人数がさらに増加した。	 
	 
表 2‐11	 国家農業災害保険の変遷	 
	 NAIS	 WBCIS	 ｍNAIS	 
開始	 1999 年	 2007 年	 2010 年	 
補償基準	 収穫量	 天候指標	 収穫量＋天候指標	 
加入農民数	 
（2010 年まで）	 
＞220 万	 ＞300 万	 340（2010 のみ）	 
政府支出	 超過保険金	 保険掛金補助	 
私営保険会社	 参加できない	 参加できる	 
保険金/保険掛金	 
3.5	 
（2000～2008 年）	 
1.4	 
（2007～2010 年）	 
―	 
出典：Olivier	 Mahul,Niraj	 Verma,Daniel	 J.	 Clarke	 「Improving	 Farmers’	 Access	 to	 
Agricultural	 Insurance	 in	 India」	 Policy	 Research	 Working	 Paper	 5987	 
	 
	 
図 2‐3	 インド NAIS の仕組み	 
出典：「Agriculture	 Insurance	 Company	 of	 India	 (AIC)」に基づき筆者作成	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（３）インドにおける農業災害保険の実態	 
	 インドにおける農業災害保険の仕組みは、図 2‐3に示したようになってい
る。AIC は経営主体として、政府と保険エージェンシーからの協力を得られて、
ほかの保険会社と共に農業災害保険を経営する。AIC は加入農民から保険掛金
を徴収し、被災農民に保険金を支払うほうが、国際再保険市場で再保険を購入
する。小規模農民と「限界農民」への保険掛金の 10％に値する補助は、インド
政府が相関の州・地域政府と共に平均にシェアする。	 
	 表 2‐12 に示したように、1999 年に NAIS が展開されてから、加入人数や加
入面積、保険掛金収入は年々増加し続けている。ただし、2011 年時点にインド
農民の人口は概ね 9億人であるが、その中でただ約 2％の農民のみ保険に加入
した。農民はほとんど農業災害保険のセーフティーネットに入らなく、災害に
よる損失をそのまま被るもしくは政府の救助を待つのみである。言い換えれば、
インドでは農業災害保険の発展の潜在能力が強いと思われる。そのほか、イン
ドでは自然災害の破壊性が強く、および発生頻度が不確定のため、保険金の支
出は変動が年度ごとに激しかった。なお 2003～2004 年からは、農民の収入保険
も開始された。それは、収穫量に関する収入保険と作物価格に関する収入保険、
それぞれである。加入した農民の収入は既定の最低収入（平均収穫量×単位当
たりの最低支持価格）を下回ると保険金を受け取れる。収入保険の作物保険の
対象は小麦と米のみである。貸付金を申請する農民が当然加入とされる。	 
	 
表 2‐12	 NAIS の実績（rabi+kharif6）	 
	 加入農民	 
(十万人)	 
加入面積
(十万 ha)	 
保険掛金収入	 
(千万ルピー)	 
保険金支出	 
(千万ルピー)	 
掛金補助	 
(千万ルピー)	 
1999～2000	 5.8	 7.8	 5	 8	 49.1	 
2000～2001	 105.0	 163.3	 235	 1281	 55.6	 
2001～2002	 106.6	 160.4	 292	 559	 55.4	 
2002～2003	 121.0	 195.7	 365	 2013	 51.6	 
2003～2004	 123.9	 188.3	 347	 1150	 30.7	 
2004～2005	 162.2	 296.1	 353	 1199	 24.2	 
2005～2006	 167.2	 277.5	 555	 1398	 25.7	 
2006～2007	 179.1	 273.0	 610	 2249	 37.9	 
2007～2008	 184.4	 281.4	 636	 530	 44.7	 
2008～2009	 192.0	 264.9	 749	 530	 98.7	 
2009～2010	 239.0	 236.4	 1023	 1189	 129.9	 
2010～2011	 175.8	 240.5	 1276	 950	 134.4	 
総計	 1762	 2685.3	 6446	 13056	 737.9	 
出典：S.S.	 Raju	 and	 Ramesh	 Chand（2008）、AIC	 OF	 INDIA	 LTD.、State	 of	 Indian	 Agriculture	 
2011-12 を引用	 
                                                        
6	 インドにおける秋にある収穫時期	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 （４）インドにおける農業災害保険の特徴	 	 
	 インドにおける農業災害保険発展プロセスの特徴は、二点が挙げられる。第
一は.、試行段階が長い点である。1961 年農業災害保険が発足してから、1999
に全国にわたって全面的に普及するまでに、38 年を経ていた。第二は、インド
における農業災害保険は農民が貧困から脱する政策の一つと定義される。2003
年以前は、農作物の収穫量保険によって農民の農業生産を安定化させた上で、
新しい収入保険によって、インド政府は政策的移転支出を実現してきて、農民
の収入を安定化させた。	 
	 
２）フィリピンの経験	 
（１）農業災害保険の起源	 
	 フィリピンは東南アジアに位置する諸島国家であり、2013 年国民生産額が
2,720 億ドルであり、一人あたりの GDP が 2,223 ドルであり、世界第 124 位に
占める。フィリピンも裕福ではない発展途上国のひとつである。	 
	 第二次世界大戦後、フィリピン政府は糧食の自給率を高めるため、1973 年に
水稲生産プログラムを実施し始め、水稲の単収を 5000kg/ha 以上向上させ、自
給できるようになることを目指した。このプログラムを推進するため、農民に
対し農村銀行と政府銀行は担保のいらない貸付金を提供する。自然災害により
農業生産が被害された後、農民は貸付金を返せなくなることを避けるため、土
地銀行の下において農業貸付保険基金が設された。この保険基金は、農民が貸
付金の 1％～2％に値する保険掛金の支払いを通じて、自然災害が発生し、貸付
金を返せない時、農業貸付保険基金が貸付金の 85％を銀行に返還することとな
る。農業貸付保険基金はフィリピンにおける最初の農業災害保険である。	 
	 	 フィリピンにおいて、台風や洪水、旱魃など自然災害が多発し、それにより
農業生産者や農業貸付金の貸方が大きいな苦しみを味わった。農民の所得・投
資を確保する、農業生産を安定化させる、農業貸付保険基金を完全化させるた
めに、Celia	 M.	 Reyes1and	 Sonny	 N.	 Domingo（2009）によると、1976 年にフ
ィリピン作物保険システム（TAC-PCIS	 Study	 Group）が設立された。このグル
ープは、9 ヶ月の間で、作物保険に関する市場的、技術的、管理的、または経
済的な内容について調査を行った。この調査結果に基づき、1978 にフィリピン
政府は「農作物保険法」を公布した。この法律に基づき、政府は土地銀行と合
作し、農作物保険会社（Philippine	 Crop	 Insurance	 Corporation,以下 PCIC
と略称）を成立し、1981 年から農業災害保険を正式に実施し始めた。	 
	 	 フィリピンにおける農業災害保険は農村経済を発展させるための存在であり、
農村金融政策の実施を促進する責任を負うため、国営の保険会社で実施するこ
とにした。	 
	 
（２）農業災害保険の発展プロセス	 
	 1978 年に PCIC により、フィリピン全国にわたって農業災害保険が正式に行
われた。当時の保険対象は水稲のみでありが、翌年にトウモロコシも入れられ
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た。リスクをプールするため、フィリピン政府は海外の再保険市場で再保険を
購入した。	 
	 フィリピンにおける農業災害保険は被災農民を経済的補助する一方で、加入
農民に対してもファイナンシャルセキュリティーを構築してあげる。金融機構
にとって、農業災害保険が「代替的」担保と見なされるため、農民の貸付活動
が活発させられた。	 
	 1991 年に、農業災害保険は作物以外の農産品までに拡大した。煙草保険や高
価経済作物（High	 Value	 Commercial	 Crop）保険、家畜保険、漁業保険も次々
と展開されていた。	 
	 	 現在、フィリピンの農業災害保険は七種類がある（表 2‐13）。	 
	 	 水稲保険とコーン保険は、農業生産ローンを申請した個体農民もしくは農民
団体が当然加入とされるが、ローンを申請しない農民が自主に加入できる。表
2‐14 に示したように、保険対象の危険段階別に従い、ローンを申請した農民
に対し政府が提供する補助は保険掛金の 65％～85％に値することに対し、ロー
ンを申請しない農民に対し、補助率が 50％～65％とより低い。この二つ保険と
も保険掛金支払は最高、生産コストの 120％に至るまでである。	 
	 
表 2‐13	 フィリピンにおける農業災害保険の種類	 
種類	 保険対象	 保険掛金	 保険金	 開始時期	 
作物保険	 
(Crop-insurance)	 
水稲保険	 表 2‐14	 
	 
生産投入・実
損	 
1981 年	 
コーン	 1982 年	 
煙草	 2％～7％	 	 1991 年	 
高価経済作物(バ
ナナ、人参、マン
ゴなど)	 
生産投入・実
損	 
1993 年	 
家畜保険	 
(Livestock	 
insurance)	 
牛、馬、羊など	 家畜を年齢
別に、5％～
7.5％	 
P1500/頭、
P11000/人	 
1988 年	 
非作物財産保険	 
(Non-crop	 
agri,assets)	 
建物、温室施設、
トラック、トラク
ターなど	 
保険対象価
値の 1％	 
実損により	 1996 年	 
漁業保険	 
(Inland	 fish	 
structures)	 
養魚池や魚の籠
など	 
保険対象の
価値	 
水産品・施設
の実損により	 
2011 年	 
期間保険(Term	 
insurance	 power	 
packages)	 
農民向けの寿命
保険、意外傷害保
険など	 
	 P50000/人	 2005 年	 
出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 PROSPECTS」	 
に基づき筆者作成	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表 2‐14	 水稲保険とコーン保険掛金率と補助率（％）	 
	 	 水稲保険	 
ローンを申請した農民	 ローンを申請しない農民	 
	 	 Farmer	 L.I.	 Gov’t.	 Total	 	 	 Farmer	 Gov’t.	 Total	 
Low	 
risk	 
Multi-	 
Risk	 	 
cover	 
1.46	 2	 5.9	 9.36	 Multi-	 
Risk	 	 
cover	 
3.46	 5.9	 9.36	 
Medium	 
risk	 
2.91	 2	 5.9	 10.81	 4.91	 5.9	 10.81	 
High	 
risk	 
4.37	 2	 5.9	 12.27	 6.37	 5.9	 12.27	 
Low	 
risk	 
Natural	 
Disaster	 
Cover	 
1.12	 1.5	 4.22	 6.84	 Natural	 
Disaster	 
Cover	 
2.62	 4.22	 6.84	 
Medium	 
risk	 
2.23	 1.5	 4.22	 7.95	 3.37	 4.22	 7.95	 
High	 
risk	 
3.35	 1.5	 4.22	 9.07	 4.85	 4.22	 9.07	 
	 コーン保険	 
ローンを申請した農民	 ローンを申請しない農民	 
	 	 Farmer	 L.I.	 Gov’t.	 Total	 	 	 Farmer	 Gov’t.	 Total	 
Low	 
risk	 
Multi-	 
Risk	 
cover	 
2.83	 3	 10.62	 16.45	 Multi-	 
Risk	 
cover	 
5.83	 10.62	 16.45	 
Medium	 
risk	 
5.65	 3	 10.62	 19.27	 8.65	 10.62	 19.27	 
High	 
risk	 
8.48	 3	 10.62	 22.1	 11.48	 10.62	 22.1	 
Low	 
risk	 
Natural	 
Disaster	 
Cover	 
1.9	 2	 7.5	 11.4	 Natural	 
Disaster	 
Cover	 
3.9	 7.5	 11.4	 
Medium	 
risk	 
3.8	 2	 7.5	 13.3	 5.8	 7.5	 13.3	 
High	 
risk	 
5.7	 2	 7.5	 15.2	 7.7	 7.5	 15.2	 
	 
出典：PCIC	 <www.pcic.gov.ph>	 
注：Multi-Risk	 cover は台風や洪水、旱魃などの多重自然災害に対応	 
Natural	 Disaster	 Cover は唯一の自然災害のみに対応	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 保険責任は全部の自然災害と病虫害である。災害が発生した後、農民は 10
日間以内損害を保険会社本店・支店に報告すべく、遅くとも収穫直前の 20 日間
まで報告すべくことが要求される。保険会社が損害を評価する、または保険金
を支払うために必要な時間は、水稲の 10～54 日間、コーンの 8～16 日間、それ
ぞれである。大災害が発生したときに、保険会社は農業部やほかの保険機構と
ともに損害評価グループを形成し、個体農民と農民グループ、それぞれの被災
状況を評価する上で、保険金を決める。水稲保険とトウモロコシ保険は、フィ
リピン政府の「食品安全と貧困消除計画」を支持する保険の一種である。	 
高価経済作物保険は保険対象が、バナナや人参、マンゴ、玉ねぎなどといった
野菜や果物、、または工業用の木材であり、保険責任が水稲・コーン保険と同
様である。農業用の倉庫や温室施設、ほかの農業生産用の設備を対象とする非
作物財産保険もあり、保険責任が火災や地震、落雷、盗難などである。	 
	 高価経済作物保険は保険対象が、バナナや人参、マンゴ、玉ねぎなどといっ
た野菜や果物、、または工業用の木材であり、保険責任が水稲・コーン保険と
同様である。農業用の倉庫や温室施設、ほかの農業生産用の設備を対象とする
非作物財産保険もあり、保険責任が火災や地震、落雷、盗難などである。	 
	 家畜保険は保険対象が水牛や耕地用の牛、馬、山羊などであり、保険責任が
意外死亡と疫病である。家畜保険の加入者は主に家畜管理サービス会社の会員
である。漁業保険は大範囲で実施していなく、ただ水資源局の認定を受けた水
産養殖に従事する農民のみに提供する。養魚池や魚の籠などの水産施設が自然
災害による被害が出る時、加入農民が保険金を受け取れる。	 
	 
（３）フィリピンにおける農業災害保険の実態	 
	 	 フィリピンにおける農業災害保険は、主に水稲保険とコーン保険7で構成する。
表 2‐15 で示したように、水稲・コーン保険の補償率は、大体 40％～80%の間
で変動していた。	 
2008 年以降、ローンを申請する農民の人数の増加に伴い、保険掛金収入と保険
金支出は相応に高くなった（表 2‐16）。2012 年以降、農業災害保険に対する
農民の認識の深化と台風の貧初によって、加入率がさらに増加した。2013 年、
農業部は水稲とコーン保険の加入農民に対して、1.8 億ペソの掛金補助を拠出
した。2014 年、フィリピンでは貧困地域と定義される省は 70 つに昇った。国
は 10 億ペソを拠出して、すべての貧困な省にある 210,270 人の農民の保険掛金
補助として使われた。	 
	 フィリピンにおける農業災害保険の仕組みは図 2‐4 に示したようになって
いる。PCIC は地域レベルで事務所を設立し、事務所で保険掛金の徴収や保険金
の支払いなどといった実務を担当する。政府は PCIC に対し経済的支援、加入農
民に対し保険掛金補助、それぞれを提供する。家畜保険に関し、PCIC は PLMSC
と合作し、共同経営を行っている。水稲・コーン保険を展開するには、PCIC は
                                                        
7	 水稲保険とコーン保険は、徴収した保険掛金と支払った保険金が、毎年でもそれぞれ全体の 90％以上に
占めていた。	 
 -３４- 
LBP を依存する。その要因は、前述したように、水稲とコーンを作付る農民に
対し、保険加入がローンを申請する前提とされるためである。	 
	 相関法律によって、PCIC	 はすべての小規模農民のために奉仕している。フィ
リピンでは農村部へのアクセスが弱いので、農業災害保険の取引費用が高くな
っている。PCIP は管理費用と利益のバランスを取れるために農業災害保険の価
格を変えることもできず、厳しい財政負担に直面している。この問題を解決す
るために、PCIC は資本金を増加することができるが、政府はこのプログラムに
対して財政的責任を果たすことができなかった。その結果、PCIP はコストを控
えるため、やむを得ず経営規模を縮小したり、大幅にリストラしたりした。	 
	 
表 2‐15	 フィリピンにおける水稲・コーン保険の実績	 
年度	 保険掛金収入(千ペソ)	 保険金支出(千ペソ)	 補償率	 
1996	 147,870	 68,019	 46%	 
1997	 131,547	 71,232	 54%	 
1998	 113,721	 126,275	 111%	 
1999	 102,729	 108,006	 105%	 
2000	 115,246	 60,078	 52%	 
2001	 94,127	 40,920	 43%	 
2002	 70,123	 37,615	 54%	 
2003	 74,872	 64,050	 86%	 
2004	 104,920	 73,520	 70%	 
2005	 97,510	 74,990	 77%	 
2006	 96,338	 77,911	 81%	 
2007	 104,707	 71,294	 58%	 
2008	 190,150	 84,630	 40%	 
2009	 353,400	 202,937	 55%	 
2010	 359,403	 240,268	 63%	 
2011	 458,143	 394,003	 86%	 
2012	 533,122	 213,249	 40%	 
	 	 	 	 出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 PROSPECTS」「Case	 study:	 loan	 guarantees	 and	 insurance	 in	 the	 
Philippines」	 
	 	 	 	 	 	 	 「HIGHLIGHTS	 OF	 OPERATION	 」2009～2012 に基づき筆者作成	 
	 
表 5‐16	 農業災害保険実績の対比	 
	 2011 年	 2012 年	 
加入人数（人）	 153,280	 281,512	 
加入面積（ha）	 139,854	 187,619	 
出典：pcic.gov.ph	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 （４）フィリピンにおける農業災害保険の特徴	 
	 フィリピンにおける農業災害保険の特徴が、三点が挙げられる。	 
	 第一に、農民の収穫量もしくは作物の価値ではなく、農業生産の投入が補償
金額の支払い基準基と定められる。フィリピンにおける農業災害保険は、被災
された農民が災害が発生する前の経済状況に回復できるようなことことを目指
している。その要因は、フィリピンにおいて地域別・季節別の作物生産量は大
きな差別が存在し、収穫量に基づく保険金の計算には時間や動労力、費用が非
常にかかるため、計算しやすい農民の生産コストを使うこととなっている。	 
	 第二に、モラルハザードを回避するため、水稲保険とコーン保険は実損の
10％が事故除外と定められる。そのものは、実損が作付面積（生育中）もしく
は収穫量（収穫後）の 10％以上超えてから、保険金の支払いが開始することを
意味する。	 
	 最後に、政府は掛金補助率を調整できる点である。例えば、表 2‐12 で見ら
れたように「Medium	 Risk」の「Multi-Risk	 cover」の下において、最初に水稲
保険は掛金率が 8％であるが、20 年を経て 2000 年に市場価格を参考した上でそ
のものが 10.81％に調整された。コーン保険も同様、最初の 7％から 19.81％ま
でに変えられた。	 
	 
	 
図 2‐4	 フィリピン農業災害保険の仕組み	 
	 	 出典：「REVIEW	 OF	 THE	 PHILIPPINE	 CROP	 INSURANCE:KEY	 CHALLENGES	 AND	 PROSPECTS」	 
に基づき筆者作成	 
	 	 	 注：LBP は Land	 Bank	 of	 Philippines	 
	 	 	 PLMSC は Philippine	 Livestock	 Management	 Services	 Corporation	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４．四ヵ国の農業災害保険の制度的比較	 
	 
	 	 表 2‐16 は四ヵ国において、それぞれの農業災害補償制度を示したものであ
る。	 
	 各国における農業災害保険展開の背景は、それぞれ異なっている。具体的に
は、アメリカが農業経営者の利益を確保する、日本が農家を市場に欠乏する農
作物を生産させる（現在、農業者の経営を安定化させる）、インドが農民に政
府の財政収入を政策的移転する、フィリピンが当時の水稲生産プログラムを促
進するように、各国の政府はそれぞれの政策的目標を図るために農業災害保険
を実施し始めた。現在、先進国において農業災害保険は農業保護政策や農業経
営者社会福祉政策の一部である。それに対して、発展途上国において農業災害
保険は相変わらず農村経済を発展させるための政策の一部であり、農民福祉と	 
の関連がみられない。	 
	 
表 2‐16	 四か国の農業災害保険の制度的比較	 
国家	 展開の背景	 保険仕組み	 保険種類	 補償水準	 
保険掛金
補助	 
アメリカ	 
大災害により農
場経営者が厳し
く被災される	 
私営保険会社が
経営、FCIC が経営
費用を補助	 
全部の農産品	 
基準収穫量
50%～75％	 
38%～64％	 
日本	 
第二次世界大戦
後食料不足とい
う現実に対応す
る	 
組合が農済事業
を行い、連合会が
一部の保険事業
を行い、国が再保
険事業を行う	 
43 種以上	 
基準収穫量
50%～90％	 
50％前後	 
インド	 
農業総生産が高
いが、自然災害
により農業の損
失が大きい	 
商業保険会社が
経営、政府が保険
責任 100％負担	 
全部の農作物、
11 種経済作物、
5 種農作物の
種、家畜 3 種以
上	 
基準収穫量
の 75％	 
10％	 
（条件あ
り）	 
フィリピ
ン	 
第二次世界大戦
後糧食の自給率
を高める	 
国営の農作物保
険会社(PCIC)が
経営	 
農作物 2 種、商
品作物 5 種以
上、施設 3 種以
上、特殊保険 6
種以上	 
農業生産の	 
投入	 
50％～
85％	 
（水稲・コ
ーン保険
のみ）	 
出典：筆者整理	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 農業災害保険の仕組みについて、各国の経営モデル、それぞれが異なるが、
いずれも政府によって設立される国営農業保険会社が主体として保険を経営し
ている。	 
	 保険種類について、先進国における農業災害保険は種類が非常に豊富である。
アメリカにおいて、ほぼ全部の農産品が農作物保険の保険対象となっている。
日本において、6 種の共済事業の下で農作物から園芸施設にかけて、43 種以上
の対象種類がある。インドにおいて、保険対象が全部の農作物や一部の経済作
物、作物の種、家畜保険を含めて、品目が豊富である。最後にフィリピンにお
いて、農業災害保険の保険対象も多いが、水稲保険とコーン保険のみ全国にわ
たって広範に実施されている。	 
	 フィリピン以外の国において、農作物保険の補償水準はほぼ基準収穫量の
50％～90％の間にある。フィリピンにおける農業災害保険は、農業生産の投入
を保険金の支払い基準とするが、基準収穫量を使うものより補償水準が低い。	 
	 	 先進国において加入農家は手厚い保険掛金補助を受け取れることと反対に、
途上国において現在保険掛金補助がより低い。先進国における農業災害保険の
引受率は、アメリカの保険全体平均率の 75％や日本の水稲共済の 90％、小麦共
済の 81.6％など、高い水準を維持している。しかしその一方で、インドにおけ
る NASI の引受率がただ 12.5％のみであり、フィリピンにおける農業災害保険
に加入した耕地面積が総面積の 3％未満であった。	 
	 	 最後に、先進国の事例によると、農業災害保険に対する政府の財政的支出が
非常に膨大であることがわかった。発展途上国の場合、農業生産手段が落後で、
農民人数が多い一方で、政府の財政力も弱い。例えば、2013 年に作物保険に対
するアメリカ政府の支出は 60 億ドルであり、当該国の GDP（16.8 万億ドル）の
0.04％しか値しないが、フィリピン GDP（0.27 万億ドル）の 2.2%に値した。そ
の結果、発展途上国において、農業災害保険に対する必要な支出は発展途上国
の政府にとってすでに負担となったと思われる。	 
	 
５．まとめ	 
	 
	 アメリカと日本を代表とする先進国において農業災害保険は、長い間で何回
の法律の修正と政府の強い財政支援があるからこそ、作物の引受率が高く、保
険対象種類も豊富で、繁栄している。	 
	 インドやフィリピンのような途上国において、農業災害保険の歴史が比較的
に短いが、国自身の農業生産に適合するような特色がある農業災害補償制度が
定められた。その特色の一つは、貸付金を申請する農民が当然加入の義務につ
けられる点である。その要因は、発展途上国の農民はほぼ小規模経営を行って
おり、裕福ではないため、ローンの担保とするものをも持っていない。農業災
害保険をローンの担保とすると、農民は収入を確保できる一方で、債務の返還
能力も上げられた。ただし、先進国と比べれば、農業災害保険に対する発展途
上国政府の財政補助はそれほど強くないため、農民に対する保険掛金補助が低
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いもしくはない。それゆえ、農業災害保険の引受率が大きく影響された。また
は、農業災害保険に関する法律が確立されない、補償水準が低い、保険のカバ
ーする範囲が狭いなど、いろいろな課題がまだ存在している。	 
	 農業生産額の割合が高い発展途上国の中国において、農業災害保険の保障メ
カニズムは農民の収入と農業生産の安定にとって非常に必要なものである。保
険を発展させるために、先進国の成功プロセスは良好の模範と見られるが、ほ
かの途上国の模索と経験の参考価値も高いと考えている。	 
	 これまで見てきたように、四ヵ国の農業災害保険の発展プロセスをまとめた
うえで、その啓示の一つは、農業災害保険が政策的保険として、政府は政策的
支援や財政的支援などを提供すべきである。または政府は保険の経営と展開プ
ロセスに主導の位置に占めている。以上の四つ国の経験から見ると、農業災害
保険は政府の支援持を得られないまま、私営保険会社で経営すると、失敗する
運命にあう。農業災害保険を発展させるため、保険法律の確立や加入農民に保
険掛金補助の提供、保険経営機構に経営費用補助の提供もしくは補償責任の共
同負担などといった政府からの支援が不可欠であると考えられる。	 
	 	 啓示の二つに、国情に応じて、政策的農業災害保険の目標を制定すべきであ
る。四つ国における農業災害保険は最初に確立され多要因は、当時最も喫緊な
農業問題の解決方法を尋ねるためである。農家の所得水準が異なり、それに応
じて各国の農業課題もそれぞれ違う。中国の場合、北京や上海、東部の省など
の地域において農民の所得水準が西部のそのものより高いため、地域別に農業
災害補償制度や保険種類などを定めるべきであると考えている。	 
最後に、先進国か途上国かに問わず、農業災害保険を広範に普及する前に、試
行プロジェクトの実施が不可欠である。前述したような四つ国にいて、それぞ
れの農業災害保険の発展プロセスから見ると、試行段階の中で、農家の歴史収
穫量や損失率などデータの収集、実情に応じ農業災害保険種類の増減、試行制
度の修正などの仕事が完成できて、最後に全国にわたって農業災害保険を普及
することに良好な基礎を構築できる。	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第３章	 中国における農業生産のリスク管理	 
	 
	 
１．はじめに	 
	 
	 多くの農民の生活・生産を確保するのみならず、国の農業政策の根幹である
食料の安定供給を図るために、農業生産へのリスク管理が求められている。た
だし、優れたリスクマネジメントである農業災害保険は中国においての発展が
立ち遅れている。そして、農業災害保険の補償機能が全面に発揮している前に、
現在どのようなフォーマル・インフォーマル農業生産のリスクマネジメントが
存在するかまたはどのような機能を有しているかについて、本章で詳細に紹介
する。	 
	 
２．中国における農業生産の現状	 
	 
	 中国は農業生産大国の一つであり、農業は以下のとおり重要とされている。	 
	 	 第一点は、農民の人口は総人口や就業者人口に、それぞれ大きいな割合を占
めていることである。図 3‐1 にみられたように、中国における農民の人口は、
改革開放（1978 年）以前就業者総人口の 70％を上回ったが、その後、工業の迅
速的発展につれて、一部の農民は工業生産部門に流入してきた。しかし、知識
や京域などの限界が存在するため、そのような移動が激しくなく、農民の人口
比は依然として 50％～60％ほど高い水準を維持していた。2000 年に入ってから、
その人口比はさらに下がっており、近年には約 35％までに下落してきた。1952
年から農民人口は総人口の 30％前後に占めていた。2000 年以降、その割合が次
第に減少しており、2012 の 19％まで減少してきた。しかし、先進国のアメリカ
やカナダにおいて、農民の人口はただ総人口の 2％のみ占めている。その他、
中国における農業総生産の割合が小さくない（図 3‐2）。	 
	 
図 3‐1	 農業就業者人口の構成比	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
億人 
 -４０- 
	 
図 3‐2	 農業総生産の割合	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 
図 3‐3	 中国における耕地面積と主要な作物の作付面積の比	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 図 3‐2に示したように、中国における農業総生産の割合は、1990 年以前国
内総生産の 30％前後に占めていた。その後、その割合がどんどんと減少してお
りが、10％と低下した。	 
	 第二点は、中国における耕地面積が大きいことである。	 
	 	 図 3‐3にみられるように、1978 年以来、中国の耕地面積は減ったり増えた
りして、変動しているが、増加の趨勢が見える。主要な作物である水稲や小麦、
トウモロコシの作付面積はそれぞれ変動している。水稲の作付面積の割合は
1978 年の 23％から 2012 年の 18％まで減少しており、小麦も同様に、その割合
が 20％から 15％までに減少した。それに対して、トウモロコシの作付面積の割
合は増加し続けている。その要因は、水稲や小麦は主に人間の食用として栽培
されているが、トウモロコシは食品だけでなく、家畜の飼料としても利用でき
る一方で、その種が工業の重要な原料の一つであり、食品や医学、紡績など工
業生産中において重要な位置に占めている。	 
	 表 3‐1は中国とアメリカにおいて、主要な作物の作付面積をそれぞれ示して
いるものである。表 3‐1によると、両国の小麦と綿花、それぞれの作付面積は	 
千億元 
百万 ha 
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表 3‐1	 中国とアメリカおける主要作物の作付面積対比（2011）	 
単位：百万 ha	 中国	 アメリカ	 
トウモロコシ	 32.5	 34.0	 
大豆	 10.7	 29.7	 
小麦	 24.2	 18.5	 
綿花	 5.0	 3.8	 
出典：中国統計年鑑 2012	 Agriculture	 US	 EPA	 に基づき筆者作成	 
	 
概ね同様であることがわかった。アメリカの大豆の作付面積は中国のそのもの
の 2倍以上を上回る。その一方で、中国の小麦の作付面積はアメリカのそのも
のより大きい。アメリカは世界中においても、トウモロコシや大豆、小麦の主
要な輸出国として、それぞれの作付面積が必ずしも小さくないと思われる。表
3‐1の比較から見ると、中国における農産品の作付面積も小さくないことが容
易に推測できる。	 
第三点に、中国はアジア最大の農産品輸出国として、輸出額がアジア全体の
60％（2011 年）以上占めていることである。	 
	 	 表 3‐2に示したうに、中国農産品の輸出額は、同様にアジアの農業生産大国
の一つとしてのインドの輸出額より高いことがわかった。ところが、アメリカ
とオーストラリアのような先進国と比べると、中国の農産品輸出額は低い。そ
の要因の一つに、アメリカとオーストラリアは国土面積が広く、農業生産は専
業の大農場で大規模経営を行っており、穀物や肉類の大量生産を実現できるこ
とである。または、この両国は食品の安全度も中国のそのものより高い。中国
における果物と野菜の輸出額は、アメリカより低いが、オーストラリアより高
い。果物と野菜の生産は、労働集約型生産であるため、労働力が豊富である中
国は優位に占めており、国際競争力が強いと考えられる。	 
上述の部分をまとめると、中国において、農民の人口が大きい、耕地面積が
大きい並びに農産品の輸出額が高いことから、農業生産の安定は中国の人民生
活及び経済発展に対して、非常に重要であると考えられる。	 
	 
表 3‐2	 四か国の農産品輸出額（百万ドル、2012 年）の対比	 	 
品目	 中国	 インド	 アメリカ	 オーストラリア	 
牛肉	 80.6	 0.3	 10,320	 4,700	 
穀物	 593.7	 0.2	 27,413	 6,760	 
野菜	 7,559	 -	 5,120	 14.9	 
出典：中国統計年鑑 2013、USDA＜www.usda.gov＞、「Agricultural	 and	 Allied	 Commodities	 	 	 
	 	 	 anchor	 India’s	 Exports」、「Trade	 at	 a	 Glance	 2013」Australian	 Government	 	 
	 	 	 Department	 of	 Foreign	 Affairs	 and	 Trade に基づき筆者作成	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３．中国の自然災害	 
	 
中国では毎年自然災害が多発し、農業生産に甚大な被害をもたらしている。
その特徴は、以下のとおりになっている。（表 3‐3）。	 
	 図 3‐5は 1949～2005 年にかけて、中国における主要な作物 1ha あたりの生
産量の変動を示しているものである。図 2‐から直ちに、自然災害発生した年
には、主要な作物作物であるもみ、小麦、またはトウモロコシの 1ha あたりの
生産量は顕著に減っていたことがわかった8。	 
	 中国において自然災害は頻発している（図 3‐6）。ここ数年は自然災害減少
傾向にあるものの毎年 30％前後の農地が自然災害に遭っている。農業生産に最
も大きいな影響を与える自然災害は洪水及び旱魃である。図 3‐6によると、洪
水による耕地の被害率が 5％から 15％の間に、旱魃による耕地の被害率が 10％
から 30％までの間にそれぞれ変動していることがわかる。	 
	 このような背景の下において、中国における農業災害保険は立ち遅れており、
農業生産に提供する保障が少ない。	 
	 
	 
表 3‐3 中国における自然災害の特徴	 
特徴	 内容	 
種類が多い	 気象災害、地震災害、地質災害、海洋災害、生物災害、森林
草原災害等	 
分布が広い	 （図 3‐4）	 
発生率が高い	 毎年どこかで、旱魃や洪水、台風といった災害が発生	 
損失が高い	 1990 年から 2008 年にかけて自然災害による直接の経済損失
は、年平均でほぼ 2000 億人民幣であり、被害者数は約 3 億9。	 
	 出典：中華人民共和国国土資源部	 <http://www.mlr.gov.cn/>	 
	 
                                                        
8 1960ｓから、主要な農作物総生産量の動向は年々増加している。その主な原因として 1)。70 年代の農
村改革と農作物高価格の下で、農民の生産積極性が高くなった	 2)土地改革の実施	 3)。補助政策（農家
への補助、保護価格で農作物を買い付けるなど）	 4）。科学技術の普及（品種の改良、田畑の統一管理
など	 
9	 出典：「中国の減災行動」白書	 2009 年	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図 3‐4	 中国における自然災害の分布	 
	 	 	 	 	 出典：Baidu.map	 中華人民共和国国土資源部に基づき筆者作成	 
	 
	 
	 
	 
図 3‐5	 1949～2005 全国主要な農作物 1ha あたりの生産量	 
出典：中国統計年鑑(2006)三農情報ホームページ	 中国自然資源データベースに基づき筆者作成	 
	 	 
	 
	 
	 
1959 ～ 1962
年、洪水・旱魃	 
1980 年、旱魃	 1998 年、洪水	 
kg/ha 
旱魃が多発	 
台風・洪水が多発	 
土石流や土砂崩れが多発	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図 3‐6	 中国における耕地の被害面積	 
	 	 	 出典：中国統計年鑑 2012 に基づき筆者作成	 
	 
４．中国における農業生産のリスク管理	 
	 
	 中国における農業生産のリスク管理手段は、農作物の生産プロセス各段階に
よってそれぞれ異なっている。	 
	 
１）農業生産の準備段階におけるリスク管理方法	 
	 農業生産が始まる前に採られるリスク管理手段は、主に農民の生産投入安定
及び予期収穫量安定の確保を目指して、以下の三点が挙げられる。	 
	 第一は、政府は農業生産資料への補助を提供することである。農業生産資料
は生産投入の重要な構成要素として、生産を行うための必要な物質生産資料で
ある。一般的に言えば、農業生産資料は主に化学肥料や農薬、マルチフィルム、
農耕機械のディーゼルオイルなどが挙げられる。通常に農業生産資料の価格は
変動しやすい。その価格は上昇すると、生産投入が多くなり、農民の従業積極
性がそがれ、ひいては収入が影響される。それゆえ、農業生産資料の価格を安
定させるために、中国政府はそれに対する補助を農民に提供している。いわゆ
る、政府は農業生産資料が値上がりした後に、平年の価格との差額を農民に補
助することである。	 
	 次に第二点は、政府は農作物の良質品種に対し補助を提供することである。
新しい農業科学技術を用いた結果、農作物の単収の多い品種や自然災害に対抗
性が強い品種、栄養価値が高い品種、または食感がもっとよい品種などが得ら
れた。農産品の収穫量や及び付加価値の増加、ひいては農民収入の増加を求め
ることから、このような良質品種の普及は重要であると考えられる。そして農
民の栽培活動を促すために、政府はこれらの品種に対し直接的に補助を与える。
中国は 2002 年からもっと多くの油を搾取できる大豆品種への補助が開始した。
続けて 2003 年に良質小麦に対する補助も開始した。現在全国にわたって政府に
百万 ha 
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よって良質の水稲や小麦、トウモロコシ、綿花への補助が普及されている。	 	 
	 最後に第三点が、政府は農耕機械に対する補助を提供することである。農耕
機械の使用は労働生産効率の向上に最も大きいな役割を果たしていることから、
政府は機械の使用を普及させるために、大型農耕機械を購入する農民もしくは
農業組織に一定割合の補助を提供する。この補助も同様にすでに全国各地に普
及されている。農耕機械の補助を実施するには、以下の原則を貫き通す。それ
は、「機械の購入が公開入札」、「補助が直接支払」、「使用過程・効果が監
督」ということである。	 
	 
２）農業生産におけるリスク管理方法	 
	 農業生産が行われている最中、自然災害または病虫害の発生率を下げるもし
くはそれによる損失を抑えるために、農民は自らの手で栽植管理という管理手
段を用いる。栽植管理はさらに二つの手段に分けられる。	 
	 第一は、田畑を管理すること、いわゆる作物が種まきから収穫までの間で行
われる管理措置である。具体的には、作物の苗を間引きすることや土寄せるこ
と、中耕すること、除草すること、または追肥することなどが挙げられる。そ
の他、水田作に対して、乾燥季節に灌漑や雨天に排水、強風が吹くときに倒れ
やすい作物に支えの使用、夏に水田の気温の下げり、冬にマルチフィルムなど
で作物を覆うことなどの作業が必要となっている。その一方で温室栽培に対し
て、気温の調整が大切である。	 
	 第二は、病虫害を予防・治療を行うことである。病虫害とは、病原菌と害虫
による作物の被害である。病虫害の予防・治療に対する措置は、四つが挙げら
れる。一つは、農業の方法である。具体的には、作物を合理的輪作・間作する
ことや深耕すること、除草すること、種まき期を調整して病虫害の伝染期間を
逸らすこと、合理的に肥料をやること、または病虫害に対抗しやすい良質品種
を作付ることなどである。二つは、生物の方法である。それは、微生物技術を
利用して真菌や細菌で作物もしくは害虫の中に寄生させ、病気を治して害虫を
退治することである。かつ、益鳥や鶏、鴨など動物または輻射を利用して害虫
も消滅できる。三つは、化学の方法である。いわゆる、殺虫剤や殺菌剤など農
薬を利用して、病虫害を防止・治療することである。この方法は季節や地域に
問わず、そのつど広範に利用できて、すぐに効き目が出られて、使用も便利で
あることから、最も重要な病虫害を防ぐ手段とみなされている。ただし、農薬
を濫用する或いは有毒なものを使用すると、人体ひいては環境に害がある。そ
して最後に、物理の方法であり、光や水、風、機械などを用い害虫を退治する
ことである。例えば、害虫の走光性を応用し光で害虫をおびき寄せ退治するも
しくは作物の種子を水に浸して病気を帯びるものを淘汰する。農薬が残存して
環境を汚染する問題が起きなく、この方法は環境に優しく、持続可能であると
みなされている。	 
	 このように栽植の管理は、作物をよく生育させる、自然災害または病虫害を
対抗するために行われる労働のプロセスである。しかし、前述したような管理
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手段は、灌漑施設や排水路の整備が農民一人の力で完成できないことである。
または、土寄せや中耕などの作業を行うには労働力が必要とあり、農民の担い
手が不足であると定期的もしくは合理的に行うことが困難である。更には、マ
ルチフィルムの購入や生物・物理技術の使用は費用がかかり超過生産投入とな
り、貧乏な農民は利用しにくい状況が生じやすい。それゆえ、このような管理
方法には欠点がいくつか存在すると考えられる。	 
	 
３）農産物販売におけるリスク管理方法	 
	 農業生産が終わる間際もしくは生産が終わった後に、農作物の売れ行きひい
ては農民の収入を確保するために、通常に使われているリスク管理方法は契約
販売及び価格支持である。	 
	 契約販売は新型な農業経営方式の一つであり、農民が農産品の購買者（売店
や卸売市場、企業など）と契約して、契約書に記載している農産品の数量及び
価格に従って取引を行っていることである。契約販売の利点は、以下の通りに
なっている。第一は、農民の農業生産活動を促すことができることである。事
前契約されれば、農民は農産品の売れ行きを心配する必要がなく、農産品価格
変動のリスクを回避できて、比較的迅速に農産品を販売し農業生産の収入を受
け取れるため、生産の積極性が引き起こされる。第二は、農産品の品質を向上
することができることである。価格が同様であるような条件の下において、購
買者は品質の良い農産品を買う傾向にあることが当然である。それゆえ、契約
販売を取得するために農民は真剣に農業生産に従事して、栽植・養殖を疎かに
してで品質が劣る農産品を売ることを避けてられ、農産品の品質を確保できる。
第三は、農業生産資料を近代化させることができることである。契約販売が成
立ったら、もっと多くの品質が良い農産品を提供するために、近代化の生産手
段を利用することが有効であることから、農民は農産品の価格や付加価値を高
めるために、前述したような農業科学技術を含んでいる良質品種を作付ること
や、温室施設を利用して季節に問わず農産品の品種を増やすこと、さらに生産
効率を向上するために大型機械を用いることなどが望ましい。このように、農
業生産資料の近代化が促進されている。そして最後は、農業の持続可能な発展
を促進することができることである。持続可能な農業とは、農産品が安定的生
産されて消費されるだけでなく、生態系に配慮して生態環境の良性循環を同時
に達成することでもある。農業生産資料が近代化になることにつれて、化学肥
料や農薬の不使用の有機農業のように自然環境を愛護して、淡水資源や土地、
空気など農業資源のリサイクリングを実現できる経営方式が採用され、農業は
循環できる生態システムの一つになれる。	 
	 中国において契約販売は 1990 年代から始まって、その経営方式が地域ごとに
それぞれ異なっている。経営方式の一つは、省と省との間で行われる契約販売
である。例えば、糧食生産大省である黒竜江省と吉林省は、南部の浙江省と契
約して、米やトウモロコシを販売する事例がある。もう一つは、農民と先頭企
業との間で行われる契約販売である。例えば湖北省において、糧食を加工する
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企業は水稲を作付る農民と契約して、鶏肉を販売する企業は家畜を飼う農民ま
たは飼料作物を作付る農民と別々に契約することが多い。そして最後は、農民
は仲介人もしくは取次店と契約販売を行うことである。例えば河北省において、
農民は農業合作社もしくは生産協会と生産販売契約を結ぶことがある。	 
	 ところで、農産品価格支持政策とは、政府は法律に従って、農産品の価格が
一定のレベル、いわゆる保護価格を先に設定して、市場価格が保護価格より高
い場合に、政府は農産品を投げ売りして、市場価格を低くする。それと反対に
市場価格が保護価格より低い場合に、政府は農産品を買いつけて、市場価格を
高くする。この政策を通じて、政府は農産品の価格を安定することができる一
方で、農民の収入を確保することもできる。	 
	 中国において農産品価格支持政策は 1950 年代から実施し始めた。現行（2004
年以降）の農産品価格支持手段は、農産品の市場価格が保護価格より低い場合
に、政府が農村の先頭企業を委託して、先頭企業が保護価格で農民から農産品
を買い取るもしくは政府が市場価格と保護価格との差額を農民に直接的に補助
することである。1996 年以降、中国の農産品価格が高い水準を維持しており、
農産品の供給も充分足りていることから、綿花や野菜、果物、肉類、木材、ウ
ールなど大部分の農産品の価格に対して政府は口出しをしない。ただし中央備
蓄糧食としての米、綿花の価格など、または煙草の価格は政府の管理・監督の
下に置かれている。	 
	 
４）政府の直接支払及び社会援助	 
	 そのほか、農作物生育プロセスの全段階において大災害が発生して、農作物
は広範に大きな被害を受けるあるいは農民の生産に大きいな損失が出る場合に、
それに対応するリスク管理手段は、政府の直接支払及び社会援助が挙げられる。	 
	 政府の直接支払とは、第一章に述べたように、政府は被災農民に災害助成金
を直接的に交付することである。その一方で社会援助とは、特に大きな自然災
害が発生した際に、被災農民を援助するための資金は政府が負担できる程度を
超えた場合に、政府は社会のあらゆる業種に向けて、公開に寄付を募って被災
農民を救済することである。例えば、1994 年に中国の華南部に発生した洪水や
2008 年に南部に発生した冷害、同年の 5月に四川省に発生した地震など大災害
に対して、政府は全社会に向けて募金を動員した。ただし、政府の直接支払い
と比べると、社会援助は人民大衆の互助意識に頼るため、集めた募金がそれほ
ど多いことが望めないと考えられる。	 
	 
５．まとめ	 
	 
	 第一章で言及したように、農業災害保険は自然災害に対応できて、農作物生
育の全段階に貫いて利用できることから、現代農業リスクマネジメントのもっ
とも優れた手段と言える。ただし、中国における農業災害保険は現在全国にわ
たって普及することがない。中国の農業災害保険に関する分析は本論文の主旨
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であるが、まず最初に外国諸国における農業災害保険の発展歴史や制度の変遷
などを明らかにすることも大切であると考えるために、それに関しては次の章
には詳細に検討していく。	 
	 
	 
 -４９- 
第４章	 中国における農業災害保険の展開過程と特徴	 
	 
	 
１．はじめに	 
	 
2005 年に中国政府は農業災害保険を再認識できたからこそ、農業災害保険を
再出発させた。本章の内容は、中国における農業災害保険の歴史及び現状を明
確にすることである。また、各地の試行制度を整理分析し、重要な課題を解明
する	 。	 
	 
２．中国における農業災害保険制度の展開過程	 
	 
	 	 中国における農業災害保険は、60 年以上の経営歴史を持っており、現在の経
営規模がアジアの第一位、世界の第二位（首位はアメリカ）に躍り出る。2013
年に被災農民に支払った保険金は 194.9 億元であり、農業生産と農村経済の発
展に大きな保障を提供してきた。	 
	 目下、中国は政府の支持を得えられた保険経営機構が農業災害保険業務を経
営するようなモデルを構造した。保険の経営主体は、二つ総合保険会社（人民
財産保険会社と中華聯合財産保険会社）や四つ専業保険会社（安華、安信、陽
光、国元）、一つ中国企業と外国企業が共同に出資する会社（中航安盟財産保
険会社）、または一つ協会（中国漁業互助協会）により構成する。このように
多種多様な農業災害保険の経営構造は、長い発展プロセスを経て形成される中
国の特色があるものである。	 
	 	 翟留栓(2011)によると、中国における農業災害保険の発展プロセスは、五つ
段階に分けられる。	 
	 
	 	 １）開始期	 	 
	 1949 年に中国中国人民保険会社（1949 年設立）は 1950 年から、山東省、四
川省、北京市において家畜保険を試行し初めて、保険対象が 1384 頭の農耕用の
牛であった。農業災害保険は多種多様であるが、中国人民共和国は成立したば
かりの頃、すべての農業災害保険を展開する能力がなかったため、農民の主要
な財産である牛という価値の高い家畜を対象とする家畜保険を最初に試行し始
めた。家畜保険を展開するために保険合作社が設立され、自主に家畜保険に加
入した農民は少額の基金を支払うことを通じて合作社の社員になった。保険合
作社は県の会計事務所に再保険を購入した。自然災害もしくは病気が発生して、
保険合作社は収入が支出に追いつかない場合に、人民保険会社から借金を借り
ることができるほか、一部地域に国有農業銀行が家畜保険に対する専門の貸付
金を提供することもあった。それゆえ、中国の農業災害保険は最初から政府と
銀行の貸し借りと関係がある。	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 1951 年からは、家畜保険が次々と全国各地で試行された。1951 年の末までに、
全国にわたって 600 つの地域において家畜保険が展開され、600 万頭の牛は保
険に加入した。1952 年になって、1400 万頭の牛は保険に加入して、その中で
40 万頭の牛が死亡して農民は保険金を受け取れた。当時、農民が牛を大切に守
ることを促進するために、一頭当たりの牛の保険金は牛の市場価格の八割に定
められ、二割が農民自ら負担した形であった。その後、あるところに一部の農
民はこの保険金が低いという意見があるために、保険金が牛の市場価格の十割
まで上げられた。ただし、保険金で新しい牛を買えるために、農民は牛を愛護
することをしなく、モラルハザードがもたらされた。そのため、保険金が牛の
市場価格の八割まで調整された。	 
	 それと同時に 1951 年には山東省、山西省、河北省において、棉花、小麦、水
稲の保険が試行された。その時、政府の呼びかけの下において保険会社は農業
災害保険に対して積極であったため、保険の宣伝や保険加入の推進、迅速な補
償金の交付が行われた。そのため農家は農業災害保険の導入を歓迎し、良好な
イメージを構築した。1950～1952 の間、農業災害保険は約 4800 億元（古い貨
幣）の保険掛金を徴収して、約 1800 億元（古い貨幣）の保険金を支払った。	 
	 しかし農業災害保険の発足は順調であったが、発展が速すぎ、相応の保険法
律や補償制度がなく、それに伴った保険従業員の行動基準などもなかった。結
果、農家への保険加入の強制や農業災害保険業務に関する保険会社の帳簿の混
乱、顧客の確保を目的とした故意の補償といった問題が発生し、さらに農業災
害保険が政治の色に染められ、「保険加入しなければ国を愛しない」というス
ローガンが呼ばれた。1953 年に農業災害保険が中止された。保険が中止され、
農民はこれに対して不満がなかった。彼らは、強制され保険に加入したことが
あって、保険掛金を支払えないもしくは保険がいらないこももあった。それに
対して、一部の農民は農業災害保険から受益して、保険金を受け取れたことが
あるあったら、保険の中止を反対した。	 
1954 年から 1 年間の整頓を経て、農業災害保険業務の混乱局面が転換され、
1955 年に保険が再開され、自主加入を実行した。家畜保険が重点となった。そ
の当時、獣医制度が策定され、それに伴って飼養管理も強化されたため、農業
災害保険が一時に好転した。しかし、当時の複雑な政治背景を考慮し、1958 年
の全国財政会議で農業災害保険業務が中止された。	 
	 
２）空白期	 
	 農業災害保険が再開して、家畜保険だけでなく、綿花や煙草、水稲、トウモ
ロコシなどの保険も次々と再開された。ただし、1958 年 5 月の大躍進運動、い
わゆる政府が施行した農業・工業の大増産政策によって、再度中止された。こ
の運動の展開は、速めに中国の遅れていた経済と文化の様相を改変することを
目指したが、合理ではなく壮大すぎる計画を提出して、例えば鉄鋼の大増産や
食料の大増産など、経済や生態系のシステムを無視した単純かつ一面的な計画
を押し付けたことが、甚大な被害を招いた。	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 政府が提出した農作物生産量の要求を満たすため、各地は生産量を高めに偽
って報告することが普遍であった。したがって、各合作社は報告した農産物の
栽培面積によって保険に加入すれば、保険掛金が高くなった。それゆえ、農業
災害保険が再び中止された。	 
	 大躍進運動の開始とともに農村部の合作社の合併により組織され、生産手段
の公社所有制に基づく分配制度が実行される。これにより農村部では、人民公
社と呼ばれる地区組織をひとつの単位とした社会の中でその全ての住民が生産、
消費、教育、政治など生活のすべてを行うようになった。人民公社の中で、農
産物の生産量が多いか少ないかに問わず、すべての人々は各自の労働に応じて
農産物を分配した。豊作の年には、多くの農産物を受け取れることに対して、
凶作の年にすべての人々は農産物減収のリスクを分担することになり、少ない
農産物を受け取れた。そのため、農業災害保険の役割を失って、1958 年～1982
年の間に人民公社が実施されていた時、農業災害保険が中止の状態にとどまっ
ていた。	 
	 
３）回復期	 
	 	 1982 年に家庭聯産責任制10の推進とともに、農業災害保険業務は新しく開始
した。当時、国営保険会社（人民財産保険会社）が独自に農業災害保険を経営
するモデルが採用された。	 
	 図 4‐1 は、1984 年～1991 年の間、中国における農業災害保険の保険掛金収
入や保険金の支出、補償率をそれぞれ示したものである。1982 年11以降、農業
災害保険掛金の収入は年々増加していた。翟留栓[2011]によると、その時全国
にわたって、25 省・自治区・直轄市において農業災害保険試行プロジェクトが
行われ、農村部に１万の農業災害保険代行所が作られ、広範囲に多数の農村保
険サービスネットワークが成立した。1987 年に農業災害保険掛金の収入は 1億
元を超えた。庹国柱[2004]によると、地方政府は保険会社に営業税を減免する、
保険会社とともに保険責任を共同負担するなどの支持を提供した。中国人民保
険会社は政策的保険会社の役割を十分果たして、利益を経営目的としていなか
ったため、農業災害保険業務がよく発展していた。その一方で、補償率は 1988
年や 1989 年、1990 年以外の年には 100％を超え、最高のは 1986 年の 136％で
あった。	 
	 
                                                        
10 家庭聯産責任制とは、農家は家庭を単位にして、村集団の土地などの生産資料や生産責任を請け負う農
業生産責任制度である。 
111982 年と 1983 年のデータがない。 
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図 4‐1	 農業災害保険掛金の収入と保険金の支出、補償率	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 1985～1992 に基づき筆者作成	 
	 	 	 
４）転換期	 
1992 年に、中国は社会主義市場経済体制12の改革目標を確立した。そのような
マクロの背景の下において、中国人民保険会社は商業化経営に転換した。商業
化経営とは、保険会	 社が経営損益を自分で負うことであり、政府の補助が一切
なくなった。1992 年から、保険掛金収入が減ったり増えたりしても、農業災害
保険業務を段々縮小していた（図 4‐2）。その結果、1992 年に 6.47 億元であ
った農業災害保険掛金の収入は、2001 年に 3億元にまで下落した。その他、補
償率が 1993 年と 1994 年を除き、100％以下下がったが、70％～100％ぐらい高
い水準を維持していた。補償率の最低は1996年の69％である。庹国柱[2004]	 に
よると、中国農業災害保険経営の損益臨界点（補償率）は 69％13であることを
参考して、1996 年に保険会社は農業災害保険経営収支をバランスできたが、ほ
かの年に収益がマイナスであることがわかった。そのため保険会社は、ほかの
業務、例えば財産保険の利益によって農業災害保険の損失を補うしかなかった。
そのような状況の下で、利益が経営目的とする保険会社に対しいぇ、会社全体
の経営や発展を考慮すると、農業保険業務を縮減するしか選択肢がなかった。	 
1982～2005 年、農業災害保険業務変動の要因が二点がある。第一は、農業災
害保険に対する政府からの財政的支援がなかった。自然リスクがもたらす農業
生産の損失がいつでも高いことから、保険会社の補償率は高くなり、保険金が
保険掛金を超過する現象がよく発生した。その結果、保険会社が損失が生じた。
保険会社は利益を確保するため、農業災害保険業務を縮小した。第二、政府は
農業災害保険の掛金に対し補助がなく、保険掛金が当時の農民に対し負担でき
ない費用であるため、農民は農業災害保険に参加する意欲がなくなった。	 
                                                        
12 社会主義市場経済とは、社会主義公有制に基づき、国家のマクロコントロールの下において、市場メカ
ニズムの基礎的役割をを発揮させる経済体制である。 
13 庹国柱	 李軍	 『農業保険』	 pp.122 
億元 
 -５３- 
	 
図 4‐2	 農業災害保険掛金の収入と保険金の支出、補償率	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 1999～2005 に基づき筆者作成	 
	 
３．農業災害保険の試行プロジェクト	 
	 
	 	 農業災害保険に対する政府の支援が不足していたため、農業災害保険市場は
長い間に低迷の状態に陥っていた。このような状況は、農業災害保険によるリ
スク転移及びリスクプールという役割を十分に発揮させることを妨げていた。
中国政府は、農業災害保険の持つ重要な役割を再認識し、農業災害保険を政策
的保険として捉え、全国各地に新たな保険の試行プロジェクトを行った。	 
翟留栓（2011）によると、2005 年から中国の保監会（保険監督委員会）は 9
つの省、自治区、直轄市において次々と政策的農業災害保険の試行プロジェク
トを実施していた。その時、農業保険を経営している保険会社は 7社であった。
2007 年に、中央財政は初めて農業保険掛金の補助に 21.5 億元を拠出して、農
業予算の 158.8 億元の約 13.5％に占めた。試行プロジェクトに対する保険掛金
の補助は、中央政府、省・自治区、市・県という三つクラスにより提供した。
補助を除き、加入農家は実際に支払う保険掛金が保険掛金総額の約 20％のみで
ある。農業災害保険を経営する保険会社に対し、政府は営業税減免を与えた。
農業保険を経営する保険会社は 14 社に増加した。2008 年に農業保険の試行プ
ロジェクトが台湾、香港、澳門以外の 31 つの省、自治区、直轄市に拡大した。
その中に、北京市や江蘇省、安徽省などの 16 省・直轄市に対して中央財政支持
があり、農業災害保険が全面的にカバーしていた。他の 15 省・自治区・直轄市
において一部の県・村しかにおいて農業災害保険が実施していなかった。中央
財政は農業保険に対して 60.5 億元の予算を拠出し、農業予算の 192.3 億元の約
17.9 に値した。2009 年に、水稲や小麦、大豆などの 7種類であった政策的保険
種類は、新たに肉豚保険及び森林保険を加わった 9 種類へと増加した。また農
業災害保険を経営する保険会社は 20 社であった。2010 年に農業災害保険は 1.4
億戸の農家をカバーしていた。水稲や小麦、大豆などのように主要な保険種類
は糧食生産の省・自治区・直轄市のほぼ全域にをカバーしていた。2012 年に、
億元 
 -５４- 
最初の農業災害保険に関する法律、「農業保険条例」が公布され、、国におけ
る農業災害保険が試行の段階から安定的発展の段階に入り込むことを象徴した。	 
	 2004 年から、農業災害保険に対する政府の政策的支援は、表 4‐1 で示した
ように、以下のとおりに変遷している。第一に、農業災害保険を制度的に充実
することに向けて努めていることである。第二に、農業災害保険の実施範囲を
拡大し続けていることである。第三点に、農業災害保険に対する財政的補助を
増やしていることである。最後に、農業災害保険の保障能力を向上しているこ
とである。	 
2005 年以来、農業災害保険の活発化に伴って、全国にわたって農業災害保険
掛金の収入も年々増加していた（図 4‐3）。	 
	 陳文輝（2014）によると、2007 年～2013 年の間、中国全国にわたって農作物
の加入面積は 2.3 億ムーから 11.06 億ム （ー全体の 48％）に増加してきた。2013
年に加入農民の戸数は 2.14 億戸（全体の 12.6％）に達して、保険種類は 90 種
まで増加し、主要な糧食作物である水稲や小麦、トウモロコシの加入面積は
64.9％、61.8％、67.3％、それぞれに達した。	 
2005 年～2013 年の間で、農業災害保険掛金の収入が年々増加し続けており、
7.29 億元から 306.6 億元に飛躍的に増加してきた（図 4‐3）。農業災害保険に
よって提供される農業リスク保障（保険金）が 0.11 万億元から 1.39 万億元に
増加してきた。2013 年において、保険金の支出は 208.6 億元であり、受益農家
が 3367 万戸であり、一戸当たりへの保険金が 620 元であった。	 
農業災害保険のサービスシステムも完全化に向けて進んでいる。2005 に農業
災害保険を経営する保険会社の数が 7 社のみであるものの、2013 年に 23 社ま
でに増加した。農村部に 2.3 万つ農業災害保険代行所が作られ、協保員14の人
数が 40 万人を超えた。	 
	 
表 4‐1	 2004 年～2013 年農業災害保険に関する政策的支持	 
年度	 政策の内容	 
2004	 農業災害補償制度の確立を強調	 
2005	 農業災害保険試行プロジェクトの拡大を激励	 
2006	 農業災害保険試行プロジェクトの展開を推進	 
2007	 農業災害保険に対する中央政府の財政的支持方法を探索	 
2008	 農業災害再保険システムを確立	 
2009	 農業災害保険と農村貸付活動とのインタラクティブを探索	 
2010	 政府の財政支持を得る大災害分散メカニズムを構築	 
2012	 農業災害保険の対象種類と実施範囲を拡大	 
2013	 「農業保険条例」を正式に実施	 
	 	 出典：黄亚林[2013]を引用	 
                                                        
14	 協保員とは、保険会社に雇われ、農業災害保険業務を協力する村の住民のことである。	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図 4‐3	 2005～2013 年中国における農業災害保険掛金収入と増加率	 
	 	 	 	 出典：2006 年～2013 年中国統計年鑑により作成	 
	 
2013 年に、政府は農業災害保険への補助は 120.38 億元に達し、306.6 億元の保
険掛金収入をもたらされた。このように、政府は PPP モデル（Public‐Private
‐Partnership）を通じ、農業災害保険業務の展開に対して、財政支出を軽減で
きるほか、保険会社の経営意欲も向上させて、農業災害保険を活発させた。	 
図 4‐4 は、2005～2013 年全国における農業災害保険の補償率の推移を示し
ている。2005～2013 年の農業災害保険補償率はそれぞれ 78％、2006 年 69％、
2007 年 60％、2008 年 58％、2009 年 71％、2010 年 74％、2011 年 47％、2012
年 55％、2013 年 68％と高かったが、保険会社は政府からの営業税補助や税金
減免を受け取れて、政府の財政支援によって、経営損失が出ない構造になって
いる。2005 年以降は、中国における農業災害保険は良好に発展しており、好転
期であると言える。	 
2005 年以降、農業災害保険は好転の要因は、以下の通りになっている。中国
における農業災害保険が政策的保険と認識された。農業災害保険が農民の収入
や農産品の供給を安定するために大きな役割を果たしているたため、政府は農
業災害保険に対し政策的支援や、保険掛金を補助するまたは保険会社を補助す
ることなど財政的支援を提供している。各地に試行制度が確立され、保険対象
の種類や補償水準などが規定されているため、農業災害保険の発展を促進した。	 
	 
	 
図 4‐4	 2005～2013 年全国における農業災害保険の補償率	 
	 	 	 	 出典：2005 年～2013 年中国統計年鑑により作成	 
億元 
億元 
％ 
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４．五つの経営モデルの比較検討	 
	 
	 	 農業災害保険試行プロジェクトの実施には、全国各地に様々な経営モデルが
あり、その代表的な経営モデルは以下の五つが挙げられる。	 
	 
１）政府出資モデル	 
政府出資モデルとは、地方政府が出資して、専門の農業保険会社を設立する
モデルである。例えば、上海の安信農業保険株式会社が挙げられる。	 
	 
（１）上海市の紹介	 
上海市は中国の直轄市の一つとして、金融や貿易、工業、交通などの中心地
の一つであり、市 GDP が中国全部の都市の首位であり、繁栄な国際大都市であ
る。	 
上海は長江河口に位置し、亜熱帯モンスーン気候であるため、日照時間が長
く、降水量が豊富であり、気候が温和で湿潤である。上海の耕地面積は 199 万
ha であり、主に糧食作物である水稲や小麦、または野菜、果物、肉豚等を生産
している。農業生産額は 321.73 億元であり、GDP の 1.6％に値する（2012 年）。	 
	 
	 
	 
図 4‐5	 中国における農業災害保険の試行モデルの分布	 
	 	 	 出典：Baidu.map	 庹国柱（2009）に基づき筆者作成	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（２）上海における農業災害保険の歴史	 
	 上海における農業災害保険の発展プロセスは、三つ段階に分けられる。	 
	 第一の段階は 1982 年～1991 年であり、探索の段階と呼ぶ。1982 年に、「星
火計画」15の実施に協力するため、上海市政府は農業災害保険を繰り広げた。
当時、家畜の飼養は容易であるものの、家畜が死亡したら農民の損失が大きい。
農民の要求に応じて、乳牛保険と肉豚保険が展開された。	 
	 第二段階は 1992 年～2004 年である。上海市・区（県）という二つクラスの
政府によって、農業リスク管理基金委員会が成立された。委員会の代わりに人
民財産保険会社が農業災害保険業務を担当する。当時、農業災害保険の種類は、
水稲や小麦、野菜といった栽植業保険と乳牛や肉豚、水産養殖といった養殖業
保険、または農村家屋保険を含める。1992 年から、農業災害保険に対し政府は
財政的支援を与えていた。具体的には、保険会社の農業災害保険に関する営業
税が減免され、加入農民に対して保険掛金補助が次々と提供された。保険掛金
収入を清算した後に残った利益は、大災害準備金として貯蓄される。	 
	 	 第三段階は、2004 年～今である。2005 年に中国における政策的農業災害保険
の開始につれて、上海の農業災害保険も新しく展開された。2004 年 9 月に、保
険監督委員会の指導によると、中国における最初の専門的農業保険会社、安信
農業保険株式会社が成立された。このような専業的農業保険会社の成立は、上
海における農業災害保険の政府出資モデルが中国のそのものの模範となること
を象徴する。	 
	 
（３）モデルの特徴	 
政府出資モデルの特徴は、以下のとおりになっている。	 
第一に、政府は出資する点である。上海市·区·県政府に属する 13 つ国有資産
管理会社は、安信農業保険株式会社を設立するための登録資本金の 44％（2.2
億元）に相当する資金を出した。	 
第二に、農業災害保険に対して、政府は財政的補助を提供している点である。	 
上海において農業生産に関する保険は、1991 年の 11 種から 2013 年の 30 種ま
で増加してきた。肉豚や水稲などといった六つ種類に対して、中央政府は 30％、
上海市政府は 50％もしくは 40％、それぞれの保険掛金補助を提供する。それ以
外の保険種類に対して、上海市政府と県・区政府は、保険掛金の一定の割合に
よって、それぞれの補助額を負担する（表 4‐2）。	 
第三に、「基本的保険＋補充的保険」という運営メカニズムを採用している
点である。基本的保険とは、水稲や小麦などのような中国の主要な糧食作物保
険である。補充的保険は家畜保険である。家畜保険は保険責任が二つあり、基
本的保険責任が自然災害や高温、火災、普通の疫病などであり、補充的保険責
任がインフルエンザのような突発の疫病である。	 
                                                        
15 「星火計画」とは、人民大衆の食品構成を改変し、蛋白質（特別に動物の蛋白質）の摂取量を向上させ
るため、家畜や肉豚の飼養に関する技術の開発を進めるプロジェクトである。	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図 4‐6	 政府出資モデルの仕組み	 
	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 
	 
表 4‐2	 上海における農業災害保険掛金補助	 
	 中央	 上海市	 
肉豚、水稲、乳牛	 30%	 50%	 
野菜・小麦・マクワウリ	 30％	 40％	 
	 上海市	 県	 区（1）	 区（2）	 
水産、温室施設等	 42%/36%/24%	 18%	 24%	 36%	 
家畜、農機具等	 35%/30%/20%	 15%	 20%	 30%	 
果物、食用キノコ等	 28%/24%/16%	 12%	 16%	 24%	 
野菜	 49%/42%/28%	 21%	 28%	 42%	 
野菜原価保険	 35%/30%/20%	 15%	 20%	 30%	 
出典：「市農委等関于完善 2013-2015 年度本市農業保険補貼政策的通知」上海農委政務ウェブ
サイト	 
	 
第四に、保険会社は科学技術部門とともに共同保険行っている点である。農
業保険会社は、獣医部門や水産技術普及部門、乳牛生産技術サービスセンター
などといった科学技術部門とともに、連合経営を実施している。そのような経
営方式の下において、補償責任やリスクを共同に負担し、利益を共同に享受す
ることになる。上海における養殖業に対する連合保険が実施されてから、豚の
死亡率が 3.6％から 2.4％に減少し、乳牛の死亡率が 5％か 2.7％までに下降し
た。	 
第五に、多様化保険を行っている点である。上海における農業災害保険は現
在、栽植保険や養殖保険のみならず、農村家屋保険や農業生産に関する財産保
険、責任保険、短期的生命意外傷害保険、健康保険なども同時に実施されてい
る。全部の保険種類は 30 である。	 
最後に、保険で保険を補う点である。前述したように、保険会社は農村家屋
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保険や財産保険といった商業的保険も同時に経営しており、商業保険業務の収
益で農業災害保険業務の損失を補える。例えば、保険監督委員会によると、農
村家屋保険は保険掛金収入が総収入の約半分に占めているが、補償率がただ
10.5％のみである（2010 年）。農村家屋保険の掛金収入で他の補償率の高い農
業災害保険の損失を填補することができる。	 
	 
（４）モデルの長所と短所	 
	 	 この経営モデルの長所は、政府が財政支援を行ったため、保険会社に対する
権限が強く、農業災害保険業務に対する規範と管理が容易になる点である。政
府は農業及び農業災害保険にする経済的補助または政策的補助を提供している。
行政の力で、農業災害保険業務を順調に発展させる。	 
その短所は、経営と監視のコストが高い点である。また、新しい保険会社を
設立するためには、新たな全国的たネットワーク体系の構築が必要となり、膨
大な経営費用及び保険掛金補助が必要となり、政府の財政的負担が大きくなる
のである。	 
上海は中国の発達地域の一つである。上海市政府は専門の農業保険会社を成
立するために資金を拠出すること、毎年増資することができる。毎年、上海市
の農業総生産は GDP の 1％しか値しない。政府は保険会社または加入農民に対
し保険掛金の補助額も政府支出のわずかに値する。そのために、政府は持続的
に農業災害保険プロジェクトを補助することができて、農業災害保険の持続的
な発展を保障する。以上の二点から、上海市が専門の農業災害保険会社を成立
することがわかった。	 
	 
２）商業保険会社モデル	 
商業保険会社モデルとは、政府主導の下で、商業保険会社が農災害業保険を
経営するモデルである。北京市や河北省などといった大部分の省・自治区は、
このタイプの経営方式を採用している。例えば、北京の安華農業保険株式会社
が挙げられる。安華農業保険会社は全国的農業保険株式会社であり、2004 年に
設立し、商業的運営、総合的経営をしている。	 
	 
（１）北京市の紹介	 
北京は中国の首都であり、華北平原の北部に位置し、北温帯の大陸モンスー
ン気侯であるため、夏には温度が高く、降雨量も多いが、冬には日照りで温度
も低い。	 
2012 年に北京の耕地面積は 28.3 万 ha であり、その中で糧食作物（トウモロ
コシと小麦）の植付面積が 68.6％、野菜が 22.6％、メロン類とイチゴが 3％、
それぞれ占めていた。農業生産額は 166.3 億元であり、全体の約 0.9％占めて
いる。	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（２）北京市における農業災害保険の歴史	 
	 北京における農業災害保険の発展プロセスは、四つ段階に分けられる。	 
	 第一段階は、1950 年～1959 年であり、探索期と呼ぶ。1950 年に、農業生産
を促すため、人民財産保険会社は北京の郊外に水稲や小麦、棉花、家畜を対象
とする農業災害保険を試行し始めたが、一年間か二年間しか続けていなかった。	 
	 第二段階は、1983 年～1994 年である。「低い保険金、低い保険掛金、低い保
障」という原則を貫き通した上で、1993 年に農業災害保険が再開された。当時
の保険種類は以前のものを含め、20 種まで増加してきた。	 
	 	 第三段階は、1995 年～2004 年である。保険会社は商業化経営に転換するため、
人民財産保険会社は北京市の農業災害保険業務を中止し、経営を続けるのは中
華聯合保険会社のみであった。	 
	 第四段階は、2004 年からである。政府は農業災害保険に対する再認識の伴い、
北京における農業災害保険も再出発して、安華農業保険株式会社に経営され、
商業保険会社モデルと見なした。	 
	 
（３）モデルの特徴	 
北京モデル、つまり商業保険会社モデルの基本的内容は以下の通りになって
いる。	 
第一に、政策的農業災害保険に対し専門の管理機構が構築される点である。
北京における市レベルで農業災害保険工作協調グループが形成される。この協
調グループは、副市長や事務総長など、または北京市の農村工作委員会や農業
発展改革委員会、財政局、税務局、気象庁などといった機構、それぞれの役人
により構成される。協調グループは、農業災害保険に関する現地調査の実施や
農業災害保険の未来発展の計画、保険の実施地域の選定、保険に対する政府予
算の提出、商業保険会社の保険業務の監督、農民への保険の宣伝などの仕事を
担当している。	 
農業災害保険を経営する商業保険会社は、補償制度と保険掛金率の制定や農
業リスク事前警報の設立、可能な限り迅速な実損の評価、被害農民に対し保険
金の支払いなどの仕事を担当している。	 
	 
図 4‐7	 商業保険会社（北京）モデルの仕組み	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 
同様  
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北京以外の省・自治区において、前述のような協調グループが設立されない
が、農業災害保険計画の制定に関する仕事は、総合的保険会社である人民財産
保険会社の本店が保険監督委員会や相関大学などの機構と協力し完成する。保
険掛金の徴収や保険金の支払いなどの具体的な仕事は、市・県レベルに設立さ
れる人民財産保険会社の支店が担当する。	 
第二に、商業保険会社は主体として市場的運営を行っている点である。	 
加入農民に対し、政府は市レベルで保険掛金の 50％、県レベルで保険掛金の
20％～30％、それぞれの補助を提供する。余下の部分は農民が自己負担とする。	 
商業保険会社は農業災害保険の契約が記載している内容に従い、有限な補償
責任を負担する。それは、一年に補償率が 160％を超えないように設定される。	 
政府は 160％以上の補償責任を負っている。このような超過リスクを二つの
方法で分散される。一つに、160％から 300％までの補償責任に対し、政府は再
保険の購入を通じ転嫁する。もう一に、300％以上の補償責任に対し、政府は民
主会議を行い、農民の要求を聞き取る上で解決する。	 
商業保険会社は穀物協会や果樹協会、乳牛協会などといった農業組織と合作
し、農業災害保険を共同に経営している。	 
第三に、商業保険会社に対し、政府は保険掛金収入の 10％に値する管理費用
を補償する。	 
第四に、大災害管理を実施している点である。一つは、大災害準備金か設立
される。政府は毎年、農業生産額の増加値の 1‰を取り出し、大災害準備金と
して貯蓄する。もう一つは、政府と商業保険会社はそれぞれ再保険を購入する。	 
	 
（４）モデルの長所と短所	 
	 	 この経営モデルの長所は、農業災害保険は商業保険会社現有の経営システム
や人材、ネットワーク体系などを利用できる点である。つまり新しい制度や経
営機構を設立する必要がないため、経営コストや管理コストが節約される。	 
一方での経営モデルの短所は、商業保険会社の利益最大化の目標は利益がな
い農業災害保険業務と対立する点である。農業災害保険の補償率はずっと高い
水準を維持するため、保険会社は利益はおろか損失さえ出る可能性が高い。政
府からの経営コスト補助があるけれども、保険会社の農業災害保険業務はただ
収支バランスを取れる状態である。	 
北京は中国の首都として政府の財政力は充分である。前に述べたように、政
府は加入農民に対し高い保険掛金補助を提供できる一方で、商業保険会社に対
しも経営費用を補助する、補償責任を分担するような支援を提供できて、保険
会社は損失が出ないようなことをを保障し、農業災害保険が順調に進むことを
促進している。上海市の政府出資モデルに似たように、政府の充分な財政力は
このモデルが採用される要因である。その他に、北京市は農業災害保険の専門
管理機構が構築されるために、商業保険会社の商業的行為や農業災害保険の経
営状況を監視できる。以上の二点から、北京市は商業保険会社モデルで農業災
害保険を経営する原因と考えられる。	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３）相互会社（互助）モデル	 
相互会社（互助）モデルとは、郷・県レベルで、農民を中心に設立した農業
合作社が農業災害保険グループを形成し、農業災害保険を経営している；市・
省レベルで相互制の保険会社が設立され、農業災害保険業務を計画し、調整す
るモデルである。例えば、黒竜江省の陽光農業互助保険会社が挙げられる。	 
	 
（１）黒竜江省の紹介	 
	 黒竜江省は中国の東北に位置し、温帯大陸性気候であり、気候が寒く、年平
均気温が-5℃～5℃である。降水量も少ないため、旱魃や冷害が多発している。
その一方で、黒竜江省において、太陽の輻射資源と風エネルギーが豊富である。	 
	 黒竜江省における糧食作物の生産量が中国の第一であり、糧食生産の大省と
も呼ばれる。その他、野菜や果物の生産も活発している。2013 年に農業総生産
は 2109 億元であり、省 GDP の 15.4％に占めている。	 
	 
（２）黒竜江省における農業災害保険の特徴	 
	 	 相互会社（互助）モデルの特徴は、以下のとおりになっている。	 
第一に、「保険会社＋保険グループ」という経営制度が採用される点である。
陽光互助保険会社は、「保険会社の統一的経営を主体、保険グループの互助的
経営を基礎」という管理体制を実行している。経営機構について、保険会社は
本店と支店、それぞれを設立し、それに基づき保険グループ支店が設立される。	 
	 	 第二に、黒竜江省政府は保険掛金補助の提供や別の農業支援政策の実施を通
じ、農業災害保険を管理する。陽光相互保険会社は、政府から経営費用の補助
を受け入れるが、市場運営メカニズムに従って、経営リスクを考慮した上で、
合理的に農業災害保険業務を計画・展開する。加入農民に対し政府は、中央政
府から 40％、省政府から 25％、市・県政府が 15％、それぞれ保険掛金補助を
提供する。農民は実際に負担する保険掛金が全額の 20％未満である。	 
第三に、「二三二経営」を採用している。「二三二経営」とは、保険会社と
保険グループという二層管理の「二」、保険会社の本社と支店、保険グループ
という三段階で各自独立的採算するの「三」、保険会社と保険合作社メンバの
ような「会社＋会員」という利益とリスクを分かち合う形式の運営メカニズム
の「二」、というものである。そのほか、保険会社は保険グループとともに利
益とリスクを分かち合い、「五五共保」16という形式で農業災害保険を経営す
る。	 
第四に、大災害準備金制度及び再保険制度が確立される。陽光相互保険会社
は毎年、保険掛金全額の 10％に値する金額を取り出し、大災害準備金として貯
蓄する。それと同時に、保険会社は再保険を購入することで、補償能力を向上
させる。	 
	 
                                                        
16	 利益とリスクをそれぞれ 50％を負担することである。	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図 4‐8	 相互会社（互助）モデルの仕組み	 
	 	 	 出典：筆者作成	 
	 
（３）モデルの長所と短所	 
このモデルの長所は、保険の加入者と提供者が身分一致であるため、農民の
自主的リスクを対抗する意識が喚起させ、情報非対称という状況が存在せず、
逆選抜とモラルハザードのリスクも低い点である。また、保険会社は保険合作
社とともに、リスクと利益を分かち合うため、保険掛金が比較的に低い水準で
設定され、経営コスト及び監視コストも小さい点も長所と言える。	 
一方でこのモデルの短所は、郷・県レベルでリスクをプールできない点であ
る。県レベルの保険合作社でも、同一なリスク単位にある。言い換えれば、万
が一大災害が発生し、郷・県にわたって全部の作物や家畜が被災される可能性
が高く、保険グループの補償責任は大きくなる。	 
黒龍江省において農民向けの専業的合作社が設立されている。農民は合作社
に加入し、合作社と契約することで、農産品の販売と規模的経営を実現してき
た。農民の代わりに合作社は農業災害保険を購入し、農民の生産リスクをコン
トロールする。合作社に基づき設立される保険グループは、合作社現有の機構
や人材などの資源を利用できるほか、加入農民の情報も容易に手に入れるため
に、農業災害保険に関する経営コストや監視コストを減らすことができる。専
業的合作社の存在は、相互会社（互助）モデルが構築される原因と考えられる。	 
相互会社（互助）モデルは日本の農業共済の経営方式に類似ている。日本の
農業共済事業は、市町村の単位や都道府県の単位だけでは完全にリスクを分散
ができないため、組合、連合会及び国の三段階により運営されており、リスク
を良くプールしてきている。中国の場合に、日本のリスクプール方式を参考し
た上で、いくつか農業の生産状況や天候状況が類似している省・自治区を連合
することで保険範囲を広げ、このような相互会社（互助）モデルを実施できる
かどうかを検討する価値があると考えている。	 
	 
	 
同
様 
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４）共保モデル	 
共保モデルとは、専业の農業保険会社の代わりに「政府の支持を得る農業災
害保険共保体」を设立するという経営方式である。その特徴は「政府が支持、
运営が市场」である。例えば、浙江省の共保モデルが挙げられる。	 
	 
（１）浙江省の紹介	 
	 浙江省は中国の東南沿海に位置し、亜熱帯モンスーン気候であり、気温が頃
合いである。日照時間がが長く、降雨量が豊富である。その一方で、気象災害
が頻発し、特別にな夏には台風や豪雨。洪水が頻発している。	 
	 	 浙江省は中国古代文明の発祥地の一つであり、食の里と呼ばれ、米や茶の葉、
ミカン、生糸などの農産品の生産が盛んでいる。具体的に言えば、浙江省にお
いて、緑茶の生産量が中国のそのものの第一位、生糸が第二位、ミカンが第三
位、それぞれである。2013 年に農業生産額は 1785 億元であり、GDP の 4.8％に
占めている。なお、浙江省は所得水準の高い地域であり、一人あたりの GDP が
21 年連続に中国の首位である。	 
	 
（２）浙江省における農業災害保険の特徴	 
	 	 共保モデルの特徴は、以下のとおりになっている。	 
第一に、「共保」とは、五つ保険会社は連合して共同で農業災害保険を経営
していることを意味する。具体的には、人民保険会社は補償責任の 77％、太平
洋保険会社は 10％、大地財産保険会社は 5％、安信農業保険会社は 5％、永安
保険会社は 3％、それぞれの補償責任を負うことである。「共保」の形式で、
補償責任ひいては経営リスクを五つの保険会社の間でプールできる。被害農民
に対する保険会社の補償能力は高くなった。	 
	 第二に、浙江省における農業災害保険は大農場を主要な対象に提供する。
大農場とは、農作物栽培面積が 100 ムー以上で、大型機械を保有、種や肥料の
供給から栽培、加工までのプロセスを標準化している農場のことである。浙江
省における小規模農民の農外収入は総収入の約 80％以上占めているため、自然
災害による農業生産の損失大きいであろうか小さいであろうか、収入全体への
影響がそれほど大きくない。大農場の場合、農業生産の投入が大きく、農業収
入を主要な収入とするため、収入が自然災害に容易に左右される。なお、小規
模農民と比べると、大農場の経営が地域の農業生産にもっと大きな影響を与え
るため、政府は彼らの経営を優先に保障すると理解できる。現在、浙江省にお
けるほぼ全部の大農場は農業災害保険に加入した。	 
第三に、農業災害保険は補償水準が低く、保険金が生産コストの 50％～60％
のみに値する。	 
第四に、保険責任は、ただ台風や豪雨、洪水、強風、病虫害、大規模の疫病
などの大災害のみである。	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図 4‐9	 共保モデルの仕組み	 
出典：筆者作成	 
	 
表 4‐3	 浙江省における保険掛金補助	 
品目	 省	 県①17	 県②	 総計	 
水稲	 36％・54％	 54％	 36％	 90％	 
肉豚、鶏、鴨等	 18％・27％	 27％	 18％	 45％	 
種豚	 32％・48％	 48％	 32％	 80％	 
出典：浙江省農業災害保険条例 2007	 
	 
第五に、加入農民に対し政府は保険掛金補助を提供する点である（表 4‐3）。	 
第六に、農業災害保険の保険金支出は保険掛金収入の 5 倍を超えないように
控えされる。保険金支出が保険掛金収入の 2 倍以下になる場合に、共保体が負
担する。2～3 倍である場合に、共保体と政府は 1：1 の比例でそれぞれ補償す
る；3～5倍（5倍を含める）である場合に、共保体と政府は 1：2の比例でそれ
ぞれ補償する。	 
	 
（３）モデルの長所と短所	 
このモデルの長所は、共保体は政府とともに、リスクや補償責任を共同に負
担する点である。そのため、共保体の保険会社は補償リスクを良くコントロー
ルできる。	 
	 	 その短所は、翟留栓(2011)によると、政府は政策的目的を確保するため、共
保体の経済行為を妨げる可能性がある点である。	 例えば、火災が保険責任では
なくても、農民の利益を確保するため、行政の力で火災により損失を補償させ
る現象が存在する。このような強制的補償は、保険会社の商業的原則に背く。	 
浙江省は中国の沿海域にあり、毎年豪雨や台風等の大災害によって農業生産
にに大きな損失が出やすいめに、農業災害保険は一つ保険会社で経営すると、
保険会社と政府両方ともの補助責任が大きくなる。または、浙江省における専
業的な農業合作社があるものの、経営規模が小さく、分散しているために、黒
                                                        
17	 県①は諸国水準の高い県、県②は所得水準の低い県、それぞれである 
同
様 
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龍江省のように合作社に基づき互助モデルを採用することができない。五つ保
険会社は連合し共同で農業災害保険を経営することは、補償責任を「共保体」
の間で分担でき、保険会社各自の経営リスクと政府の補助プレッシャーとも低
くなる。このことは、浙江省における「共保」モデルが採用されている要因と
考えられる。	 
	 
５）政府・保険会社連合モデル	 
政府・保険会社連合モデルとは、保険会社が政府とともに、農業災害保険を
経営しているモデルである。その代表として、安徽省の国元農業保険会社であ
る。国元農業保険会社は 12 つ国有企業により 2005 年に設立された。	 
	 
（１）安徽省の紹介	 
	 安徽省は中国東部の内陸に位置し、南部が山地であり、中部が丘陵であり、
北部が平原がであり、地形が複雑である。気候が暖温帯に亜熱帯の移行型であ
るため、季節が明白であり、春には暖かく、夏には降雨量が多く、秋には旱魃
であり、冬には寒い。	 
	 	 安徽省は中国先史文明の発祥地の一つであり、農耕の歴史が長く、早くも四
千年以前の新石器時代において、先祖が農業生産を従事していた。2013 年にお
いて、安徽省における糧食作物の作付面積は 66.25 十万 ha であり、その中で小
麦の作付面積が糧食作物のそのものの三分の一を占めている。その他、搾油作
物や棉花、野菜の生産も盛んでいる。2013 年に農業生産額は 2348 億元であり、
GDP の 12.3％に占めている。	 
	 
（２）安徽省における農業災害保険の特徴	 
	 	 政府・保険会社連合モデルの特徴は、以下の五点から挙げられる。	 
第一に、このモデルは政府が主導な地位に占め、保険会社と連合し農業災害
保険得を経営をしている。政府は、安徽省の農業生産状況に基づき、農業災害
保険の保険種類を選定する。国元農業保険会社は、農業災害保険の宣伝や保険
加入、保険掛金の徴収、防災指導、損害評価、保険金の支払いなどといった具
体的な仕事を行っている。	 
第二に、国元農業保険会社は有限の補償責任（保険掛金収入の 85％まで）を
負っている。保険金が保険掛金収入の 85％を上回る場合、市を採算単位として、
各市が保険会社と相談した上で補償する。	 
第三に、保険会社は農業災害保険を行っているが、利益を経営の目的としな
い。保険会社は本年度の農業災害保険掛金収入を清算した後に、残る利益があ
れば、その利益を全部大災害準備金として貯蓄する。そうすると、保険会社は
利益が高くないが、経営リスクも低くなった。	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図 4‐10：政府・保険会社連合モデルの仕組み	 
出典：筆者作成	 
	 
表 4‐4	 安徽省における農業災害保険の掛金補助	 
	 中央政府	 省政府	 市・県政府	 
栽植業保険	 35％	 25％	 20％	 
種豚保険	 50％	 21％	 9％	 
乳牛保険	 30％	 21％	 9％	 
	 	 出典：安徽省政策的農業災害保険の実施方法(2011)	 
	 
第四に、加入農民が政府から保険掛金補助え受け取れる（表 4‐4）。	 
第五に、リスク事前警報管理システムが構築された。国元農業保険会社は獣
医センターや牧畜部門などといった科学技術部門と合作する。そのような部門
は保険会社に技術支持を提供する一方で、加入農民に養殖に関する指導も行う。
そのほかに、保険会社は気象庁と合作する。気象庁が保険会社に専門の気象デ
ータを提供する。そのようなデータを利用できるからこそ、保険会社は防災指
導、損害評価などの仕事を円滑的に推進できた。	 
	 
（３）モデルの長所と短所	 
前述したような商業保険会社モデルと比べ、このモデルは保険会社が負担す
る「有限責任」は遥かに低い。このモデルの長所は、保険会社の負う責任が低
いため、経営プレッシャーが小さい。	 
一方でその短所は、政府は保険会社に対する補償が少ない、保険会社の利益
が低いなどの点である。国元農業保険会社はただ収支のバランスが取れている
状態である。	 
安徽省は農業生産の大省のひとつである。北部は平野であり、中部は水資源
が豊富なところであり、南部は山間部である。このような地域多様性により、
農業生産の多様性が決められた。様々な農業生産リスクを保障するために、専
業の農業保険会社が必要となった。これは、国元農業保険会社が設立される原
因である。	 
	 
同様  
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６）五つの経営モデルが確立される意義	 
	 2005 年以前、中国は農業災害保険を経営したとき、国の補助が少なかったた
め、すべての省、市、自治区において商業保険会社モデルを採用していた。2005
年以降、新たな政策的保険が開始され、保険を本格に全国範囲に普及しようと
するため、国はまず最初に、所得水準の高い（上海市、北京市、浙江省）もし
くは農業生産額が高い（黒竜江省と安徽省）省、市を選べ、各地の財政状況や
農業生産状況、自然災害の発生率、または農業合作社の有無などに即して、現
地状況に適合するようなモデルをそれぞれ確立し、いったいどのようなモデル
は中国の農業災害保険に適合するかを模索している。中国は国土面積が広く、
地域との間で、農業生産状況や自然災害など、大きな差別が存在する。2005 年
から今まで、十年間での農業災害保険の試行状況をみていくと、中国では全国
同一の経営モデルを採用することが困難であり、多様なモデルが必要である。
そして、この五つの経営モデルが模範となれる。このものは、五つの経営モデ
ルが存在する意義であると考えられる。	 
	 
５．各地の試行制度の比較	 
	 
１）2005 年から試行された 4つプロジェクトの制度的比較	 
2005 年から実施し始めた農業災害保険の試行プロジェクトは、地域ごとの天
候条件や農業生産の特徴、政府の財政状況などによって地域特色のある農業災
害補償制度を設計した。表 4-5 には、前述したような 4 つ省・直轄市の試行制
度及び補償政策を呈示する。	 
各地の農業災害試行制度は一部共通しているところが存在する。	 
	 第一に、中央政府と地方政府は加入農民への保険掛金補助が高い点である。
表 4‐5から見ると、中央政府と地方政府が提供する保険掛金補助はほぼ保険掛
金総額の約 80％程度である。作物の保険金額が 500 元、保険掛金率が 8％とす
ると、加入農民は実際に支払う保険掛金は 8 元のみである。家畜の場合、肉豚
の保険金額を 1000 元、保険掛金率を 6％、それぞれ設定すると、加入農民は実
際に支払う保険掛金は 12 元のみである。先進国の事例と同様に、高い保険掛金
の補助があるからこそ、農業災害保険が展開できて、農家の加入率が高くなる。	 
	 第二に、政府は保険会社に補助を提供する点である。4 つの経営モデルは、
ほぼ政府からの財政支援を受ける。支援の方法は、経営費用の直接補助と補償
責任の共同負担という二つ方法がある。政府からの補助があるからこそ、保険
会社は高い補償率の下においても、業務を順調に展開できる。	 
その一方で、各地の農業災害保険試行制度の異なる部分は、以下の通りにな
っている。	 
第一に、政府介入の程度が違う。政府出資モデルや商業保険会社モデル、共保
モデルという三つのモデルは、政府から増資若しくは営業税減免、超過責任の
負担などの経済的援助を受け入れるため、農業災害保険に対する政府の権力が
大きい。前に述べたように、保険責任に属しない大災害により損失は、加入農
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民の利益若しくは地域の穀物市場の安定などのマクロ目標を確保するため、政
府の力で保険会社が補償させることの可能性が存在する。その一方で、「互助
モデル」の場合、政府は保険経営機構に対しいろいろな支援を提供するが、保
険業務にあまりにも手を出さない。	 
	 第二に、各地政府の財政状況により、保険対象種類がそれぞれ違う。北京市
や上海市などの所得水準が高い地域において、農業総生産が GDP に占める割合
が小さく、政府の財政力も強いため、多くの農業災害保険種類に対する保険掛
金補助が政府により提供される。黒龍江省や浙江省は、農業総生産の割合が比
較的に高く、政府が農業災害保険に対する保険掛金補助が有限であり、補償さ
れる品目も北京や上海そのものより少ない。しかし、両者の共通部分も存在す
る。それは、国の経済や人民の生活に関わる水稲や小麦などといった穀物の保
険や種豚保険が掛金補助を得られる。	 
	 
表 4‐5	 各地の農業災害保険試行制度	 
地域	 保険掛金補助	 保険対象	 保険責任	 保険金額（元/ムー）	 
北京市	 中央 30％、市
50％	 
小麦、トウモロ
コシ、大豆、果
物、野菜、家畜	 
豪雨、強風、
火災	 
小麦：600	 
水稲：700	 
果物：2000	 
野菜：700 元	 
家畜：18 元/羽	 
上海市	 肉豚・家畜・水
稲：中央 30％、
市 50％	 
野菜・小麦・マ
クワウリ：中央
30％、市 40％	 
水稲、小麦、野
菜、アブラナ、
マクワウリ、
林、農機具、家
畜、肉豚	 	 
	 
豪雨、強風、
台風、雹、火
災、病気、	 
水稲：1000	 
小麦：400	 	 
野菜：260	 	 
家畜：12 元/羽	 	 
	 
黒龍江省	 	 
	 
栽植業：中央
40%、省 25％、
市・県 15％	 	 
養殖業：中央
50％、省 20％、
市・県 10％	 
	 
水稲・小麦・ト
ウモロコシ・大
豆、乳牛、種豚	 
豪雨、洪水、
台風、地震、
雹、病気、火
災	 
トウモロコシ：145	 
水稲：200 元	 
大豆：120	 
小麦：125	 
乳牛：4000 元/頭	 
種豚：1000 元/頭	 
浙江省	 
	 
	 
	 	 
中央 35％、	 
省 35％、	 
市・県 10％	 
	 
水稲、肉豚、家
畜	 
	 
	 
台風、洪水、
病気	 
	 
	 	 
水稲：200～400	 
小麦：300	 
森林：200～800	 
肉豚：600 元/頭	 
出典:庹国柱	 	 「中国部分地区農業保険試験的現状和制度比較」	 首都経済貿易大学レポー
ト.2009 年 6 月 22 日	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表 4‐6	 各地域における農業災害保険の種類	 
地域	 栽植業	 養殖業	 
上海市	 14	 7	 
北京市	 9	 8	 
黒竜江省	 4	 5	 
浙江省	 4	 2	 
	 	 	 	 	 出典：各地の政策的農業災害保険条例（試行）に基づき筆者作成	 
	 
２）2008 年から試行されたいくつかの地域における農業災害保険制度の比較	 
前に述べたように、2008 年から農業災害保険が全国にわたって普及されてい
た。その中で、19 つ省・自治区では、一つまたは複数の保険種類を採用してい
るが、それぞれに対して中央政府の保険掛金補助を受けている。農業災害保険
の経営は、全部政府主導の下において、商業保険会社が経営するモデルを採用
している。ここで、いくつかの省・自治区では農業災害保険の試行制度を呈示
する。	 
表 4‐7 は、2008 年以降行われる農業災害保険試行プロジェクトの中で、7
つの省・自治区における農業災害保険の試行制度、それぞれ示しているもので
ある。2008 年に中央政府は小麦や水稲、トウモロコシ、綿花、大豆という五つ
作物に対し保険掛金補助を提供するが、この 7 つ省・自治区において、それぞ
れの政府の財政状況に応じ、試行される農業災害保険種類が異なっている。例
えば、新疆ウイグル自治区における綿花保険しか試行されないが、江蘇省にお
いて農業災害保険対象が多数がある。	 
	 
３）中国における農業災害保険の特徴	 
	 中国における現行の農業災害補償制度は、国情に適合しているように確立さ
れ、制度的特徴がいくつかが挙げられる。	 
	 第一は、大部分の地域において、農業災害保険は収穫量保険ではなくコスト保
険を試行している点である。コスト保険とは、収穫量に関わらず、原則的に農
業生産コストのみを保障する。例えば、1ムーの水稲の生産コスト、種や肥料、
人力、農機具など含め、300 元であるとすると、その 1 ムーの保険金額を 300
元よりと設定される。家畜保険の場合に、家畜の購買価格と飼養コストを保障
する。中国の農業災害保険は、加入農民の収入を補償するわけではなく、再生
産できるようになる資金を補償するものである。ただし、大部分の省、自治区
では、実際に保険金額が生産コストより低く設定される。	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表 4‐7	 7 つ省・自治区における農業災害保険の試行制度	 
地域	 保険掛金補助	 保険対象	 保険責任	 保険金額（元/ムー）	 
安徽省	 栽植業：中央
35％、省 25％、
市・県 20％	 
種豚：中央 50％、
省 21％、市・県 9％	 
乳牛：中央 30％、
省 21％、市・県 9％	 
種豚、肉豚、
水稲、小麦、
棉花、トウモ
ロコシ、大豆、
アブラナー	 
豪雨、洪水、
強風、落雷、
地震、雹、冷
害、火災、爆
発、土石流、
地滑り、疫病	 
小麦・アブラナ ：ー260	 
水稲・棉花：300	 
トウモロコシ：240	 
乳牛：6000 元/頭、種
豚：1000 元/頭	 
江蘇省	 栽植業：中央 25%、
省 25％、市・県
10％	 	 
養殖業：省 30％、
市・県 40％	 
水稲、アブラ
ナ、肉豚、家
畜、森林	 
水稲、小麦、
棉花、トウモ
ロコシ、アブ
ラナ	 	 
洪水、強風、
雹、冷凍、豪
雨	 
栽植業：	 
500	 
	 
湖南省	 中央 25％、省
25％、市・県 10％	 	 
水稲、棉花	 	 豪雨、洪水、
強風、旱魃、
雹、冷凍	 	 
水稲：240	 	 
棉花：300	 	 
吉林省	 中央と省 25％、
市・県 30％	 
ト ウ モ ロ コ
シ、水稲、大
豆	 
豪雨、洪水、
強風、旱魃、
雹	 	 
	 
トウモロコシ：200
元、	 
水稲：266.7	 
大豆：166.7	 
四川省	 中央 25％、省
25％、県 30％	 	 
	 
水稲、トウモ
ロコシ	 	 
	 
洪水、強風、
雹、冷凍、旱
魃	 	 
	 
水稲：282	 	 
トウモロコシ：278	 
新疆ウイグル	 
自治区	 
中央 25％、省
25％、市・県 20％、
中央 25％、自治区
25％	 
棉花	 強風、冷凍、
洪水、旱魃、
雹	 	 
棉花：400	 
内モンゴル	 
自治区	 
中央 25％、自治区
25％、市 15％、県
10％	 
ト ウ モ ロ コ
シ、小麦、大
豆	 
豪雨、洪水、
強風、旱魃、
冷害	 
トウモロコシ：230	 
小麦：300	 
大豆：170	 
出典:庹国柱「中国部分地区農業保険試験的現状和制度比較」首都経済貿易大学レポート.2009
年 6 月 22 日、安徽省民生工程辧公室「安徽省政策性農業保険実施方法（2014 年）」	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 表 4‐5 と 4‐7 をともにみていくと、現在北京や上海など所得水準の高い地
域では、農民の人数が少なく、農業災害保険に対する需要が少なく、相応に保
険の供給も少ないため、保険会社が保険の「価格」（保険金）を高く設定でき
ることに対して、浙江省や安徽省など農業生産が盛んでいる地域では、農民の
人数が相対的多く、保険に対する需要が多く、保険の供給も多くあるため、保
険会社が保険を安めに設定することが分かった。なお、大部分の省、自治区の
現行制度によって、すべての農作物の保険金はおよそ生産コストの三分の一の
み当たる。中国では、農民の平均的教育レベルが中学校であるが、所得水準の
低い地域では、非識字者と小学校卒業の農民が多い。農民の教育レベルによっ
て、農業災害保険を正しく理解することが難しい。例えば、2012 年のヒアリン
グ調査によると、種豚保険に加入する農民は、すべての種豚を保険に加入する
ことではない。加入していない種豚が病気になると、加入している種豚として
保険会社に保険金を要請することが発生した。保険会社は、加入農民と紛争を
起きないように、結局、保険金を支払ってしまった。このようなことは、農業
災害保険の普及に不利であると考えられる。そのため、、農民のモラルハザー
ドを犯すインセンティブをできる限り抑えるため、各地は保険金を低めに設定
する。	 
第二は、半強制加入を実施しているて点である。半強制加入は主に二つの意
味があり、一つは農作物種類の半強制加入である。農作物は、重要な糧食作物
と一般的農作物に分けられる。重要な糧食作物は、水稲や小麦、トウモロコシ
などのように、国家の経済と人民の生活に緊密に関わっているため、糧食作物
を全部保険に加入させることによって、加入農家の収入や国の穀物市場の安定
に大きな役割を果たしてきた。もう一つは、地域的半強制加入の実施である。
北京市や上海市などの先進地域における農民は、自主に加入可能であるが、安
徽省などの経済力が比較的に低水準の省は、全省強制加入を実施している。そ
の他にも、中国における農業災害保険はまだ試行の階段であり、農業災害保険
の整備という政策的目的のために、村を単位として全部の農家や土地も加入さ
せることも多い。半強制加入を実施すると、加入農家の数が多くなり、大数法
則によりリスクをプールできる。また同時に、リスクが高い保険対象若しくは
土地が個別的に加入することも避ける事が可能であり。モラルハザードもある
程度に防止できる。	 
第三は、農家は農業災害保険を加入してから、その加入期間に保険対象の作
物や家畜への管理が要求される点である。具体的には、栽植産業の場合に、栽
培面積や種類、土地の状況などの管理報告が要求される。家畜保険の場合に、
当地で 1 年以上飼育された家畜に関し、保険責任範囲内の病気が有無、栄養状
況などを、県クラスの検疫部門の免疫手順により接種され記録・報告が要求さ
れる。また飼育場所に関しても、は当地の洪水水位以上のにあることと、管理
制度が健全であることも要求される。また保険会社の従業員が平日に定期・不
定期の現地調査を行う点である。気象庁が農業保険会社に気象データを提供し、
大風、豪雨、冷凍などのような大きな天気変化の予兆があれば、保険会社の従
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業員が予め村に視察に行き、飼育場の補強や排水施設の検査などの災害防止を
指示する。その他にも、保険対象の被害状況を可能な限り早く正確に測定する
ため、災害が発生した後農家が 24 時間以内に保険会社に報告し、保険会社の従
業員が 24 時間以内に現場調査を行うことが要求される。加入要求と期間管理の
存在は、加入農家の行為を軌範し、農業災害保険義務の履行を引導する効果が
期待できる。保険会社従業員の定期・不定期の視察及び 24 時間以内の報告・視
察の規定は、保険対象の損失うを抑制し、加入農家の違反行為の発生を回避す
る効果が期待できるため、加入農家がのモラルハザードを起こす感応性も低く
なる。	 
第四は、協保員制度が設定される点である。協保員とは、その名の示すとお
り、農業災害保険に協力する人である。協保員はおおよそ元に村の住民であり、
保険会社に雇われた後、様々なトレーニングを受け、農業災害保険業務の円滑
な展開に協力する。協保員の仕事は、以下の通りになっている。第一は、農業
災害保険の役割や加入要求、加入した後の義務及び権利などを農民に宣伝する
ことである。第二は、保険会社の変わりに保険掛金を徴収し、加入農民の生産
状況などの情報も収集することである。第三は、災害が発生した後に、農民が
直ちに被災状況を報告することを引導し、保険会社の従業員が現場で調査する
際にも協力することである。第四は、保険会社が農作物や家畜の被害状況を測
定するする、農民に保険金を支払うことを協力することである。第五は、保険
会社の指示通りに、加入農民に災害の防止を指導することである。そして最後
は	 、加入農民と保険会社の間に紛争が起こる時、その紛争を調停することであ
る。	 
協保員は農業災害保険の普及及び円滑な発展に対し大きな役割を果たしてき
た。具体的は、その役割は以下のとおりになっている。第一に、協保員は保険
会社と加入農民を繋ぎ、保険会社の仕事を軽減し、加入農民にもっとよいサー
ビスを提供することができる。第二に、協保員は自分自身の仕事を通じ、農業
災害保険業務の円滑な展開を促進することができる。第三に、協保員は天候の
変化により自分で判断すること若しくは保険会社の指示通りに、加入農民に災
害の防止及び災害救援を指導し、保険対象の被害損失を抑制することができる。
第四に、保険会社より協保員は、加入農民の生産状況や信用状況などをよく知
っているため、農業保険の違反行為を早く発見し、防止するできる。最後に、
協保員は本来村の住民であるため、外来の保険会社の職員より加入農民にとっ
てもっと信頼できると考えられる。それゆえ、協保員が農業災害保険を農民に
宣伝すると、農民は理解しやすくなり加入意欲が喚起させられる。あるいは加
入農民と保険会社との間でもめごとが起こる時に、協保員は村民と保険会社の
職員という二重の身分を同時に有しているため、農民と保険会社両方の利益を
同時に考慮できて、彼らが仲裁すれば紛争をうまく解決できると考えられる。	 
要するに、中国において農民の歴史収穫量のデータが記録されていないため、
収穫量保険を実施すれば、数年間の保険データを蓄積でなければ保険数理にお
いては不可能である。それに対して、農民の生産コストの計算が比較的に容易
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であり、保険会社の事前調査の費用も少なくなる。その次に、農業災害保険は
試行段階の中で、保険掛金率が農民にとって負担できるのかや保険金で作物の
損失を填補できるか、農民が再生産できるかなどの経験を蓄積するため、政府
はもっと多くの農民を保険に加入させるべきであると考え、村を単位として当
然加入を実施している。なお、穀物市場を安定させるため、主要な作物を対象
に当然加入も実施している。最後に、農民の人数は多く、保険会社の職員が対
応できない状況が存在する。農民にもっと良好なサービスとコミュニケーショ
ンを提供するため、協保員が必要となっている。	 
	 
６．農業災害保険への財政的支援	 
	 	 
１）財政支援の意義	 
	 Smith	 and	 Glauber(2012)が指摘したように、外国の経験から見ると、農業災
害保険に対する政府の財政支援がなければ、このタイプの保険が進められない。
張偉（2011）によると、農業災害保険を普及する、またはできる限りもっと多
くの農民を加入させるために、先進国や発展途上国によらず世界各国は、国の
財政支援を受け取るという政策的農業災害保険を行っている。これは、国の第
二次、第三次産業が農業を反哺するかたちの一つである。Mahul	 and	 Stutley
（2010）によると、財政支援を受け取る農業災害保険の各項目は、第一が加入
農家への保険掛金補助、第二が保険経営機構への経営費用の補助、第三が農業
災害保険の普及や損害調査、科学研究などへの補助、という三種類があげられ
る。さらには、最も普及されている補助のかたちは保険掛金を補助することで
あるが、世界各国の経済状況によって、先進国がすべての保険品目に対し掛金
補助を提供することと反対に、発展途上国が農業経済発展に密接にかかわり、
少数の保険品目のみ補助を提供する。	 
	 
２）中国における農業災害保険への財政支援の現状	 
（１）補助額の分担	 
	 現行制度によって、農業災害保険に対する補助は、中央、省、市/県、農民な
ど各関連部門が「共同負担」という形である。中央財政は、国家の経済と人民
の生活にかかわる農産品の重要度によって、品目別に補助額を決めた。具体的
には、水稲や小麦、トウモロコシ、綿花、搾油原料の作物など主要な農産品に
対する補助額が約 35～68％であり、種豚や乳牛など主要な家畜に対する補助額
が約 40～80％である。その次に、各省・直轄市・自治区は 25～50％、市・県は
15～40％、それぞれの補助を出す。農民は実際に負担する保険掛金が総額の約
20％のみ値する。	 
	 
（２）補助額と補助品目の増加	 
	 2007 年中央財政は初めて農業災害保険に補助金を出すとき、その金額が 21.5
億元のみであるが、2008 年の 60.5 億元、2009 年の 79.8 億元、さらに 2014 年
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の151億元に大幅に昇った。それと同時に、2007年中央補助を受け取る品目は、
六つ省、市での水稲や小麦、トウモロコシなど 5種類のみであるが、2014 年に
なってジャガイモや木材、ハダカムギなども含め 15 種類に増加した。さらには、
各品目に対する補助額も増加してきた。例えば、2007 年水稲や小麦、トウモロ
コシ、綿花に対しる中央財政の補助額は 25％のみであったが、2010 年それは
65％に昇った。または、乳牛への補助額も 30％から 50％に上昇した。	 
	 
（３）補助に関する課題	 
	 農業災害保険への補助に関する課題は、いくつかがあげられる。その第一は、
中央財政の補助を受け取る保険品目は、依然として少ないものである。前述し
たように、現在中国では 15 品目の農産品が中央財政の補助を受け取ることに対
して、アメリカでは国に補助される農産品が 150 品目以上である。特別に、大
部分の省、自治区において地域特色がある野菜や果物、水産品などに対して、
それに対応する農業災害保険があるが、政府の掛金補助がないもしくは単なる
地域政府の補助があり、この程度の補助率が通常に低い。	 
	 第二は、全国にわたって中央財政の補助は各地域との間で、不公平の現象が
存在するものである。現在、国の政策によって、地方財政が農業災害保険を支
援することを前提に、中央財政は補助額を拠出するかたちである。具体的には、
省、自治区レベルが負担する保険掛金の補助額が調達されたあと、中央財政は
地方政府に相応の資金を支払う。言い換えるならば、もともと所得水準の高い
地域では、中央財政が要求する農業災害保険への支援が満たされやすく、それ
に応じて中央財政の支援も迅速に到達できる。このような地域は、通常に工業
やほかの産業が盛んでいる地域であり、農民は所得が比較的高く、自然災害に
対抗する能力も高い。それと反対に、所得水準の低い地域は同時に農業生産額
の高い地域であり、地域農民が農業災害保険への需要が高いが、地方政府は保
険を支援する能力が比較的に低く、相応に中央財政が出す掛金の補助額が少な
いもしくは資金の到達が遅い。このように、農業災害保険に対する中央政府の
支援は地域との間で差別が存在する。	 
	 第三は、補償水準が低いものである。現在、およそすべての対象品目の補償
水準は普遍に生産投入の約三分の一のみ値する。それゆえ、もっと多くの保険
金を受け取れるために、農民はもっと多くの保険掛金を支払う意欲がある。た
だし、保険掛金の増加につれて、国の補助も相応に増やさなければならない。	 
	 ここで、中国経済週刊（2014）を参考して、黒竜江省の孫呉県を事例に説明
する。黒竜江省において農業災害保険掛金に対して、常に中央レベルは 40％、
省レベルは 25％、県レベルは 20％、それぞれの補助額を提供する。2014 年に、
貧困地域である孫呉県では 176 万ムーの耕地の中で、55 万ムーが農業災害保険
に加入した。それによって、県政府は 135 万元の補助金を拠出しなければなら
なく、農林水産業への予算の約 2％に値した。もしすべての耕地が保険に加入
すれば、県政府が支払う掛金補助は 396 万元になる。これは、県政府にとって
難題である。孫呉県では、2013 年時点に農民一人当たりの所得が 8000 元であ
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り、全国平均的水準を下回った。そして、孫呉県よりもっと貧困な地域では、
農業災害保険への補助も困難であると推測できる。	 
	 孫呉県の副県長によって、現在孫呉県ではただ耕地面積の 30％のみ保険に加
入したが、もしも加入率を増えれば、保険掛金の補助率を同時に調整すること
が望ましい。例えば、県レベルの補助率を取消して、中央レベルもしくは省レ
ベルに移転する。ただし、黒竜江省の場合に、もしも県レベルの掛金補助を取
消し省レベルに移転すれば、たとえすべての水稲、トウモロコシ、小麦と大豆
を保険に加入させると、省政府は 7.5 億元の掛金補助を拠出しなければならな
い。2013 年省政府は約 1700 億元の財政的収入を得ることに対して、約 3000 億
元を支出して、不足の部分が国の移転支出に依存した。そのため、省政府はこ
の補助金を負担することも難しい。中央政府の補助率を増加することが望まれ
る。	 
	 2014年に中国農業災害保険の保険掛金収入は325.7億元であった。その中で、
農業部が支払った補助金は約 13.5 億元であり、中央財政18補助額（151 億元）
の約 9％のみ占めており、保険掛金収入のわずか 4％しか当たらなかった。	 
	 図 4‐11 は、2007～2014 年、毎年の農業部の部門決算19を示したものである。
この図からわかるように、農業への支出が部門決算に占める割合は、2007 年の
33％から 2014 年の 60％まで大幅に増加した。これは、農業が重視されること
を説明できる。なお、2007 年中央財政は初めて農業災害保険に掛金補助を拠出
したとき、農業部が支払った補助金額は 0.4 億元であることに対して、その後
補助額が増加し続けており、2014 年は 13.5 億元に達し、農業支出に占める割
合も 0.5％から 5.8％まで増加した。それゆえ、今後、所得水準の低い市・県が
負担する掛金補助を取り消しして、さらに省レベルの補助率を削減して、中央
財政、特別に農業部はもっと多くの補助金を拠出ることができるではないかと
考えられる。	 
	 
図 4‐11	 農業部の部門決算	 
	 	 	 	 	 出典：中華人民共和国農業部 http://www.moa.gov.cn/	 
                                                        
18 中央財政収入は、主に中央政府と地方政府が商工業などから徴収した税金、去年、中央の収入が支出を
マイナスして残った利益、または商務部や農業部などの部門からの収入によって構成される。 
19 2014 年のみは予算である。 
億元 
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７．農業災害保険の発展状況	 
	 
	 	 中国における農業災害保険は、	 2008 年から全国に普及されているが、その
発展スピードや農業災害補償制度の確立状況、政府の財政支持など、地域と地
域、特別に所得水準の高い地域と所得水準の低い地域の間で、非常に格差が存
在する。	 
	 
１）所得水準の高い地域における農業災害保険の現状	 
	 ここでまず、北京市を事例として、中国の所得水準の高い地域における農業
災害保険の現状を紹介する。	 
	 
（１）北京の紹介	 
	 北京は中国の首都として、全国の政治・経済の政策・戦略を決定する中心地
である。北京市の下において 13 つ区と 2 つ県があり、総面積が 1.64 万 hm2で
あり、人口が 2069.3 万人（2012 年）である。北京における都市部住民の所得
は 3.65 万元であり、農民の所得は 1.65 万元であり、中国平均的所得の 35％と
109％、それぞれ上回る。2012 年に北京において一人あたりの GDP は 8.6 万元
であり、1.3 万ドルと等しく、世界銀行が定めた裕福な水準に近づいた。それ
ゆえ、北京は中国における所得水準の高い地域の代表であると見なしている。	 
	 北京における農業生産は都市型である。その特徴は農村部が都市に近づくた
め、都市の資源を利用できる一方で、耕地が奪いとられる恐れがあり、または
都市に食料を提供する、都市周辺の緑の景色を維持するという二つ責任を負っ
ている。	 
	 
（２）北京における農業災害保険の特徴	 	 
	 前述したように、北京は中国における政策的農業災害保険が実施される先頭
地域の一つであり、経営モデルもその代表的なもののひとつである。農業災害
保険仕組みの内容は前述のようにまとめられた。その特徴は、以下の四点から
挙げられる。	 
	 第一に、損害の大きさに応じて保険金の支払いが農民→保険会社→政府→大
災害準備金と補償責任を分担していることである（表 4‐8参照）。北京におい
て農業生産リスクは、まず最初に農民が損失の一定割合を自分で負担する。例
えば、小麦保険の場合、成熟期以外の時期に小麦が被災されると、「再び芽吹
く期」には農民が 6 割の損失、「出穂期」には 4 割、「乳塾期」には 2 割、そ
れぞれ自ら負担する。その次に、損失は保険により管理される。小麦保険の場
合に、「再び芽吹く期」には保険が小麦損失の 4 割を補償し、「出穂期」には
6 割、「乳塾期」には 8 割、「成熟期」には損失の全部、それぞれ補償する。
農業災害保険は補償率が 160％以上超えると、超過リスクの管理が政府に任さ
れる。前述したように、政府は主に再保険市場で超過リスクをプールする。最
後に、毎年ずつ蓄積してきた大災害準備金により農民を補償することである。	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 第二に、政府は農業災害保険に強い財政支持を与える点である。加入農民に
対し、中央政府と北京市政府は、それぞれ保険掛金一定補助の補償を提供する。
余下の部分は加入農民が自ら負担である。	 
	 表 4‐9 で示したように、北京における各品目に対する保険掛金の補助率が
50％～60％に達して、先進国であるアメリカや日本のそのものと同様であるも
しくは上回る。	 
	 第三に、農業災害保険の対象種類が多い点である。	 
	 	 表 4‐10 で示したように、北京における農業災害保険の対象種類は、小麦や
水稲など糧食作物から、果物、野菜、家畜、温室施設、農機具、さらには農機
具を操る農民の人身事故まで、カバーの範囲が広く、中国においてもっとも広
いとも言える。	 
	 	 第四に、農業災害保険試行制度が確立される点である。北京における農業災
害保険試行制度は、最初に 2008 年 1 月に公布され、今までの 6年間で毎年のよ
うに修正を行う。修正の内容は、保険対象種類の増減や保険掛金率の調整、保
険責任の増加、契約書条項の増減などである。試行制度の修正は、試行プロジ
ェクト展開の実状によるものであり、農民にもっと良い保障を提供する、保険
経営機構の経営リスクと経営コストを控えるためである。そのような修正が続
いているからこそ、補償制度は完全化に向かている。	 
	 	 
表 4‐8	 北京市における農業災害保険の補償責任の分担	 
レベル	 補償責任の分担	 
農民	 作物の生育プロセスによって、0～60％の損失を自家保有	 
保険会社	 作物損失の 40％～100％を補償、及び保険金支払いの上限が保険
掛金収入の 160％まで	 
政府	 保険金支払いが保険掛金収入の 160％を超える部分を負担	 
大災害準備金	 保険金支払いが保険掛金収入の 300％を超える部分を負担	 
出典：北京市農業保険条例（2014）	 
	 
表 4‐9	 北京における農業災害保険掛金補助	 
作物	 
保険掛金補助	 
中央	 北京市	 
小麦、水稲、トウモロコシ	 35％	 25％	 
豆類、果物、野菜	 /	 50％	 
温室施設	 /	 50％	 
種豚	 /	 50％	 
雌豚、肉豚、乳牛	 40％	 20％	 
家畜	 /	 /	 
	 	 	 	 	 出典：北京市農業災害保険試行制度 2014	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（３）北京における農業災害保険の実態	 
	 	 2013 年の年末まで、北京における農業災害保険は耕地の引受率が 75％に達し、
加入戸数が 92.9 万戸、全体の 81％に占めている。	 
	 	 中国の農業災害保険はコスト保険であり、再生産できるような資金を農民に
補償することが保険の目的であるが、北京市の農業災害保険は収穫量保険であ
る。北京市における農業災害保険が展開されてから、農民に大きな保障を提供
してきた。例えば、2012 年 7 月 21 日に房山区が特大な豪雨に襲われた。豪雨
による農業の直接的な経済損失は 28 億元に達した。房山区に住んでいる 1843
戸の農家が被災され、農業災害保険の対象に属する 13 種の作物が被害された。
21 日から 20 日間の間で、農業災害保険から被災された農家は 2513 万元の保険
金を受け取り、再生産できるようになった。	 
	 同年の 11 月 2 日に、延庆県が大雪に襲われ、作物のみならず園芸施設も破壊
された。家畜の棚と牛舎、豚舎の倒れによって、20.2 万羽の家畜と 66 匹の牛、
419 匹の豚が死亡した。農業災害保険によって、栽植産業に従事する農民はは
1518 万元、養殖産業に従事する農家はが 213.78 万元をそれぞれ受け取った。	 
	 
表 4‐10	 北京における農業災害保険の対象種類について	 
保険種類	 保険金額	 掛金率	 保険種類	 保険金額	 掛金率	 
小麦	 600	 4%	 トウモロコシ	 600	 7%	 
豆類	 500	 3%	 水稲	 700	 8%	 
西瓜	 1000	 7%	 りんご	 2000、4000	 7%	 
桃	 2000、3000	 7%	 梨	 2000、4000	 7%	 
葡萄	 2000、3000	 6%	 柿	 1000、2000	 6%	 
さくらんぼ	 3000、5000	 7%	 ナツメ	 1000、2000	 6%	 
（秋）白菜	 800	 5%	 種豚	 2000	 5%	 
雌豚	 3000	 6%	 肉豚	 1000	 5%	 
乳牛	 6000、8000	 5%	 鶏/鴨	 30	 1%	 
漁業	 15000、80000	 3%	 杏	 1000、2000	 8%	 
トマト、キュウリ、
ナス、トウガラシ、
ササゲ	 
1000	 5%	 
野菜、メロン類
温室施設	 
構造：
160000	 
作物：3000	 
2%	 
4%	 
果物類温室施設	 
構造：160000	 
作物：15000	 
2%	 
4%	 
農機具	 新品の価格	 トラクター
8%、コンバ
イン 1.5%	 
コンバインに関す
る人身事故	 
死亡と身体障
害 10 万、	 
医療費用 1 万	 
（400元/
年）	 
コンバインの
第三者責任	 
死亡と身体
障害 80000、	 
医療費用
5000	 
（100 元/
月）	 
出典：北京農業災害補償試行制度 2014	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 以上の二つの事例から見ると、政策的農業災害保険は農民の生活を保障する、
農業生産を安定化させるために、大きな役割を果たしてきた。前述に言ったよ
うに、中国は農業生産大国の一つであり、全国にわたって農業災害保険が必要
となる。特別に、農業総生産が高い省・自治区において、農業が重要な位置に
占めており、農民の所得と農業生産の安定を確保するため、農業災害保険が更
に不可欠であると考えている。	 
	 
２）所得水準の低い地域における農業災害保険の展開状況	 
（１）中国における農業災害保険の普及状況	 
	 	 2008 年に中央政府は最初に農業災害保険に補助金を拠出してから、20 つ省・
自治区・直轄市では農業災害保険が全域に普及している。これらの地域では一
つまたは複数の保険種類を採用しているが、それぞれに対して中央政府の保険
掛金補助を受けている。このように手厚い補助を受ける地域がある一方、雲南
省や広西チワン族自治区など 8 つの省・自治区では、中央政府による保険掛金
補助を得るが、少数の加入農民しか補助を受けなく、農業災害保険の実施も省・
自治区内の数県に留まる（図 4‐12）。	 
	 このような地域において農業災害保険が商業保険会社で経営するため、利潤
を経営目的とする商業保険会社は補償率の高い農業災害保険に何の利点も提供
しない運命にある。	 
	 
	 
図 4‐12	 中国における農業災害保険の普及状況	 
	 出典：Baidu	 中国地図により筆者加筆	 
	 注：1.普及した地域：加入農民全員が中央政府と地方政府からの保険掛金補助を受けている	 
	 	 	 	 	 2.普及していない地域：中央政府や地方政府からの保険掛金補助があるが、金額が有限	 
	 	 	 	 	 であり、経営規模の大きな農民が優先に受け取れる。農業災害保険の実施も省・自治区内	 
	 	 	 の数県に留まる。実施しない地域：第二・第三産業を中心とする地域であり、本文では	 
	 	 	 検討しない。	 
	 普及していない地域	 
	 普及している地域	 
	 実施しない地域	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(2)所得水準の低い地域の経済状況	 
	 	 農業災害保険が普及していない地域は同時に所得水準の低い地域である。GDP
のランキングからわかるように、右側の地域は所得水準の比較的に低い地域で
あることに対して、左側の地域は所得水準の比較的に高い地域である（表 4‐
12）。	 
	 	 図 4‐13 で示したように、左側の広西～甘粛の８省・自治区は、右側の河北
～湖北の８省・自治区と比べると、GDP が低いが、農業生産額の割合が比較的
に高い。または、農業総生産の高い地域に住んでいる農民の所得は比較的に低
い。	 
	 
表 4‐11	 16 省・自治区の GDP ランキングの比較	 
地域	 河北	 湖南	 内モンゴル	 四川	 山東	 安徽	 河南	 湖北	 
GDPランキング	 6	 10	 15	 8	 3	 14	 5	 9	 
地域	 広西	 貴州	 チベット	 雲南	 青海	 寧夏	 陝西	 甘粛	 
GDPランキング	 18	 26	 31	 24	 30	 29	 19	 27	 
出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 
	 
図 4‐13	 16 つ省・自治区の農業総生産、GDP、両者の比（2013 年）	 
出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 
表 4‐12	 16 つ省・自治区の農民一人当たり所得の比較（2012 年）	 
地域	 河北	 湖南	 内モンゴル	 四川	 山東	 安徽	 河南	 湖北	 
所得	 8081	 7400	 7611	 7001	 9447	 7160	 7525	 7852	 
地域	 広西	 貴州	 チベット	 雲南	 青海	 寧夏	 陝西	 甘粛	 
所得	 6008	 4753	 5019	 5417	 5364	 6180	 5763	 4507	 
出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
百億元 
単位：元	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（３）所得水準の低い地域における農業災害保険の展開	 
	 雲南省や広西チワン族自治区などといった 8 つ省・自治区において、政策的
農業災害保険が 2007 年から実施し始めたが、全域に普及していなく、保険の保
障効果があまり見られない。	 
	 	 2007 年において、この 8つ省・自治区における農業災害保険は、保険対象種
類が少なく、試行範囲がただいくつかの村や県、市に留まり、狭かった。政府
は保険掛金補助を提供したが、ただ経営規模の大きな農業経営主のみ受けた。
または当時、中央政府は 4 つ地域のみに掛金補助を提供して、全部家畜保険が
実施する地域であった（表 4‐13）。	 
	 2007 年から今まで 7年を経て、これら地域における農業災害保険がよく発展
していた。具体的に言えば、保険対象種類が増え、政府が提供する保険掛金の
補助額が高くなり、試行地域も拡大した（表 4‐14）。	 
	 	 表 4‐13 に示したように、2007 年と比べると 2014 年には各地域における保
険対象種類が最初の一つか二つぐらいの地域特色のある農作物や種豚、乳牛な
どの価値の高い家畜から、糧食作物や経済作物、野菜、果物、家畜まで増加し
た。保険の試行範囲は拡大したもしくは加入農家数は大幅に増加し、各保険種
類の引受率も大幅に増加してきた。	 
保険掛金補助の変化について、これらの地域に対し中央財政は補助を二つの
方式で提供する。第一に、広西と寧夏のように一年一括して、一定金額の保険
掛金補助を提供する。第二に、青海と陝西のように品目別に保険掛金の一定割
合を補助する。しかし、相変わらず加入農民全員が保険掛金補助を得ることが
できず、経営規模の大きな農民は主要な補助対象となるもしくは優先に保険掛
金補助を受ける。小規模農民は補助金を受けないことが多く存在している。そ
の要因は、農業災害保険はまだ試行の段階であり、政府にとって大規模農家の
経営が地域の農業生産にもっと大きな影響を与えるため、彼らの経営の安定化
を優先に保障すべきと考えるわけである。その他、農業災害保険を経営する保
険会社に対し、政府は何の補助も提供していなく、保険会社が自ら損益の責任
を負う。	 
	 	 前に述べたように、中国における雲南省や広西チワン族自治区などといった
八つ省・自治区では、農業災害保険が普及していなく、保険の保障効果があま
り見られない。このような保険掛金補助を充分に受け取れない八つ省・自治区
は、農業総生産の割合が比較的高いが、所得水準は高くない地域である。しか
し、これらの地域においても自然災害は発生することから地域同様、農業災害
保険が不可欠である。	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表 4‐13	 2007 年所得水準の低い地域における農業災害保険の展開	 
地域	 保険対象種類	 保険掛金補助	 試行地域	 
広西	 サトウキビ	 自治区・市・県：60％	 2 県	 
貴州	 種豚、乳牛	 中央 50%、省 12%、市(州)9%、
県 9%	 
9 県	 
雲南	 種豚、乳牛	 中央 70％、地方政府 30％	 6 鎮・村	 
チベット	 農作物、家畜、家屋	 自治区 90％	 2 村	 
青海	 小麦、裸麦などの農作物	 省 86％、県 9％	 6 村・鎮	 
寧夏	 種豚	 中央 50％、自治区 3％	 1 市	 
陝西	 種豚、りんご	 省 50％、省 50％	 2 市	 
甘粛	 乳牛、トウモロコシ、りんご	 中央 30％、省 20％、県 10％	 3 県	 
出典：中国保険監督委員会ウェブサイトにより筆者作成	 
	 	 	 
表 4‐14	 2014 年所得水準の低い地域における農業災害保険の現状	 
地域	 保険対象種類	 保険掛金補助	 試行範囲（引受率）	 
広西	 水稲、バナナ、乳牛
等	 
中央 2.61 億元	 
地方 1.85 億元	 
水稲作付面積 18.4％、サト
ウキビ植付面積 45.6％	 
貴州	 水稲、小麦、煙草、
森林、馬鈴薯等	 
中央補助：11 種類以上	 88 県	 
雲南	 水稲、サトウキビ、
コーヒー、ヤク等	 
中央政府と省政府の補
助が全体の 60%	 
加入した農家が 460 万戸	 
チベット	 ‐	 ‐	 74 県	 
青海	 馬鈴薯、トウモロコ
シ、野菜等と肉豚、
乳牛等	 
中央 40％、省 30％～
40％、県 10～20％	 
農作物 229.31 万ムー	 
寧夏	 小麦、水稲、西瓜、
りんご、トマト、ク
コ等 14 種類	 
中央 8641 万元	 
省・市・県 1.28 億元	 
政府の補助が 70％に達
した	 
家畜 71.36 万頭、農作物
598.62 万ムー、加入農家
40.64 万戸	 
陝西	 種豚、乳牛、小麦、
アブラナ、綿花、ク
ルミ等 17 種類	 
家畜：中央 50％、省
21％、市 9％、農作物：
中央 50％、省 25％、市・
県 10％、森林：中央
30％、省 25％	 
家畜保険：全部の養殖企業、
農作物と果物保険：10 市、
森林保険：全省	 
甘粛	 種豚、ヤク、野菜、
アブラナ、綿花等 17
種類	 
中央：8 種類、地方：9
種類	 
大部分の市・州	 
出典：中華人民共和国財政部ウェブサイト	 中国保険監督委員会ウェブサイトにより筆者整理	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７．まとめ	 
	 
	 	 現在、中国における農業災害保険は正式に展開する階段であるが、補償制度
は着々と整備されている。	 
	 北京における農業災害保険は、先進国と同様に保険対象種類が多いこと、保
険掛金補助が高いこと、詳しい補償制度が確立されること、政府により大災害
リスクプールメカニズムが構築されることなどの特徴を有している。そのため、
北京における農業災害保険は活発しており、農民に非常に良好なリスク保障を
提供してきた。北京以外の 20 つ省・自治区・直轄市においても、政府から手厚
い補助を受け取れるからこそ、農業災害保険はうまく進んでいく。その一方で、
8 つ所得水準の低い省・自治区における農業災害保険がまだ試行しており、7
年間の間で保険対象種類や保険実施の地域などが増加し続けており、中央財政
からの保険掛金補助もどんどん増えていくが、大規模農民の補助を受け取れる。
地域と地域の間で農業災害保険の発展が不均衡であることは、現在中国におけ
る農業災害保険の課題の一つであると考えられる。	 
そこで次の章では、中国国内で自然災害が多く発生するにもかかわらず、農
業が盛んで、かつ農業災害保険が十分に普及していない広西チワン族自治区柳
江県を対象に、サトウキビ保険の加入状況、及び保険に加入している経営と加
入していない経営にどのような特徴があるのかを明らかにし、今後いかにして
サトウキビ保険に加入する意欲を高め、加入率を向上させることができるのか、
その方策について考察する。	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第５章	 農業災害保険への加入決定要因に関する分析	 
	 
	 
１．はじめに	 
	 
	 	 農業災害保険の需要に関する研究として、趙建東・馮慶水（2009）は安徽省
を，杜鵬（2011）は河北省を、それぞれ分析対象地域に選定し、保険加入意欲
の影響要因について分析した。そこでは、所得や教育レベルなど地域によって
要因は異なるが、保険の加入経験と保険をよく理解することが共通に重要であ
ると結論づけられている。なお、既存研究いずれも全て農業災害保険全体に関
する分析であり、品目別の研究はみられない。	 
	 そして本章では、広西チワン族自治区柳江県を対象に、サトウキビ保険の加
入率を向上させるために、農民の個人、経営特徴から分析していく。	 
	 
２．広西チワン族自治区と柳江県の概要	 
	 
１）対象地域の選定	 
	 	 広西チワン族自治区（以下,広西と略称）の主要な産業は製糖業である、広西
の砂糖生産量は中国の生産量の半分以上を占めている。しかし、自然災害が頻
発し、砂糖の原料であるサトウキビ栽培は大きな被害を受けている。砂糖の生
産を安定させるため柳江県ではサトウキビ保険を試行しているが、いまだ全区
に普及はしていない。	 
	 
２）対象地域の概要	 
（１）広西チワン自治区	 
①広西の地形と気候	 
	 広西は、中国における五つ少数民族自治区のひとつであり、中国西南部の沿
海に位置し、東南アジアに向かって、ベトナムと隣接しており、西部の資源型
経済20と東南部の開放型経済21との結合体である（図 5‐1）。広西の下で、14
つ市と 110 つ県が設置される。	 
	 広西は山地丘陵盆地の地形であり、総面積 23.67 万平方キロメートルの中で
約 70.8％が山地と丘陵である。地形の起伏が激しい地域が多いため一戸当たり
の耕作面積が小さく、零細的な農業が多い。	 
	 広西では河川が多く、河川の長さの総合計が 3.4 万キロメートルに達した。
水域の面積は総面積の 3.4％に占めている。年平均降水量は 1,070 ミリメート
ル（1,500～2,000 ミリメートルの地域も多い）であり、水資源が豊富である。	 
                                                        
20 資源型経済は、資源に依頼する経済とも呼び、鉱物資源などの自然資源が豊富な地域において、自然資
源を採掘し加工して、一次製品を得るという経済の成長モデルである。 
21 開放型経済は、開放経済とも呼び、外国との経済取引が自由にできる経済体制である。 
 -８６- 
	 
	 
図 5‐1 中国と広西の地理位置	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：Baidu	 広西チワン族自治区	 
	 	 
亜熱帯モンスーン気候であるため、気候が温暖で、熱量が豊富で、光照時間が
長く、夏が長く冬が短く、年平均気温は 16.0～23.0℃（最高 42.5℃、最低‐
8.4℃）である。このような良好な気象条件を活かし、広西では果物・米・サト
ウキビなどの農業生産が盛んである。	 
	 
②広西の農業生産状況	 
	 図 5‐2によるおと、広西の農作物作付面積は 1994～2013 年の 20 年間で、概
ね 550～630 万 ha の間で変動している。2013 年時点、広西の農作物作付面積は
中国各省、市、自治区の第 12 位に占めて、農作物の作付規模が中等級と思われ
る。	 
	 
	 
図 5‐2	 広西農作物作付面積	 
	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 1995～2014	 
百万 ha 
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図 5‐3	 広西の農業生産額と割合	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 2014	 
	 
	 
図 5‐4	 広西農産品の生産状況	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 2014	 
	 
	 図5‐3は1978～2012年の間に広西の農業生産額の推移を示したものである。
改革開放（1978 年）以来、広西の農業生産額が概ね年々増加しており、特別に
2000 年以降それはさらに迅速に増加して、2000 年の 2080 億元から 2013 年の
14378 億元に飛躍的に増加した。それと反対に、広西 GDP に占める農業生産額
の割合は 1980 年代以降減少しており、1978 年のピークの 49％から 2013 年の
13％まで下落した。その要因は、第二次第三次産業の繁栄、この二つの生産額
が 1978 年の 59％から 2013 年の 84％まで増加したことがわかった。ただし、広
西の農業生産が衰えるとは言えず、逆にその生産が旺盛である。広西は古くか
ら中国重要な農産品生産地の一つである。	 
	 図 5‐4に示したように、1994 年からの 20 年間、広西では糧食の生産量変動
が緩く、その生産が概ね安定しているが、2001 年以降それが少し減少しており、
2001 年の 1,607 万㎏から 2012 年の 1,485 万㎏まで減少した。そして 2010 年以
降糧食生産量はいささか回復して、2013 年にそれは過去 12 年間の最高水準の
1,522 万㎏に達して、一人あたりの糧食生産量が 323.75 キログラムである。た
だし、たとえ一人は一日当たり１㎏の糧食を食べれば、広西の糧食生産量がす
百億元	 
百万 t	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べての人の食料需要を満足することができない。近年、糧食作物の作付利益が
低く生産コストが高いため、農民は糧食を生産する積極性が低く、糧食生産が
不足している問題が現れた。	 
	 広西は中国最大のサトウキビ生産地であり、図 5‐4によるとサトウキビ生産
量が 2004 年の 2,320 万㎏から 2013 年の 8,104 万㎏まで大幅に増加した。広西
では 104 つ製糖工業があり、その下で 30 万名以上の従業員がいる。サトウキビ
の栽培面積は広西面積の三分の一に占めており、約 2,000 万名の農民がサトウ
キビ生産に従事している。そのため、サトウキビ生産は広西の中核産業である。	 
	 ただし近年、砂糖輸入量の増加につれて、国内市場でサトウキビ価格が低下
している。2014 年中国製糖業経済発展論壇の分析によって、現在全世界にわた
って砂糖の供給が需要を超えるために、サトウキビの価格は低い水準を維持し
ている。砂糖の価格は過去の7,000元/kgから2014年の4,000元まで下落して、
サトウキビ価格も相応に下がった。生産コストの増加に加え、一部の農民はサ
トウキビ生産をやめた。2015 年サトウキのビ栽培規模は 2014 年より 100 万ム
（ー約 6.67 万 ha）を減少した。広西のサトウキビ生産量は全国生産量の約 60％
を占めて、砂糖生産量の安定は自治区経済乃至全国にも影響を与える。それゆ
え、サトウキビ生産を安定するため、広西政府はサトウキビ価格を直接補助す
るもしくはサトウキビ栽培に転作する農民に補助金を出すなど、様々な支援措
置を実行している。	 
	 サトウキビ生産の低迷と反対に、果物と野菜など地域の特色がある産業がと
ても旺盛している。同図からわかるように、果物の生産量は年々増加しており、
1994 年の 222 万㎏から 2013 年の 1,433 万㎏まで増加して、ブンタンやカキ、
マンゴ、リュウガンなどの果物が大量に生産している。果物の栽培面積は 1994
年の 37 万 ha から 2013 年 100 万 ha 以上に拡大し、全国の第五位に昇った。農
民の果物栽培所得は 766 元であり、所得全体（6791 元、2013 年）の約 12％に
占めた。1990 年代以降は、広西の人々が衣食の問題を解決したため、果物への
需要が次第に増加している。果物生産がもたらす経済収益は糧食やサトウキビ
生産より高いことに加え、広西の果物生産が旺盛している要因となっている。	 
	 野菜の生産量22も年々増加している。2013 年野菜の栽培面積は 109 万 ha であ
り、生産量が 2,391 万㎏に達して、レンコンやオオクログワイ、ニンニク、サ
トイモなどが大量に生産しており、国内外でも知名度がある。広西は毎年中国
の北部に運送する野菜は約 780 万㎏であり、それと同時に周りの珠江デルタや
香港、澳門にも野菜を提供している。広西は中国最大の野菜生産地とも言えよ
う。2014 年野菜産業の生産額は 510 億元であり、最初の生産額が 500 億元を超
える栽植産業である。	 
	 そのほか、蚕の繭の生産量が中国生産量の約半分に値し、世界第二位のイン
ドの生産量を超えた。でんぷんや工業用アルコールの原材料であるキャッサバ
の生産量も多く、中国の首位である。	 
                                                        
22	 1994～1999 年のデータがない。	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 栽植産業と比較すると、養殖産業は目立たない。1994 年からの 20 年間は、
肉類生産量が大凡250万㎏であり、大きな変動が見られない。肉類の中で約90％
は豚肉である。近年、豚肉の価格が下落したり H7N9 ウイルスが爆発したりして
も、政府はさまざまな支援を提供しているため、豚肉生産を安定することがで
きた。	 
	 
③広西の農民人口	 
	 図 5‐5によると、広西では農家戸数が 1994 年以降緩やかに上昇しているこ
とと反対に、農民の人数が増やしたり減ったりし激しい変動が見える。その要
因は 2000 年から、1980 年代以降に生まれた若者が成人になり、彼らの思想が
もっと自由になり、農村に住んで農業生産に従事する現状に甘んじなく、次々
と離農し都市へ向かって仕事を求める人数が多かったわけである。したがって、
膨大な人口を有する中国でも、現在農村の労働力が不足している課題が存在す
る。中国の農業経営は主に家庭経営であり、種まきや収穫など農作業が忙しい
時期に、農村に残る父と母もしくはほかの親族は他人を雇わざるを得ない。	 
	 また、表 5‐1のように広西は中国全体と比べても生産額、人口ともに 1次産
業に関する割合が大きい。特に、人口比においては就業者人口の半数以上が 1
次産業に従事している。そのため 1 次産業、とりわけ農業に関する政策や取り
組みは非常に重要であると言える。	 
	 
図 5‐5	 広西の農家戸数と農民人口の推移	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 1994～2013 年	 
	 
表 5‐1	 広西と中国の産業構成比（2013 年）	 
	 1 次産業	 2 次産業	 3 次産業	 
生産額比	 
中国	 10.0％	 43.9％	 46.1％	 
広西	 16.3％	 47.7％	 40.0％	 
人口比	 
中国	 31.4％	 30.1％	 38.5％	 
広西	 53.5％	 19.0％	 26.1％	 
出典：中国統計年鑑 2014	 広西統計年鑑 2014 に基づき筆者作成	 
十万人 十万戸 
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④広西農民の所得	 
	 図 5‐6 に示したように、広西農民の所得は 1978 年の 122 元から 2013 年の
6791 元に、約 55 倍を増加した。全国平均水準と比べると、1990 年代広西農民
所得は一度それを超えたが、2000 年に入ってから両者の比率が次第に減ってい
る。その要因は、広西の下で各市農民の所得の間で、大きな格差が存在するわ
けである。	 
	 表 5‐2 からわかるように、2013 年広西各市農民所得の最高と最低の差額は
3,359 元であるが、2014 年それはさらに拡大して、3801 になった。ただし、2013
年と 2014 年と比較すると、広西農民の所得増加率は約 11.4％に達した。広西
農民所得増加の要因は、以下の通りになっている。	 
	 第一は、賃金収入が増加したことである。農民所得は主に賃金収入、家庭経
営収入、資産収入、または移転性収入（特定収入）から構成する。2014 年農民
の農外仕事からの所得は2,967元であり、2013年と比べると9.4％の増であり、
所得全体増加率の 32.9％に占めた。賃金収入の増加は、所得全体増加の要因と
なっている。	 
	 第二は、糧食や野菜、果物など主要な農産品の価格と生産量がともに増加し
たことである。糧食生産量は 0.8％を増加して、野菜は 6.5％、果物は 9.9％、
それぞれ増加した。または糧食の価格は 3.0％が上昇して、野菜は 2.3％、果物
は 1.5％、それぞれ高くなった。2014 年農民の家庭経営所得は 3,732 元であり、
2013 年より 9.1％の増を取れて、所得全体増加率の 40.3％を貢献した。ちなみ
に、家庭経営所得の 83％は農業所得である。	 
	 第三は、2014 年グリーンツーリズムの発展は、農民に 518 元の所得をもたら
す。または、政府は農機具や作物と家畜の良質品種への補助を増やし、それに
よって農民が受け取った農業補助金も多くなった。2014 年農民一人当たりの特
定収入は 761 元に達して、所得全体の 10.1％に値して、所得増加への貢献度が
22.％に達した。	 
	 
	 
	 
図 5‐6	 広西農民の所得と全国平均水準との比較	 
	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2014	 広西統計年鑑 2014	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表 5‐2	 広西各市の農民所得	 
	 2014年農民所得（元）	 2013 年農民所得（元）	 増加額（元）	 増加（％）	 
防城港市	 9,524	 8,557	 967	 11.3	 
桂林市	 9,431	 8,361	 1,070	 12.8	 
玉林市	 9,314	 8,272	 1,042	 12.6	 
貴港市	 9,131	 8,189	 942	 11.5	 
北海市	 9,079	 8,239	 840	 10.2	 
欽州市	 8,892	 8,054	 838	 10.4	 
柳州市	 8,606	 7,663	 943	 12.3	 
南寧市	 8,576	 7,685	 891	 11.6	 
梧州市	 8,342	 7,475	 867	 11.6	 
来賓市	 7,751	 7,085	 666	 9.4	 
崇左市	 7,707	 7,077	 630	 8.9	 
賀州市	 7,337	 6,557	 780	 11.9	 
百色市	 6,145	 5,409	 736	 13.6	 
河池市	 5,723	 5,198	 525	 10.1	 
広西平均	 7,565	 6,791	 774	 11.4	 
	 出典：広西統計局 2015 年 4 月 1 日	 
	 
	 	 要するに、広西はの農業は前と同様に相変わらず重要な産業である。過去
と異なり、現在は野菜や果物など地域の特色がある産業がもっと繁栄している。
これらの生産は、糧食やサトウキビと比べると、農作業がもっと簡単であり、
農産品の売れ行きがよく収益も高いため、農民がこれらの生産に従事する積極
性が高い。	 
	 
（２）柳江県	 
	 柳江県は広西の中部に位置し、広西最大の工業都市である柳州市の衛星県で
あり、水陸空の交通要所である（図 5‐7参照）。柳江県の面積は 2,504 平方キ
ロメートルであり、人口は 64.84 万人である。柳江県は広西唯一の外国貿易輸
出ができる県である。柳江県は同様に亜熱帯モンスーン気候であり、光照時間
が長く、降雨量が多く、気候が温暖である。年平均の日照時間が 1600 時間以上
で、降雨量が 1400 ㎜以上で、気温が 20.4℃である。このような温かく湿潤な
気候に恵まれて、柳江県の農業生産が盛んでいる。	 
①柳江県の農業生産状況	 
	 図 5‐8に示した通りに、1978 年以降柳江県農業生産額の成長趨勢が広西と
大凡同様である。改革開放初期に、柳江県の主要な産業は農業であったが、現
在は工業が盛んで、農業生産額が次第に減少しており、農業生産額の割合は総
生産額の 21％に低下した（2013 年）。ただし、柳江県は現在でも相変わらず広
西農産品主要な生産地のひとつである。	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図 5‐7	 柳江県の地理位置	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 
	 
図 5‐8	 柳江県の農業生産額の推移	 
	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014 年	 
	 
図 5‐9	 柳江県の農産品生産状況	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014 年	 
	 
	 図 5‐9からわかるように。、柳江県ではサトウキビ生産量がすべての農産品
生産量と比較すると、ナンバーワンである。サトウキビ生産の旺盛と反対に、
糧食作物の生産が前から月並みである。柳江県は広西の主要なサトウキビ生産
地の一つである。日本のサトウキビ産地である沖縄（那覇市）と比較してもわ
かるように、気象条件はサトウキビ生産に適している（表 5‐3）。ただし近年、
前述したようにサトウキビの生産コストが上昇し、砂糖の価格が下落し、プラ	 
千万元 
万㎏ 
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表 5‐3	 柳江県と那覇市の気象条件の比較	 
	 柳江県	 那覇市	 
年間平均気温（℃）	 20.4	 23.1	 
月別最高平均気温（℃）	 28.9（7月）	 28.9（7月）	 
月別最低平均気温（℃）	 10.4（1月）	 17.0（1月）	 
平均年間降雨量（mm）	 1424.7	 2040.8	 
年間平均日照時間（時間）	 1600	 1774	 
	 	 	 	 	 出典：柳江県政府、気象庁より筆者作成	 
	 
スサトウキビ収穫の作業が冬に困難であるため、一部の農民はサトウキビ栽培
をやめて、果物生産に転じる傾向にある。これは、2005 以降果物の生産量が激
増している要因の一つである。柳江県の果物は、ブドウやみかん、カキ、イチ
ゴ、ブンタン、サンザシなどがあげられる。現在の果物の栽培は、概ね大規模
の果樹（約 100 ムー）で行い、先進な技術を用い生産した果物は品質が良く、
売れ行きがよい。柳江県は広西主要な豚肉生産地のひとつであり、2013 年豚肉
の生産量が総生産量の約 1.2％に値した。そのほか、水産品は主に淡水魚であ
り、その生産量が緩やかに増加している。	 
	 
②柳江県の農民	 
	 柳江県農民人口は 48 万人であり、総人口の約 86％を占めている。1990 年代
以降、総人口は緩やかに上昇しているが、農民人口の割合が大きな変動がない。
これは、柳江県の農業に従事する人数が安定していると推測できる。	 
③柳江県農民の所得	 
	 図5‐11によると、柳江県農民の所得は1978年の 104元から 2013年の 9,182
元まで飛躍的増加したことがわかった。なお、2001 年から柳江県農民の所得は
広西の平均水準より高くなり、2006 年以降全国平均水準を上回った。	 
	 柳江県農民所得増加の要因は、以下の三点があげられる。第一点は、県政府
は糧食補助やサトウキビ補助など農業補助金を農民に交付することである。第
二点は、政府は糧食生産とサトウキビ生産を確保したうえで、野菜や果物、蚕
などの地域特色がある産業も強力に発展することである。2002 年から、レンコ
ンや生姜、ブドウ、なし、蚕などの生産基地が次々と設立されている。これら
の生産基地に基づき、全国的生産地農産物売価を決める中心は確立され、農産
品の売価を安定・向上することを通じ、地域農民の収入・利益を確保すること
ができた。最後は、農民の農外収入が増加したことである。2012 年、柳江県か
ら近隣の柳州市に移動する労動力は 8.71 万人であり、これによって得られる農
外所得が約 8,000 万元になり、同年の柳江県農業生産額の 24.5％に値した。	 
	 柳江県は現在、野菜や果物など地域特色がある農業生産が盛んでいるが、中
核農業産業がサトウキビ産業である。	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図 5‐10	 柳江県総人口と農業人口	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014	 
	 
図 5‐11	 柳江県農民所得	 
	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014 年	 
	 
３．広西のサトウキビ生産の概要	 
	 
	 食糖は、主に白砂糖や黒砂糖、氷砂糖など砂糖類であり、調味料として食べ
物の味わいを増やせる一方で、蛋白質や炭水化物などの栄養物質も含めて人間
の健康に良いものである。砂糖は主にサトウキビや甜菜から生産される。	 
	 中国では、サトウキビが主に南部の広西や広東省、雲南省、海南省に栽培さ
れることに対して、甜菜が主に北部に栽培される。ところで、サトウキビの生
産量は甜菜の生産量より遥かに高い。サトウキビは中国主要な砂糖作物である
（図 5‐12）。その一方で、図 5‐13 で示したように、広西におけるサトウキ
ビ生産量は中国の首位であり、2005 年以降全国生産量の 6割以上に昇った。温
暖な気象条件を活かしたサトウキビ植付は広西での中心的な作物である。その
ため広西において、サトウキビは様々な経済効果をもたらす重要な農業生産物
であると言える（表 5‐4）。具体的には、以下の 2点から挙げられる。	 
百元 
万人 
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図 5‐12	 中国におけるサトウキビと甜菜生産量の比較	 
	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2002̃2013 年より作成	 
	 	 
	 
図 5‐13	 広西チワン族自治区のサトウキビ生産量	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 	 	 表 5‐4	 広西自治区における経済作物植付面積の構成23	 
	 2001	 2005	 2012	 
経済作物24	 41.6%	 47.2%	 49.6%	 
サトウキビ	 8.1%	 11.8%	 18.5%	 
タバコ	 0.4%	 0.3%	 0.3%	 
ピーナツ	 3.8%	 3.8%	 3.1%	 
	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2013 に基づき筆者作成	 
	 
	 第 1点は、サトウキビ生産は政府にとって重要である。広西において全ての
115 つ市、県の中で、約半分の 53 つ市、県ではサトウキビが栽培され、その生
産からの税金が 21 治区財政収入の 3％以上を占めている。そして、サトウキビ
を生産する農民は 1200 万人つ県の財政収入25の半分以上占めている。全体から
                                                        
23	 経済作物以外は、水稲やトウモロコシ、大豆などの糧食作物である	 
24	 経済作物とは技術作物とも言い、綿花やタバコなど特定の経済用途がある農作物である	 
25	 財政的所得は、税金、国有資産収益、国債収益、料金の徴収等含めている	 
千万 t	 
千万 t 
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みると、製糖業から徴収した税金は自以上であり、農民人数全体の約 30％に示
占めている（2012 年）。または、サトウキビは砂糖を製造するだけでなく、そ
の生産プロセスの中で生み出されるアルコールや繊維、クエン酸などの 10 種類
の副産物が生産され、それらの生産も重要な産業となっている。このように、
サトウキビは政府にとって主要な産業であることがわかった。	 
	 第 2点は、サトウキビ生産は製糖工場及び製糖業にとって重要である。広西
の温暖な気候に恵まれて、サトウキビは早めに成熟できて、糖分の含有量（糖
度）も多く蓄積できる。そのため、毎年良質のサトウキビが大量に収穫できる。
製糖工場はこのようなサトウキビを搾取して加工してから、品質のよい砂糖を
得られる。または、サトウキビ原料が大量にあることから、製糖工場の設備利
用率が上昇して、砂糖の生産コストが低下した。	 
	 	 図 5‐14 にみられるように、2004 年以降広西において、自動車産業や金属
産業など製造産業の生産額の激増によって、製糖業生産額が工業生産額に占め
る割合は 8％から 4％に下落したが、その数値が依然として増加しており、2004
年 150 百億元から 2013 年 650 百億元に増加した。そして、製糖の原材料である
サトウキビの安定的供給が、製糖工場及び製糖業の利益に大きいな影響を与え
ている。	 
	 このように、広西においてサトウキビ生産の重要性がわかった。それに対し
て、広西では自然災害が多発しており、農業生産に甚大な被害をもたらしてい
る。なお、前述したように柳江県は広西のサトウキビ主要な生産地のひとつで
ある。図 5-15 からわかるように、サトウキビ生産量は広西全体の約 3％に値し
て、2001 年一度 5％に昇ったが、2008 年から次第に減っている。	 
	 
	 
図 5‐14	 広西における工業生産額及び製糖業生産額比率	 
	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 2005～2014 年より作成	 
百億元 
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図 5‐15	 柳江県サトウキビ生産量	 
	 	 	 	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑 2014、広西統計年鑑 2014	 
	 
４．広西における自然災害と農作物の損失	 
	 
	 広西における自然災害の特徴は、以下の三点から挙げられる。	 
	 第一は、自然災害の種類が多い点である。広西は亜熱帯モンスーン気候地域
に位置するため、春に豪雨、夏に台風が頻発し、それによって洪水や低地の冠
水などが引き起こされやすい。広西は山地が全体面積の約 71％を占めており、
豪雨が土石流や土砂崩れなどの二次災害をもたらすことが多い。その一方で、
秋に高温が続くことも多く、その時に降雨量が減少し旱魃が発生する。そのほ
か、強力な対流天気26の頻発に伴い、落雷や強風、雹も発生する。冬には暖流
と寒流が合わさり、降雨量が多く、気温も下がり、冷害が頻発する。	 
	 第二に、自然災害の発生率が高い点である。例えば、江セでは 1994 年や 1995
年、1996 年、2005 年において特大な洪水が発生した。	 
	 	 第三に、自然災害による農業生産の損失が高い点である。例えば、2003 の秋
から 2004 の春にかけて、旱魃により耕地面積の 135.2 万 ha（全体の 21.3％）
が被害された；1994 から 2007 年まで、統計データによると、洪水による農業
生産の損失が年平均で経済損失全体の 5％～15％に値し、GDP の 0.5％～9％に
値した；2001 年において第 3号と第 4号台風により、広西における直接的な経
済損失は 159.03 億元に達し、その中で農業生産の損失が 61 億元に達した。1999
年において冷害による広西全体の直接的な経済損失は 200 億元であった。前述
したような年度以外に、自然災害による損失はそれほど多くないが、各自然災
害による損失がそれぞれ何億元でもある。	 
	 図 5‐16 に示したように、広西では 2001 年から 10 年間、自然災害による農
作物の被害面積が総面積の 15～40％を占めている。には暖流と寒流が合流する
ことで、降雨量が多く、気温も下がり、冷害が頻発する。砂糖の生産量を確保
する、サトウキビを植付ける農民の生活も確保するため、2006 年に広西自治区	 
                                                        
26	 積乱雲がもたらす激しい天気(対流性雲の発達と対流性の降雨)	 
万 t 
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図 5‐16	 広西における農作物の被害状況	 
	 	 	 	 	 	 出典：広西統計年鑑 2011 により筆者作成	 
	 
における最初の新たな農業災害保険試行項目̶̶柳江県における政策的サトウキ
ビ保険が開始された。その後、ほかの県においても次々と農業災害保険試行プ
ロジェクトが実施し始めた。	 
	 
５．サトウキビのリスク管理	 
	 
自然災害に対抗するために、サトウキビ生産のリスク管理方法は、以下の 3
点から挙げられる。	 
第 1 は、サトウキビ品種を改良することである。広西において 1980 年代に、
台糖（全称、台湾多糖）という品種の植付が普遍である。しかしその一方で、
前述したように広西では台風や冷害、旱魃などがよく発生して、台糖サトウキ
ビは糖分の含有量が多いが、株が柔らかくて自然災害に対抗しにくい。それゆ
え 1990 年代から、台糖に基づきいくつかの広西の気候や土質状況によく合うサ
トウキビ品種が育成されて、桂糖 11 号、桂糖 17 号、桂糖 22 号などのように旱
魃や寒さ、横倒しに対抗できる品種である。	 
そして第 2 は、新品種を育成することである。具体的には、交雑育種や国外
（アメリカ、日本、オーストラリア、ブラジルなど）の良質品種を引き入れる
ことを通じて、CP80̶1827 や農林 8 号など新品種が得られて、これらからのサ
トウキビ生産量が大幅に上昇した。	 
最後に第 3 が、政府の援助である。自然災害がサトウキビの成熟時期に発生
した時に、政府はサトウキビの成熟状況や被害状況を評価した上で、サトウキ
ビ収穫計画を作成する。収穫計画によって、農民にすでに成熟したもしくは被
害状況がもっと厳しいサトウキビを先に収穫することを引導する。それと同時
に、農林水産部門や農業研究所など関連部門の技術職員は被災地域に行って、
サトウキビを救助して農民の災害救助活動を指導する。最後に、特に大きいな
自然災害が発生して、サトウキビが根まで被害されて全滅した場合に、政府は
新しい苗を農民一人ずつ無料で配る。現在、サトウキビ保険が試行されており、
以上の措置とともに農民の農業生産の安定を保障してる。	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６．柳江県における農業災害保険の展開	 
	 
１）広西の農業災害保険の展開	 
	 広西ではは早くも、1982 年に人民財産保険会社が商業保険会社モデルで農業
災害保険を販売していた。当時の保険の種類は森林火災保険、サトウキビ保険、
水稲保険、果物保険、家畜保険などがあった。1982～1992 年間、保険掛金収入
は 9962.6 万元、保険金支出は 9004.9 万元、それぞれであった。政策的な補助
がなかったため、農民は自主的に加入し、保険掛金の全額を自己負担していた。
しかし、1993 年以降、経営体制の変換につれて、農業災害保険は保険会社によ
り商業的経営に転換したため、農業災害保険業務が縮小された。2005 年，保険
掛金収入は 347 万元までに下落した。	 
	 自然災害に対して政府は、砂糖の生産量を確保するとともにサトウキビ農民
の生活を維持するために、2006 年に広西初の政策的農業災害保険を柳江県のサ
トウキビを対象に開始した。	 
	 
２）柳江県の政策的農業災害保険の仕組み	 
	 	 現在従来の農業災害保険は改められ、2006 年の柳江県における農業災害保険
は、サトウキビ保険、種豚保険、家屋保険という三種類において実施されてい
る（表 5‐5）。	 	 
	 図 5‐17	 には柳江県におけるサトウキビ保険の仕組みを示した。広西農業庁、
柳州市農業局、柳江県農業局は、それぞれ保険掛金補助を年一回、一括して中
国人民財産保険会社（以下保険会社）に交付する。保険会社は製糖工場との結
びつきが強く、農業災害保険の業務を製糖工場に委託する。それにより、製糖
工場が農民から保険掛金を徴収し、災害発生時には農民へ保険金を支払う。同
図で協保員とは、保険会社に雇われている村の住民である。協保員は、保険会
社の社員と協力しながら農業災害保険の宣伝や保険掛金の徴収等を請け負い、
災害発生時には被害状況の調査、及び災害防止方法の指導などを行う。柳江県
ではこのようなサトウキビ保険の仕組みになっており、それに加え近年の保険
の試行制度（表 5‐5）についてヒアリング調査を行った。	 
	 
	 
図 5‐17	 柳江県サトウキビ保険の仕組み	 
	 	 出典：ヒアリング調査に基づき筆者作成	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表 5‐5	 柳江県における農業災害保険試行制度	 
保険種類	 保険金	 保険掛金	 掛金補助	 農民負担	 保険責任	 
サトウキビ	 
500/ムー27	 
100元/ムー	 
30元/ム
ー	 
自治区40％	 
市10％、県10％	 
大農場：40％28	 
小農：全額	 
火災、豪雨	 
旱魃	 
種豚	 1000元/頭	 60元/頭	 
中央50％	 
自治区24％、県：
6％	 
20%	 疫病	 
家屋29	 10000元/戸	 10元/戸	 
自治区80％、県
20％	 
0	 
火災、洪水土、
石流	 
資料：ヒアリング調査に基づき筆者作成	 
	 
３）柳江県における農業災害保険の現状	 
	 さて、柳江県における近年のサトウキビ保険の加入面積や加入率、保険掛金収
入、保険金支出の推移を整理したのが表 5‐6である。それによると、2007 年
は保険加入率が低く、掛金収入も低かったものの、2008 年から保険加入率が大
幅に増加し、掛金収入も増加した。サトウキビ保険が始まった 2006 年は限定さ
れたエリアでの試行と保険契約の発効も翌年であったことから、2007 年の加入
率が低いのも当然である。その後、試行範囲の拡大と農民への宣伝強化によっ
て、2008 年の加入率は大幅に増加した。しかしその後、保険掛金収入と加入率
は年度ごとに増減を繰り返し変動している。	 
	 このような加入率の変動は、表 5‐6によると、主に小規模農民の加入脱退に
よるものである。その要因として、多くの小規模農民が掛金補助を受け取れな
いでいることが影響しているのではないかと考えられる。図 5‐17 に示したよ
うに、サトウキビ価格は毎年変動し、農民のサトウキビ収入もこれに左右され
る。また、2008 年以降は労賃の上昇によって生産費が増大していることから、
農業災害保険の掛金を支払う余裕がなければ、農民は農業災害保険に加入しな
い。さらに農民は、その年に災害が起きるか起きないかを独自に予測し、保険
に加入するかどうかを決めている。例えば、柳江県では 2008 年に大規模な冷害
が発生したものの、2009 年の保険加入率は低下している。これは農民が自分自
身の経験に基づき、このような大規模な冷害が続けて発生する可能性は低いと
考えたのではないかと思われる。このほかに、2012 年のヒアリング調査から、
サトウキビ栽培の利益は低く、成熟が冬期間にあって収穫活動（手作業）も困
難であることから、保険に加入していたサトウキビ農民でもサトウキビ生産を	 
                                                        
27	 サトウキビが全滅した場合には、農民に 500 元/ムーの保険金を支払う．サトウキビを収穫した後、製
糖工場に運ぶ前に被害にあう場合には、農民に 100 元/ムーを補償する。	 
28	 大農場とは、サトウキビ栽培面積が 100 ムー以上で、大型機械を保有し、種や肥料の供給から栽培、加
工までのプロセスを標準化している農場のことである．	 
29	 家屋保険は主に「両属両戸」、言いかえならば現役軍人の家族、軍人犠牲者の家族と所得水準は平均的
水準より低い人、労働力や所得がない人を対象とする、保険掛金が全部政府を負担し、純粋な貧困扶助プ
ロジェクトとするため、ここで検討しない。	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表 5‐6	 サトウキビ保険の加入面積と加入率	 
年	 
サトウキビ
栽培面積	 
（万ムー）	 
加入面積	 
（万ムー）	 
小規模農民
の加入面積	 
（万ムー）	 
加入率	 
掛金収入	 
（万元）	 
補償金	 
（万元）	 
備考	 
2007	 44.7	 0.84	 0.84	 1.88%	 52.5	 10.2	 
2008 年以降，
サトウキビ
栽培面積が
3.3 万ムーと
いう大農場
が加入	 
2008	 43.5	 5.80	 2.50	 13.32%	 147.1	 48.2	 
2009	 43.1	 3.99	 0.69	 9.23%	 119.8	 49.5	 
2010	 44.1	 5.00	 1.70	 11.35%	 150.1	 71.5	 
2011	 43.8	 3.55	 0.25	 8.10%	 106.5	 10.7	 
2012	 44.3	 3.67	 0.37	 8.29%	 110.0	 23.4	 
2013	 44.2	 3.40	 0.10	 7.69%	 101.7	 60.0	 
	 出典：ヒアリング調査に基づき筆者作成	 
	 
図 5‐18	 柳江県におけるサトウキビ生産量及び価格	 
	 	 	 	 	 	 出典：広西砂糖網より筆者作成	 
	 
止め、それに代わって近年需要が伸びており、利益が相対的に高く収穫作業も
比較的簡単な果実生産に転換していることが明らかになった。このことも、サ
トウキビ保険の加入率に影響を与えていると思われる。	 
	 
４）柳江県における農民の所得	 
	 柳江県における農民は所得が中国の平均水準とほぼ同じであるが、北京のそ
のものよりはるかに低い。北京は所得水準が高い地域であり、加入農民は全員
補助を受け取る。それと反対に、所得水準の低い柳江県に住んでいる農民は保
険掛金補助を受けない。または、柳江県農民のエンゲル係数が 48％～55％ほど
高い（図 5‐18）。言い換えれば、柳江県の農民はただまずまずの生活30のみで
あり、裕福ではないことがわかった。	 
	 図 5‐20 で示したように、柳江県における農民は農業災害保険掛金の支出が
「他の商品およびサービス消費支出」の中にあり、総支出の 4％しか占めない。
                                                        
30	 エンゲル係数の説明：59％～貧困水準、50～59％衣食足りる、40～50％まずまずの生活、0～40％裕福、
～30％非常に裕福	 
万 t 
元 
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2010 年において農民の家計消費支出の 3603.07 元、一人当たりのサトウキビ植
付面積の 0.94 ムー31、サトウキビの保険掛金の 30 元/ムー、それぞれ使い計算
すれば、保険掛金の支出は 28.2 元であり、「他の商品およびサービス消費支出」
の約 20％占めている。しかし、もし農民のサトウキビ植付面積は 20.6632ムー
であれば、保険掛金の支出が 600 元になり、「他の商品およびサービス消費支
出」を超過する。つまり、農民は保険掛金を支払えるか疑問を抱いている。	 
	 なお、大数の法則によると、農民の加入率が高ければ高いほど、歴史損失状
況を用いて計算すると、経験的農作物の損失率と実際の損失率がより一致する
ようになり、ひいては保険会社が保険掛金率を合理的に作ることができる。そ
して、ある品目で高い加入率を維持するには、保険掛金補助が不可欠であるが、
2012 年時点に、柳江県の小規模農民は保険掛金補助を受け取れない。このよう
な背景の下で、どのように加入率を向上させるかが、柳江県ひいては保険掛金
補助の少ない地域の課題である。	 そこで、加入率向上の方法について、以下の
とおりに、アンケート調査とヒアリング調査を通じて分析する。	 
	 
図 5‐19	 農民一人当たりの所得の対比	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国統計年鑑 2011、北京統計年鑑 2001～2011、柳州市経済統計年鑑	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 2011 に基づき筆者作成	 	 	 	 
	 
図 5‐20	 柳江県農民家計消費支出(2010)	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：柳州市経済統計年鑑 2011 に基づき筆者作成	 
                                                        
31	 柳州市経済統計年鑑（2011）により、2010 年柳江県におけるサトウキビの植付面積が 447。35 万ムー
であり、農民人口は 47。78 万人であるため、一人当たりのサトウキビ植付面積の 0。94 ムーである。	 
32 その後、このデータの説明がある。 
元 ％ 
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７．分析モデルとデータ	 
	 
１）分析モデル	 
	 Binswanger[103]が指摘するように、が指摘するように、災害発生時に裕福な
農民は、作付け品目の多様化や貯蓄の消費、社会関係資本の活用、農外所得へ
の依存強化などによって、農業リスクを分散することができる。このため裕福
な農民は、必ずしも農業災害保険に加入する必要はない。しかし、貧困な農民
は、そのようなリスクを分散する方法をほとんど持っていないため、災害が発
生した場合には損失をそのまま被る、もしくは政府の援助を待つのみである。
柳江県の場合には、サトウキビ農民の大半は小規模で貧困であることから。農
業災害保険に対する潜在的需要は高いと考えられる。	 
	 本稿では、保険の加入意思決定構造を図 5‐21 のように整理した。この構造
の特徴は、農民の農業災害保険に加入するか・しないかという主観的意思決定
に影響を与える様々な要因を想定している点である。農業災害保険への加入の
有無は、所得や耕地面積,	 従事年数など様々な要因によって決定されると考え
られるが、これらは直接観察することができない。このため分析には意思決定
という潜在変数を組み込む Probit-model を用いることにした。	 
農民の意思決定プロセスに影響を与える要因として、以下の 7 項目を取り上
げた。	 
	 第一は農民の所得であり、農業所得と農外所得をすべて含める。項目の符号
はプラスであると、所得の高い農民は農業災害保険に加入したい傾向があると
考えており、その要因は保険掛金を拠出できるためである。符号はマイナスで
あると、所得水準が低い農民は加入したい傾向があると推測する。	 
	 第二は耕地面積である。項目の符号はプラスであると、耕地面積の大きな農
民は保険に加入したい傾向があると推測できる。項目の符号はマイナスである
と、耕地面積の小さい農民は保険加入の意欲が高いと理解できる、この項目の
分析は第五項と同様である。	 
	 
所　得
耕地面積
サトウキビ
栽培面積 加入している
従事年数
教育年数 加入していない
専業/兼業
年　齢
意
思
決
定
	 
図 5‐21 サトウキビ保険加入意思決定	 
	 	 	 	 	 	 出典：伊藤（104）を元に筆者が加筆修正	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第三はサトウキビの植付面積である。項目の符号はプラスであると、災害が
発生した時、サトウキビ植付面積の農民に大きな損失が出るため、保険に対す
る需要が高いと考え、加入意識が高くなると理解できる。それと反対に、項目
の符号はマイナスであると、サトウキビ植付面積の小さな農民は加入意欲が高
いと理解できる。	 
	 第四は従業年数である。項目の符号はプラスであると、農民は従業年数が長
いほど自然災害に遭遇する回数も増え、生産リスクを避ける意欲が高くなるた
め、保険の重要性を強く認識するようになり、加入意欲が高いと理解する。そ
の反対にマイナスであると、従業年数の短い農民は保険に加入したいと理解で
きる。	 
	 第五は教育年数である。項目の符号はプラスであると、教育レベル（年数）
が高いが高いほど、農業災害保険に対する認識や重要性などを強く認識するよ
うになるため、加入可能性が高いと認識する。マイナスの場合、教育レベルの
低い農民は保険に加入する意欲が高い。その要因は、サトウキビの植付面積が
大きい若しくは政府・保険会社の宣伝・呼掛けにより保険に加入する意欲が生
じると推測できる。	 
第六は、専業・兼業である。項目の符号はプラスであると、専業農民は農業
所得が主要な所得となるため、災害発生した時に所得全体の損失が大きくなり、
所得を安定化させるために加入する意欲が高いと認識する。マイナスであると、
農業所得を確保するため、兼業農民加入意欲が高いと理解できる。	 
第七は年齢である。農民は加齢するほど自然災害に遭遇する回数も増え、生
産リスクを避ける意欲が高くなるため、保険の重要性を強く認識するようにな
り、加入意欲が高いと理解する。その反対に、老い農民は農業災害保険という
新たなものを受け入れないため、保険に加入しない可能性が高い。	 
計測モデルは（1）式のとおりである。なお、計測には R-Studio を用いた。	 
	 
WTP=β0+β1LogINC+β2LogFLA+β3LogSPA+β4LogWRT+β5LogEDU+	 
	 	 	 	 β6LogAG+β7FPF・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1）	 
	 
【変数一覧】	 
WTP：サトウキビ保険への加入意向、加入している→1，加入していない→0	 
IＮC：農民所得５）（元）	 
FLA：耕地面積（ムー）	 
SPA：サトウキビ栽培面積（ムー）	 
WRT：従事年数（年）	 
EDU：教育年数（年）	 
AG：年齢（歳）	 
PFP：専業/兼業（専業農民→1，兼業農民→0）	 
β0，β1，…，β7：推定すべきパラメータ	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２）データ	 
	 計測に用いたデータは、2012 年 2 月に柳江県の製糖工場で行ったヒアリング
調査から得られた。具体的には、保険会社と製糖工場のスタッフを通じて、製
糖工場のデータベースから年齢別規模別に、保険に加入している農民 30 名と保
険に加入していない農民 30 名をそれぞれ無作為抽出した。	 
	 表 5‐7がデータの基本統計量である。それによると、農業災害保険に加入し
ている農民と加入していない農民の所得や教育年数、年齢、専業/兼業に統計的
に有意な差はみられない。これに対して、耕地面積、サトウキビ栽培面積、従
事年数の３項目については、両グループの農民の間に、明確な差がみられる。	 
このことから、耕地面積の大きな農民やサトウキビ栽培面積の大きな農民、
従事年数の長い農民はサトウキビ保険に対する加入意欲が高く、その中でも特
に、耕地面積の大きな農民やサトウキビ栽培面積の大きな農民は、サトウキビ
保険に加入する意欲がより強いと考えられる。	 
	 
８.計測結果と考察	 
	 計測は、（1）式（モデル 1）のほか、モデル 1で有意なパラメータを得た説
明変数とその 2 乗項からなるモデル２と、有意なパラメータを得た説明変数と
その交差項からなるモデル 3の 3タイプについて行った。	 
	 計測結果は、表 5‐7に示す通りである。いずれも McFadden の修正済み決定
係数は 0.4-0.6 と高く、全体的に当てはまりは良いと考えられる。	 
	 さて、モデル 1からは、サトウキビ保険の加入に影響を及ぼす要因として、
分析モデルの７項目の中から、所得、耕地面積、サトウキビ栽培面積、従事年
数の 4項目について有意な結果が得られた。各項目の符号は、所得のみ負で、
それ以外の項目は正である。このことから直ちに、所得の低い農民ほど、そし
て耕地面積やサトウキビの栽培面積が大きな農民ほど、さらにはサトウキビ栽
培の従事年数が長い農民ほど、保険加入の意向が強いことがみてとれる。この
所得についての結果は、先行研究の指摘と整合的で、所得の低い農民ほどリス
ク分散の手段を持ち合わせておらず、農業災害保険が数少ないリスクヘッジで
あることから、保険への加入意欲が高く現れたと考えられる。	 
	 一方、有意に正の符号を示した項目についての解釈は以下の通りである。耕
地面積とサトウキビ栽培面積については、柳江県では現在サトウキビ保険以外
の作物保険がないことから、耕地面積やサトウキビ栽培面積が大きい農民ほど
災害発生時の損失を少しでも軽減したいと考え、保険に加入する傾向が高く現
れたのではないかと考えられる。従事年数についても、長くサトウキビを栽培
してきた農民ほど自然災害に遭遇する機会が多く、災害による経営の損失につ
いても熟知していることから保険の重要性を強く認識し、保険に加入する傾向
が高く現れたのではないかと考えられる。	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表 5‐7	 サンプルデータの基本統計	 
	 平均統計量	 t-value	 
加入グループ	 非加入グループ	 
所得	 38723.7	 31523.3	 0.536	 
耕地面積	 27.9	 14.3	 3.242**	 
サトウキビ栽培面積	 20.6	 7.5	 4.305**	 
従業年数	 15.3	 10.9	 2.194*	 
教育年数	 9.8	 9.3	 0.66	 
年齢	 43.7	 43.3	 0.735	 
専業/兼業	 0.867	 0.800	 0.684	 
注）サンプル数は加入農民、非加入農民ともに 30、*及び**印はそれぞれ 5％、1％有意水
準を示す。	 
	 
	 次に、モデル 2とモデル 3に眼を転じると、そこでは多重共線性が発生して
いる可能性もあるが、所得と耕地面積の項目のみに有意な結果が示されている。
特に、モデル 3の有意なところを見ると、（2）式の通りになっている。	 
	 
Pr（農業災害保険への加入）＝-21.262*log(所得)‐37.98*log(耕地面積)＋
9.111*log(所得)log(耕地面積)・・・・・・・・・・・・・・・・・・（２）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 
	 所得と耕地面積の保険に加入する意欲への影響は、それぞれ所得と耕地面積
のレベルによって異なっている。（２）式をそれぞれ所得と耕地面積で微分し
得られる結果は、（3）式と（４）式である。	 
	 
dPr/dlog(所得)＝-21.262＋9.111*log(耕地面積)・・・・・・・・・・（３）	 
ｄPr/ｄlog(耕地面積)＝-37.98＋9.111*log(所得)	 ・・・・・・・・・（４）	 
	 
	 （3）式によると、耕地面積の閾値は 213.8 ム （ーlog(耕地面積)＝21.262/9.111、
10 を底とする）、同様に（4）式によると、所得の閾値	 は 14,791 元（log(所
得)＝37.98/9.111）、それぞれである。換言するならば、213.8 ムー以上の耕
地面積と 14,791 元以上の所得を同時に有している農民は、保険掛金を負担でき
るようになれば、現在得ている所得を農業災害保険によってヘッジしたいと考
え始めて、加入意欲が生じる。それと反対に、所得と「所得*耕地面積」、それ
ぞれのパラメータの符号から見ると、所得も耕地面積も閾値から大きく低下す
るほど、保険への加入意欲も高くなる。そのため、所得が低く零細規模の農民
も保険に対する潜在需要が高いと推測できる。	 
	 そのほか、その中間層ほど保険の加入意欲が低いのであり、如何にして彼ら
の加入意欲を高めることができるのかということも、柳江県におけるサトウキ
ビ保険の加入率向上の課題であることを示唆していると思われる。	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 ところで、表 5‐8にみられるように、保険に加入している農民の平均的なサ
トウキビ栽培面積は、耕地面積の７割以上を占めるため、彼らのサトウキビ生
産に対する依存度は高い。ヒアリング調査で得られたサトウキビ生産 1 ムーあ
たりの所得 700 元をもとに表７のデータから計算すると、サトウキビ依存度の
高い農民の平均的な所得の約 1/3 はサトウキビ生産によるものである、それに
対して、サトウキビ依存度の低い農民の場合には、サトウキビ生産から得られ
る所得は全体の 1/5 未満である。このように、サトウキビ生産がもたらす所得
ひいては農業所得全体の安定を図るために、サトウキビ依存度の高い農民は積
極的に保険に加入することが望ましい。なお、データの基本統計表 5‐7をもと
に考察すると、サトウキビ保険の加入意向を高めるためには、今後農民一人当
たりの耕地面積を拡大する農業構造改革が必要であると考えられる。	 
	 
表 5‐8	 計測結果	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 注）サンプル数＝60・、（	 ）内の数値は t 値・	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 *および**印はそれぞれ 10％、5％有意水準を示す。	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補節．アンケート調査	 
	 
１）アンケート調査の実施	 	 
	 製糖工場への訪問と同時期に、柳江県の穿山鎮のサトウキビ農民を対象にア
ンケート調査を行った。52 部の調査票を配布したが、47 部を回収できて、回収
率が 90.3％である。調査の内容は、農民の農業災害保険の加入状況及び保険会
社の各サービスに対する彼らの評価、それぞれである。	 
	 
２）調査結果と考察	 
	 調査票の内容は、表 5‐9で示したような調査対象の経営状況と表 5‐10 で示
したような農業災害保険の基本状況、それぞれである。調査結果が図 5‐21 に
まとめられた。	 
	 質問 1について、1人しかサトウキビ保険と種豚保険両方とも加入していな
いことが分かった。その要因は、表 5‐8からわかるように、訪問対象はサトウ
キビ栽培面積が糧食作物（柳江県の場合、水稲である）栽培面積より大きいた
め、サトウキビの重要性も当然強く認識するようになるわけである。その一方
で、訪問対象の 47 人の中で 16 人しか豚を飼わなく、飼養規模がただ 2頭～4
頭のみであり、種豚保険に対する需要も低いと考えている。	 
	 質問 2の農業災害保険の知る方法について、政府の宣伝は最も有効であるこ
とがわかった。そのほか、家族や友人より、もしも近隣の間で農業災害保険ニ
ュースの伝播も同様に有効であるかを思っている。その要因は、近隣の間は平
日の付き合いが多く、生活や農業生産状況などお互いはっきりわかるため、一
人が農業災害保険に加入すれば、保険の補償効果や役割をよく見えてきて、次
期に加入していない農民も加入することを決めると考えられる。	 
	 質問 3のサトウキビの加入面積について、全員が栽培面積の半分以上加入し
たことが分かった。そこで、新規加入の農民もサトウキビ栽培面積の半分以上
加入する可能性が高いと推測する。	 
	 質問 4の加入年数について、新規加入者が少ないと推測できる。	 
	 質問 5の補償水準について、農民は現行の補償水準が低い、再生産できない
という不満を抱えている。サトウキビ保険現行制度によって保険責任は火災、
雹、冷害、強風、洪水という 5種類である。いずれの災害が発生しても、サト
ウキビは厳しい被害を受ける可能性が高い。小麦や水稲と比べると、サトウキ
ビは株が高く重いため、被災後農地の整理や新しい苗の植え付けは非常に人力
がかかる。現在、サトウキビ生産に老労働力の雇用は普遍であるが、近年賃金
が上昇し、生産費用が増えていく。ただし、ヒアリング調査によると、現行制
度の保険金は少なく、ただ生産費用の三分の一のみ値する。	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表 5‐9	 農作物の作付規模	 
	 糧食作物	 サトウキビ	 豚養殖	 	 
0～5 ムー	 28 人	 1 人	 14	 0～2 頭	 
5～10 ムー	 12 人	 9 人	 
10～15 ムー	 7 人	 18 人	 3	 3～4 頭	 
15～20 ムー	 	 11 人	 
20 ムー～	 	 8 人	 0	 4 頭以上	 
	 	 	 	 出典：アンケート調査に基づき筆者作成	 
	 
表 5‐10	 農業災害保険の基本状況	 
番号	 質問	 
1	 加入した保険種類：A.サトウキビ保険	 B.種豚保険	 
2	 農業災害保険の知る方法：A.政府宣伝	 B.保険会社宣伝	 C.家族友人の告知	 
D.近隣の告知	 
3	 サトウキビの加入面積：A.半分以上	 B.半分以下	 
4	 加入年数：A.5 年以上	 B.4 年	 C.3 年	 D.2 年	 E.1 年	 F.新規加入	 
5	 補償水準：A.再生産できる	 B.再生産できない	 C.高い	 D.低い	 
6	 協保員の仕事：A.平日の視察	 	 B.防災の指導	 	 C.災害が発生した後、農民が直
ちに届け出ることを引導	 	 D.保険会社職員の損害評価と協力	 
7	 以降の加入意思：A.加入する	 B.加入しない	 
出典：アンケート調査に基づき筆者作成	 
	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
図 5‐22	 	 農業災害保険の基本状況	 
出典：ヒアリングに基づき筆者作成	 
面積	 人数	 
1.加入した保険種類	 2.農業災害保険の知る方法	 3.サトウキビの加入面積	 
4.加入年数	 5.補償水準	 6.協保員の仕事（複数回答）	 
人数	 頭数	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 質問 6は協保員の仕事についてである。農民の回答結果によると、柳江県の
場合、協保員の主要な仕事は、災害が発生した後に農民が直ちに保険会社に届
け出ることを引導することであり、または保険会社職員が農作物の損害を評価
することを手伝うことである保険対象の被害状況をできる限り早く測定する、
迅速に農民を補償するため、災害が発生した後に農民は 24 時間以内に保険会社
に報告することが要求される。損害評価は保険金の支払いと直接的関連して、
加入農民と保険会社の間で紛争が最も起こしやすい一環である。選択肢の Cと
Dの回答数から見ると、協保員は「協力機能」をよく発揮して、農業災害保険
の円滑に進むことと協力できる。そのほか、「防災指導」と「平日の視察」と
いう仕事の強化が望まれる。平日の視察を強化すれば、協保員はサトウキビの
成長状況を把握できて、農民の管理活動を監視できて、隠れた弊害を早めに取
り除ける。それと同時に、製糖工場は今年度のサトウキビの収穫量や株の糖分
率を把握できて、保険会社もモラルハザードを避けられる。	 	 
	 質問 7の加入意思について、全員がこれからも加入すると答えることが分か
った。	 
	 図 5‐22 によると、「定期的宣伝」について、「一般」を回答する人数が多
い。柳江県における農業災害保険の宣伝は、一年三回が行われる。宣伝の方法
は、保険会社が協保員を通じ、農業災害保険の内容が掲載されるチラシや新聞
記事を農民に配布することである。回答結果によると、宣伝の回数が少ないも
しくはもっと多くの宣伝が必要とすることを推測できる。	 
	 「宣伝の効果」について、「一般」と回答する人数が多い。前述したように、
柳江県における保険会社の宣伝手段は、農業災害保険の内容の掲載するチラシ
や新聞記事の配りである。農民はそのような宣伝を通じて農業災害保険を理解
できるかがわからない。表 5‐7によると、柳江県農民は平均的教育レベルが大
体中学校（教育年数 9年）であることから、農民は文字による宣伝を読めにく
いもしくは理解しにくい状況が存在して、保険の宣伝効果に対する満足度がそ
れほど高くないと推測する。	 
	 
	 
	 
図 5‐23	 農業災害保険サービスに対する農民の評価	 
出典：アンケート調査により筆者作成	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 「業務の諮問」について、「一般」と回答する人数が多い。保険会社のカウ
ンターは柳江県しか設置していない。周辺の農村に住んでいる農民は保険に関
するものを諮問する時、柳江県に行くしかなく、お金も時間もかかる。電話で
も諮問できるが、電話の台数が少ないため、繋がれない状況がよく発生する。
この問題の解決策は、村に住んでいる協保員の機能を発揮すことである。農業
災害保険業務に関する知識を身につける協保員は、農民の質問に答えられると
考えている。	 
	 	 「防災指導」について、回答する人数が不足である。その要因は、保険会社
が防災指導を行うが、従業員と協保員の人数が加入農民の人数より人少なく、
一対一の防災指導の行いが困難であるため、指導を得ない農民がいると推測す
る。	 
	 	 「報告の手順」について、「比較的満足」と「一般」との回答数がほぼ同じ
である。報告の手順は全員同じであるが、保険会社は受理の順番や処理の時間
がそれぞれ異なるため、異なる評価結果をもたらすと推測する。	 
	 「被害の評価」について、「一般」を回答する人数は半分以上に占めている。
損害評価は全員同様であるが、回答の異なる理由の一つは、報告の手順と同様
である。もう一つの理由は、損害評価の結果は保険金の受領と直接的に関連す
るため、損害評価によって多額か少額かの保険金を受け取った農民は、この項
目に対する意見が異なると考えている。または、サトウキビの被害状況を評価
するには、村の距離によって所要の時間が異なる。長く待たされた農民は不満
が生じることを理解できる。	 
	 	 「災害の救援」について、回答人数が足りない。その要因は、一部の加入農
民が災害救援を受けない可能性があると推測する。災害救援の仕事は政府で負
担する。保険会社の力は政府より弱いため、救援の仕事がうまくできないこと
を理解できる。	 
	 「補償の速度」について、「比較的満足」と「一般」の回答数がほぼ同じで
ある。その要因は、「被害の評価」と同様であると思っている。	 
	 	 「協保員の仕事」について、「一般」と回答する人数が多い。その要因は、
一つに、協保員の人数が一村あたりに 2 人か 3 人しかいない。人手が不足して
いるため、、農民の要求に対応できないかもしれない。もう一つに、保険会社
は様々サービスを提供するには、最もよいルートが協保員を通じることである
が、農業災害補償制度の不完全や保険会社の経費の制限などの要因で、現在協
保員ができないことがたくさん存在し、農民の要求を満足できないことを推測
する。	 
	 
９．まとめ	 
	 
	 前節の計測結果と現地でのヒアリング調査結果から、柳江県におけるサトウ
キビ保険の加入率を向上させる対策として、以下の３点が考えられる。	 
	 第一は、保険金と保険掛金補助の引き上げである。先に見てきた様に、現行
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制度での保険金は、サトウキビの収穫が皆無の場合でも 500 元／ムーである。
この水準は近年のサトウキビ生産の平均費用約 1,500 元／ムーの１／３に過ぎ
ず、このことが所得と耕地面積からみた中間層にとって保険への加入を躊躇さ
せている主たる要因ではないかと思われる。再生産が可能となる水準にまでと
は言わずとも、多くの農民の加入インセンティブを高めるためにも保険金の水
準を引き上げることは有効な対策と考えられる。保険掛金補助の引き上げにつ
いても同様である。零細規模で所得の低いサトウキビ農民が保険加入に対する
高い意欲を有していることは、ヒアリング調査でも確認出来たことであり、計
測結果とも整合的である。しかし、彼らには保険に加入するだけの余裕がない
ことも現実である。柳江県のサトウキビ生産、ひいては柳江県の製糖業が数多
くの零細サトウキビ農民によって担われていることを斟酌するならば、保険掛
金補助を引き上げることは、産業政策の観点からも合理的な施策と考えられる。
なお、言うまでもなく、保険金と保険掛金補助の引き上げに伴う原資は、政府
からの補助に依存せざるを得ない。	 
	 第二は、保険に対する農民の理解を高めることである。現在保険会社は毎年、
農民にサトウキビ保険の広告を新聞に掲載したりチラシを配布するなど広範な
宣伝を行っているが、それらによって農民がサトウキビ保険の内容を正確に理
解しているのか否かはわからない。ヒアリング調査で農民の話を聞く限り、保
険会社の宣伝は必ずしも効果的ではない。このため保険会社の社員は、加入意
欲が高いものの未だ保険に加入していない農民に対象を絞り込み、自然災害が
多発する夏期や冬期またはサトウキビの収穫が始まる 12 月の直前に、彼らと直
接向かいあってサトウキビ保険の役割や加入方法などを説明することが加入率
の向上には有効であると考えられる。	 
	 これに関連して、保険会社に雇われている協保員の活用も効果的である。協
保員はもともと村の住民であり、農民にとっては保険会社の職員よりも信頼で
きる人物である。このため恊保員が自ら先頭に立ち、中小零細規模のサトウキ
ビ農民に対して保険の内容や役割を正しく伝えることで、彼らの理解も深まり、
加入率の向上も期待できよう。	 	 
	 第三は、農業構造改革に合わせて、農地の集積と大規模化を促進することで
ある。中国の農業は、古くから零細規模の生産が主立った。現在、所得水準が
高くなり、農産品に対する国民の需要も変わっている。例えば、過去、腹いっ
ぱい食べるように、主に水稲や小麦など糧食を消費することと異なり、現在、
様々な野菜や果物、ひいては品質のよい、栄養価値が高い良質農作物などを買
う傾向にあう。それゆえ、農産品に対する市場の需要の変わりに応じて、また
は農民の所得の向上を求めて、農業構造の改革は進んでいる。具体的には、効
率と利益を高めるため、農地を集積して、大規模化生産を促進することと、生
産から流通、加工、販売まで、農業生産を産業化すること、または市場の需要
を速めに農民を知らせるため、契約販売や先頭企業が零細農民を手伝うことが
あげられる。	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 前述したように、柳江県では近年、生産コストの増加とサトウキビ価格の変
動によって、サトウキビ栽培の利益が低く、農民はサトウキビ生産をやめて、
果樹の栽培に転作するもしくは耕地をそのまま放置することが多い。このよう
な状況の下で、空いている耕地や転作が始まる前の耕地を集めて、サトウキビ
生産をやり続けたい農民に貸して、農民一人あたりのサトウキビ栽培面積を拡
大することが望まれる。あるいは、小規模零細農民が連合して、サトウキビ合
作社のようなグループを形成して、団体で生産、お互いに生産活動を監視した
りいい生産方法や管理方法を学び、サトウキビ生産の効率と利益を上げられる。
それに基づき、零細農民一人ずつより、団体で保険に加入することも、加入率
を高められると思われる。	 
	 最後は、柳江県のサトウキビ生産及び製糖業が持続的に発展していくために、
サトウキビ保険の当然加入も有効ではないかと思われる。当然加入とは、法律
に定める面積以上の作付けを行う農民は全員がその作物保険に加入しなければ
ならない制度のことである。柳江県において当然加入が実施されるならば、サ
トウキビ生産への依存度の高	 い農民はもちろんのこと、依存度が低くても一定
の面積を有する多くのサトウキビ農民が保険に加入することから、農民の所得
変動や製糖工場の原料変動を緩和することができる。ただし、当然加入の可能
性については本稿では十分な検討を行っていない。この点は今後の課題とした
い。	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第６章	 広西チワン族自治区における	 
天候インデックス保険の展開可能性	 
	 
	 
１．はじめに	 
	 
	 本章は、従来の伝統的な農業災害保険と異なり取引費用が低いという特徴を
有する天候インデックス保険に着目し、農業災害保険が十分に普及していない
地域において農民の所得増加と農業生産の安定を図るため、天候インデックス
保険の有用性とその普及可能性について分析していく。	 
	 
２．天候インデックス保険	 
	 
１）天候インデックス保険の概念	 
	 アメリカやフランス、日本などといった先進国において衛星の使用を通じて、
農民の歴史収穫量や過去の損失を正しく把握する事が可能となり、保険掛金率
や保険金が適切に設計された。しかし、保険事業を設計する時、特別に損害評
価を行う際、費用や時間、労働力が必要となり、制度の運用において非効率な
面がある。更には発展途上国において衛星を利用することは困難であるため、
従来の農業災害保険を利用するには、保険を設計する時、特別に実際に発生し
た農作物の被害・規模によって損害評価を行う時、もっと多くの費用や時間、
労働力がかかる。このように、取引費用が高いことは、伝統的農業災害保険の
限界とみなされる。	 
	 それに対して天候インデックス保険（天候デリバティブ）は、取引費用が低
い保険制度である。天候インデックス保険とは、気温,風,降水量,積雪量など天
候にかかわる指標（インデックス）が一定の条件を満たした場合に,加入者が予
め約定した金額の支払いを受けられる保険である（横山（2014）参照）.	 
	 	 
２）天候インデックス保険の利点と欠点	 	 
	 	 天候インデックス保険の利点と欠点は、以下の通りになっている。	 	 
	 	 まず、天候インデックス保険の利点は、二点が挙げられる。第一は、取引費
用が低い点である。天候インデックス保険は既存の気象観測所を利用するため、
データの取得が比較的に容易である。保険金の支払基準は天候指標の変化によ
るものであり、実際に発生した農作物の被害・規模によらず、複雑な損害評価
が不要で、従来の農業災害保険より迅速に損失を填補することができる。また、
保険会社にとっても費用や時間を節約することができ、取引費用が低い、保険
会社が費用や時間を節約できる。第二は、モラルハザードを防止できる点であ
る。天候インデックス保険は気象観測所の客観的な天候データを利用するため、
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保険会社や加入農民、誰もそのようなデータを自由に書き換えることができな
い。また、気象指標が単一保険対象のリスクや加入農民一人の収穫量に関わら
ず独立に存在するため、加入農民が過失を犯すもしくは故意に作物を破壊して
も、保険金の支払い結果も変えられない。	 
	 しかしその一方で、天候インデックス保険の欠点は、保険金の支払いと農民
の実際の損失とは必ずしも一致することは言い切れない。具体的に言えば、農
民に保険金を受け取れても、実際に作物が被害を受けないことがある。それと
反対に、作物が被害を受けるが、天気指標が一定の条件に満たさないと、農民
は保険金を受け取れない状況も存在する。これは、天候インデックス保険のベ
ーシックリスクと呼ぶ。一般的に言えば、地域におけるリスクが同質であるほ
どベーシックリスクが低くなる。	 
	 
３）世界各国における天候インデックス保険の実施	 
	 	 	 天候インデックス保険は 1990 年代後半から世界各地で導入され始め、2000
年以降は多くの発展途上国で実施されている（表 6‐1参照）。そこでの特徴は、
第 1 に農民の多くが小規模経営で組織化されていないこと、第 2 に国内総生産
（GDP）に占める農業生産額の割合が高いこと、第 3にそれぞれの地域で最も影
響力の高い要因を天候指標に採用していることである。	 
	 
表 6‐1	 発展途上国における天候インデックス保険	 
指数	 降水量	 気温	 家畜死亡率	 
実施国家	 
開始時期	 
モナコ(1995)、インド(2003)、	 
ニカラグア(2004)、マラウイ(2005)、
ケニア(2010)、中国(2009)	 
中国(2009)、	 
インド(2012)	 
モンゴル
(2005)	 
出典：The	 World	 Bank	 (2006)、IFC、GFDRR に基づき筆者作成	 
	 
表 6‐2	 インドにおいて気温インデックス保険 2012	 
	 PhaseⅠ	 PhaseⅡ	 
	 Period1	 
1/1-1/15	 
Period2	 
1/16-1/31	 
Period1	 
2/1-2/14	 
Period2	 
2/15-2/28	 
Period3	 
3/1-3/15	 
Period4	 
3/16-3/31	 
Trigger(℃)	 27	 30	 22	 24	 26	 28	 
Strike(℃)	 4	 2	 
Exit(℃)	 14	 23	 
Notional(RS)	 350	 166.7	 
Max	 payout(RS)	 3,500	 3,500	 
出典：Matsuda	 Ayako など「Rainfall	 and	 Temperature	 Index	 Insurance	 in	 India」2013	 
注）補償金を計算する方法	 
	 	 Per	 Acre	 Claim	 Payout＝350×min[max{(X1-T1)+(X2-T2)-S,0},(E-S)]、1:Period1,2:Period2	 
	 	 X:actual	 temperature,T(Trigger):average	 maximum	 temperature	 、S:Strike,E:Exit	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 2009 年に、中国の安徽省では天候インデックス保険ｈが試行された。国際農
業発展基金（International	 Federation	 of	 Agriculture	 Producers）	 と国際
連合世界食糧計画（World	 Food	 Programme）など機構が協力しながら、国元農
業保険会社は長豊県と懐遠県において、水稲と小麦を対象とする降水量インデ
ックス保険をそれぞれ試行した。政策的農業災害保険と同様に、加入農民に対
し政府は保険掛金の一部を補助する。小麦保険の 10 元の保険掛金の中で政府が
8元を出し、加入農民は余下の 2元を支払う。水稲保険の 13 元の保険掛金の中
で、農民は 2.6 元しか支払わなく、政府が余下 10.4 元を出す。2013 年までの 5
年間で、天候インデックス保険がいくつかの県までに拡大された。例えば、南
陵県と無為県では 12 万ムーの水稲を対象とする気温インデックス保険を試行
し始めた。同年の7月に高温により、保険会社は加入農民に1ムーあたりに39.6
元、総計 477 万元を補償した。	 
	 インドでは、	 1 月や 2 月の高温によって小麦がよく被害されるため、2011
年 12 月から気温インデックス保険（MBY）を試行し始めた。気温インデックス
保険が毎年の10月～11月に契約され、保険時期が翌年の1月～3月までである。
保険期間が二つの部分、六つの時期に分けられる。MBY の保険掛金は Rs560/エ
ーカーである。	 
	 	 2013 年の夏に中国の江浙地域では高温が続けており、上海ガニの養殖産業に
甚大な影響を与えた。具体的に言えば、気温の上昇につれて、水温は高くなる。
水温は 28℃を上回ると、上海ガニの生育が抑えられる。水温はそれ以上高くな
ると、上海ガニは食品の摂取量が少なくなり、生育が遅くなり、死亡する可能
性もある。	 
	 そこで、2014 年に中国の太平洋財産保険会社は上海ガニの養殖に対する気温
インデックス保険を世に送り出した。保険の詳細は、気温が 37.5℃以上になる
日数は、三日間とそれ以上続くと、加入農民は補償金を受け取れる保険である。
水産養殖産業の保険対象は全部水の下にあるため、伝統的農業災害保険を実施
すれば、損害評価を行う時、非常に困難である。天候インデックス保険は新型
な農業災害保険として、天候指数の変化により農民を補償するため、このよう
な困難を解決できた。	 
	 
４）天候インデックス保険に関する先行研究	 
	 Ulrich	 Hess	 et	 al.(2002)によると、天候インデックス保険は取引費用の高
い伝統的農業災害保険がうまく機能していない地域で実施されており、その導
入にあたっては、地域のリスク単位が同質で、天候インデックスと農業生産と
の相関が高いことが必要であると指摘した。	 	 	 
	 ところで中国気象報（2014）によると、中国では 2009 年から安徽省や上海市
周辺で農業天候インデックス保険が試行されている。そこでは保険を利用した
農民に再生産が可能となるなどセーフティ効果が見られたが、気象観測所が少
ないため、観測範囲が狭く、広域に天候インデックス保険を適用するには、気
象データの改善について、観測所を増設すること、衛星リモートセンシング技
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術を活用することなどが必要になると指摘している。	 
	 また、新しい保険である天候インデックス保険の普及・定着にあたっては、
それを必要となる農民の理解と保険を供給する保険会社への信頼感の醸成も大
切であると考えている。	 
	 	 そこで Matsuda ら(2013)は、インドにおける降雨量と高温インデックス保険
プロジェクトの研究を通じ、保険加入の経験を持つ農民ほど、保険会社を熟知
しているため、新型の天候インデックス保険を受け入れやすいと分析した。	 
	 なお、保険の需要に影響を与える要因を明らかにするため、保険掛金率のよ
うな保険事項やベーシックリスク、保険会社への信頼などの要素を、それぞれ
分析する必要があると指摘した。	 
	 そこで本章は、広西チワン族自治区柳江県を対象に、そこで主要な作物であ
るサトウキビの生産に、天候インデックス保険が適用できるか否か、及びどの
ような条件の下で実現が可能になるのかを明らかにすることを目的とする。	 
	 
３．柳江県におけるサトウキビの被害状況	 
	 
１）柳江県の気候	 
	 	 	 柳江県では、サトウキビひいては砂糖の生産が旺盛である（図 6‐1）。柳
江県における年平均気温は 20.6℃であるが、１月の平均気温は 10.4℃と低く、
最低気温が氷点以下になることもある。特に毎年 12 月に入ると、インド洋とベ
ンガル湾からの暖流とシベリアからの寒流が広西上空で合流し、天候が急変し
て、降雨量が多く非常に寒い季節に変化する。このような寒く湿っぽい天気が
翌年 2月末まで続くことが多く、サトウキビの生育や農民の収穫活動（手作業）
に大きな影響を与える。	 
	 
	 
図 6‐1	 柳江県における糧食生産量とサトウキビ生産量との比較	 
	 	 	 出典：柳州経済統計年鑑	 (2011)	 
	 	 	 注）糧食作物とは、米、小麦、トウモロコシ、大豆である。	 
	 
万 t 
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２）柳江県におけるサトウキビの栽培と気温	 
	 サトウキビは熱帯・亜熱帯で成長する草本植物である。サトウキビ成長プロ
セスの中で、気温と光照が特別に要求される。具体的に言えば、サトウキビは
順調に生育するために、一年中 5500℃～8500℃の積算気温と 1195 時間以上の
日照時間が必要となっている。その中で、気温はサトウキビの成熟時間や収穫
量、糖度（糖分の含有量）に最も大きな影響を与える。	 
	 図 6‐2にみられるように、サトウキビの芽生期と収穫期は冬期間のため、冷
害が発生すればサトウキビ生産は大きな被害を受ける。	 	 
	 熱帯・亜熱帯植物であるサトウキビは低温適応能力が極めて低い（表 6‐3）。
そして柳江県の場合には、農民のサトウキビ収入は製糖工場に運ぶサトウキビ
重量で決まるため、サトウキビが低温で被害を受け、成熟もしくは収穫できな
ければ、農民に損失が発生する。最悪の状況は、サトウキビが凍死する場合で
ある。このとき、サトウキビは収穫が皆無となり、投入費用も回収できないこ
とから、農民の収入は大きなマイナスとなる。同時に、製糖原料が不足するこ
とから、製糖工場にも損失が発生する。このような低温に対して柳江県では畑
の灌漑や収穫時期を早めるなどといった対策が行われているものの、それでも
なお年によってサトウキビの被害率は依然として高い。	 
	 
	 
図 6‐2	 サトウキビの栽培について	 
	 	 出典：筆者作成	 
	 	 	 
表 6‐3	 低温によるサトウキビの被害	 
被害程度	 気温	 被害症状	 
一級	 10℃以下	 生育が中止	 
二級	 2℃以下	 葉は黄色になり、枯れる	 
三級	 0℃以下	 
水分が凍り、凍死する。細菌が繁殖し糖分を破壊す
る	 
	 	 	 出典：広西糖網	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３）柳江県におけるサトウキビの被害状況	 
	 図 6‐3は、柳江県における 2004 年 1 月～2014 年 2 月の気温と低温によるサ
トウキビの被害面積を示したものである。同図から直ちに、冬期間の低温と被
害面積に負の相関が見てとれよう。ここではまず、2004 年 12 月を事例とに説
明する。2 月はサトウキビの収穫期である。サトウキビが成熟するためには、
夜間は 12℃～14℃、日中は 22℃～24℃という気温が適切である。しかし、2004
年 12 月は、平均最低気温が 10℃以下、平均最高気温も 15℃未満であった。さ
らに、12 月中の最低気温が 2℃を下回ったため、低温による凍害が発生し、柳
江県では 15.8 万ムーの被害が発生した。次に、過去 10 年間で最悪の被害面積
を記録した 2008 年を事例に説明する。2008 年は 1 月 13 日から 2 月 15 日まで
低温が続いた。これは柳江県の気象観測史上最長の低温継続期間であった。特
に、1月 13 日～31 日の平均最低気温は 2.7℃、2月 1日～15 日の平均最低気温
も 4.6℃と低かった。また、同期間中に平均最低気温が 3℃以下になった日数は
10 日間以上であった。このような異常低温により、柳江県全体の 83%に相当す
る 229.5 万ムーのサトウキビが全て凍傷・凍死した。	 
	 低温による被害はこれだけではない。同期間中のサトウキビの糖分変化を整
理した表 6‐4 にみられるように、2008 年 3 月から 4 月に収穫されたサトウキ
ビの糖度は、平年作の 2007 年と比較して顕著に減少した33.このような被害を
受けたサトウキビから得られる砂糖は、生産量が低下するだけでなく品質も低
下する。すなわち、冷害が発生すると、サトウキビを生産する農民だけでなく
製糖工場にも大きな損失が発生するのである。	 
	 
図 6‐3	 柳江県において各月の気温と低温によるサトウキビの被害	 
出典：中国農業大学資源環境学院気象のデータと柳江県新興製糖工場のデータを基に筆者作成	 
注：1)	 10 以下になると、サトウキビ生育は停止	 
2)	 2℃以下になると、サトウキビの葉は枯れる	 
                                                        
1）33	 柳江県人民財産保険会社によると、糖度 13％のサトウキビ 1 トンから 0.11 トンの砂糖が製造され
る。つまり、糖度が 1％と低下すると製造される砂糖は 0.01 トン（約 10％）ほど減少する。	 
℃ 
万ムー 
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表 6‐4	 低温によるサトウキビ糖分の変化（％）	 
	 2007 年	 2008 年	 増減率	 
1 月 10 日	 15.27	 15.20	 -0.04	 
1 月 16 日	 15.17	 15.23	 +0.06	 
1 月 20 日	 15.29	 14.80	 -0.49	 
2 月 16 日	 15.19	 16.47	 -0.52	 
3 月 10 日	 15.03	 14.34	 -0.68	 
3 月 20 日	 14.75	 14.02	 -0.73	 
4 月 10 日	 14.64	 12.71	 -1.39	 
4 月 16 日	 14.63	 12.56	 -2.07	 
	 	 	 	 	 出典：曾昭座・韦坚・韦日辉ら(2008)を引用	 
	 
４）低温に対応する措置	 
	 サトウキビが冷害によって被害されることを避ける措置は、三点が挙げられ
る。第一点に、夜 11 時頃に枯れたサトウキビの葉と雑草を燃やし、生じる煙で
畑を燻し、翌日の朝まで続くようにすることである。煙ですすけることを通じ
て、畑の気温が 1～3℃を上げさせ、夜の低温を有効に抵抗できる。しかし、人
のミスで火災が起こる可能性が存在する。第二点に、低温が出現する前に予め
畑を灌漑することを通じて、土壌の湿度を保ち、土壌の熱容量と熱伝導率を向
上させ、夜の低温を緩和できる。事前灌漑により、畑の気温が約 2℃高められ
る。柳江県の場合、灌漑は機械ではなく人でやるため、この措置の実施には労
働力が必要となる。人手が足りないと、雇用によって生産コストが上がる。第
三点に、低温が発生した後に、被害されたサトウキビをお先に収穫し、迅速に
製糖工場に運び込んで搾り、糖分の減少をできるだけ抑えることである。その
ほか、残ったサトウキビの苗と根の上にマルチフィルムやサトウキビの葉など
で覆い保温する。この措置の欠点は、製糖工場の生産力が有限であり、もしも
被害されたサトウキビが多くあると、農民皆は自家のサトウキビを同時に製糖
工場に運び搾ることができるかを疑問する。もう一つにマルチフィルムの購入
などにより、生産コストが上がる。	 
	 
４．天候インデックス保険の設計	 
	 
１）天候インデックス保険の設計ステップ	 
	 	 横内(2008)によると、天候インデックス保険の設計には 3 つのステップが必
要である。ステップ 1 は天候リスクの決定、ステップ 2 は天候リスクによる被
害状況の分析、ステップ 3は天候インデックス保険の取引に必要な条件の設定、
である。以下では横内(2008)に準拠し、柳江県のサトウキビを対象に天候イン
デックス保険の設計とそのフィージビリティーを検討する。	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２）冷害によるサトウキビ被害状況の分析	 
	 はじめに、天候リスクの決定についてである。これまでみてきたように、柳
江県のサトウキビ生産における天候リスクは冷害、すなわち低温のみである。	 
	 次に、天候リスクによる被害状況の分析については、柳江県におけるサトウ
キビの被害面積を従属変数に、気温を説明変数とする単回帰分析を行った。分
析に用いたデータは図 5‐3 に示した月別被害面積と、同月に 10℃以下の最低
気温が連続 10 日間以上続いた期間の平均値を用いた（表 6‐5）。	 
	 単回帰分析の計測結果は、以下の通りである。	 
	 
	 	 	 DA＝315.18‐58.12AT	 	 R2＝0.61、サンプル数 7	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 （3.29*）（‐2.785*）	 
	 	 	 ここで、DA：サトウキビの被害面積（万ムー）、AT：平均最低気温（℃）、	 
	 	 	 	 	 	 	 (	 )の値はｔ値、*は 5%有意水準を示す。	 
	 
	 このように、最低気温とサトウキビの被害面積には統計的有意な負の相関が
ある。また、ほかの途上国における天候インデックス保険の成功事例を参考し
たうえで、柳江県の場合は、面積が狭いこと、冬に自然災害が冷害だけで単一
であること、なお冷害とサトウキビ被害面積の相関関係が明確に存在すること
が、天候インデックス保険を展開するための客観条件を満たした。その一方で、
現在、試行されている伝統的農業災害保険には、国からの掛金補助が不足して
おり、それによって農民は掛金補助を負担できなく、保険に加入しないおれが
ある。天候インデックス保険は、取引費用がより低いため、掛金を農民が負担
できるほど低めに設定すれば、補助がなくても、農民も喜んで帆円に加入する
かもしれないと考え、柳江県における天候インデックス保険の展開可能性を検
討していく。	 
	 以上から、柳江県のサトウキビ生産に天候インデックス保険を導入しようと
する場合には、基本的にストライク値（保険金支払いの開始基準としての気温）
と保険金、保険掛金（率）を構成要素として考慮する必要がある。	 
	 
表 6‐5	 気温とサトウキビの被害面積	 
時期	 気温（℃）	 被害面積（万ムー）	 
2004 年 12 月	 4.6	 15.7	 
2005 年 1 月	 4.8	 8.03	 
2008 年 1 月	 2.7	 229.5	 
2011 年 1 月	 4.3	 35.39	 
2012 年 2 月	 6.4	 18.45	 
2013 年 1 月	 4.6	 8.5	 
2014 年 2 月	 4.8	 19.29	 
	 	 	 	 	 	 	 	 出典：中国農業大学資環学院気象系	 柳江県新興製糖工場	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５．天候インデックス保険の適用可能性ーコンジョイント分析ー	 
	 
１）天候インデックス保険に関する要素	 
	 さて、柳江県における天候インデックス保険の適用可能性を検討するために、
以下では完全プロファイル評定型コンジョイント分析を行う。柳江県における
天候インデックス保険の属性と水準を表 6‐6のように設定した。気温について
は、サトウキビの生育が止まる10℃ではなく、2008年の異常低温を参考に5℃、
3℃、0℃を設定した.次に、保険金については、現行制度の水準である 500 元/
ムーを基準に±100 元の 600 元、500 元、400 元を設定した。そして、保険掛金
率については、現行制度の 12 元/ムー（2％相当）を上限に、農民の負担軽減を
考慮して、2％、1.5％、1％を設定した。	 
	 なお、柳江県の場合には、図 6‐3にみられるように冷害は毎年発生するわけ
ではない。そのような状況の下では、農民の保険加入を促すめに無事払戻制度
が有効であると考え、属性にその有無を付け加えた。無事払戻制度とは、過去
に被害がなかった加入者や被害があった場合でも少額の保険金の支払いに止ま
った加入者に、掛金の一部を払い戻す制度のことである。	 
	 
２）アンケート調査表の作成	 
	 コンジョイント分析に用いるアンケート調査表は、表 6 の属性と水準に直行
計画を適用して得られた 9 つのプロファイルに、回答者の属性（年齢や性別な
ど）を加えて作成した。アンケート調査表の詳細は、図 6‐4 を参照されたい。	 
	 
表 6‐6	 保険に関する要素	 
ストライク値（℃）	 補償金（元）	 掛金率（%）	 無事払戻	 
0	 400	 1	 有	 
3	 500	 1.5	 
無	 
5	 600	 2	 
	 	 	 出典：筆者作成	 
	 	 	 	 注）ストライク値は、保険金支払い開始の気温である。例えば、ストライク値を 5℃	 
	 	 	 	 	 	 とすると、実際の気温は 5℃以下になると、保険金の支払いが開始する。	 	 	 
	 
図 6‐4	 アンケート調査票	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	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３）アンケート調査の概要	 
	 アンケート調査は、2014 年 9 月下旬に、柳江県の穿山鎮と土博鎮,新興とい
う 3 地域のサトウキビ保険に加入している農民を対象に、柳江県人民財産保険
会社の部長と各地域の協保員の協力を得て、調査表を配布、回収を行った（図
6‐5参照）。調査表の配布、回収状況は、表 6‐7の通りである.	 
	 今回 3 つの調査地域を調査対象に選定した理由は、以下の通りである。穿山
鎮は柳江県最大のサトウキビ産地である。また新興にはサトウキビ植付の大農
場があり、製糖工場もある。そして土博鎮は、中山間地域に位置するため平均
気温がほかの鎮より低く、サトウキビの被害が大きいからある。	 
	 
	 
	 
図 6‐5	 調査地域	 
	 
表 6‐7	 アンケート調査票の回収状況	 
地域	 配布	 回収	 有効回答注）	 有効回答率	 
穿山鎮	 120	 120	 95	 79.17％	 
新興農場	 50	 50	 50	 100％	 
土博鎮	 30	 30	 20	 66.67％	 
総計	 200	 200	 165	 82.5％	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 注）調査表の中で、無記入または不完全記入の調査表を除外した。	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４）計測モデル	 
	 計測モデルは、Andrzej	 Bak	 and	 Tomasz	 Bartlomowicz	 (2009)及び加藤ら(2005)
に従って、（１）式と設定した。	 
	 
	 	 	 Uhi＝Yhi＝α0＋∑βjSTij＋∑γkIAik＋∑δlRPil＋∑ξmSRim・・・・（１）	 
	 
	 ここで、	 
	 	 	 Uhi：回答者 hのプロファイル iに対する全体効用(total	 utility)、	 
	 	 	 h＝1,2,…,165、	 
	 	 	 	 	 	 i＝1,2,…,9．	 
	 	 	 Yhi：回答者 hのプロファイル iに対する購入意向評価尺度値	 
	 	 	 STij：プロファイル iのストライク値ｊに対するダミー変数	 
	 	 	 IAik：プロファイル iの保険金ｋに対するダミー変数	 
	 	 	 RPil：プロファイル iの掛金率ｌに対するダミー変数	 
	 	 	 SRim	 ：プロファイル iの無事払戻 mに対するダミー変数	 
	 	 	 α0：切片	 
	 	 	 βj：ストライク値 jのパラメータ	 
	 	 	 γk：保険金 kのパラメータ	 
	 	 	 δl：掛金率 lのパラメータ	 
	 	 	 ξm：無地払戻 mのパラメータ	 
	 	 	 ただし、∑βj＝∑γk＝∑δl＝∑ξm＝0	 
	 
	 属性 n（n＝j、k、l、m）の重要性 Inは、最大の部分効用と最小の部分効用の
差、効用レンジ(range)で表示する。例えば、属性ストライク値ｊの重要性は、	 
	 
	 Ij＝｛max(βj)‐min(βj)｝・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（２）	 
	 
として表れされる。また、属性 nの相対重要度 Wnは、	 
	 
	 Wn＝In/∑In	 ×100％・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（３）	 	 
	 
として表れされる。	 
	 
	 なお、（１）式の計測にあたっては、アンケート調査表で、最も購入したい
保険の番号 1に 9点を、2番目に購入したい保険の番号 2に 8点を、以下順次
評点のスコア変換を行い、最後に最も購入したくない保険の番号 9に 1点を割
り当てた。	 
	 
	 
3	 3	 3	 2	 
J=1	 k=1	 l=1	 m=1	 
J=3 k=3 l=3 m=2 
3	 
3 3 3 2 
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５）分析結果と考察	 
	 （１）式及び（２）式の計測結果を示したものが表 6‐8である、各要素のそ
れぞれの水準の効用値（ユーティリティ）が高いほど,その要素に対する農民の
選好が高いことを示している。	 
	 ストライク値についてみていくと,	 0℃の効用が最も高い。柳江県の場合、気
温が 0℃以下になるとサトウキビが凍死し、農民に大きな損失が発生すること
から、保険の加入意思が喚起されたと考えられる。これに対して,気温が 5℃や
3℃の場合には、サトウキビの収穫量と糖度に一定の影響を与えるものの、農民
は長年の栽培経験から被害がそれほど大きくはなく、また圃場で低温対策を施
すことによりリスクを回避できるかもしれないと考え評価が低くなったと推量
できる。	 
	 
表 6‐8	 計測結果	 
属性	 水準	 効用	 重要度	 
切片	 4.7909	 	 
	 
ストライク値（℃）	 
0	 2.1455	 	 
3.4506	 3	 -0.8404	 
5	 -1.3051	 
	 
保険金（元）	 
400	 -0.4808	 	 
0.8465	 500	 0.1152	 
600	 0.3657	 
	 
掛金率（％）	 
1	 0.3253	 	 
0.6871	 1.5	 0.0364	 
2	 -0.3616	 
無事払戻	 無	 -0.5303	 1.0606	 
有	 0.5303	 
	 
	 
図 6‐6	 重要度得点	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 出典：筆者作成	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 次に、「保険金」と「保険掛金率」についてみていくと、保険金は高ければ
高いほど、保険掛金率は低ければ低いほど、農民の選好が高い。これは、少な
い投入（保険掛金）で多くの利益（保険金）を獲得したいという農民の経済合
理的反応である。	 
	 そして「無事払戻」についてみていくと、農民はこの制度を高く評価してい
ることがわかった。これは、低温が毎年発生するわけではないことから、数年
にわたってストライク値が発動しない場合には、保険の掛け損ないことを回避
したいという農民のリスク回避選好の表れと考えられる。	 
	 これらの結果をもとに、Ⅲ式を用いて各要素の相対重要度を示したものが図
6‐6である。	 
	 同図から直ちに、天候インデックス保険の各属性の中で、農民の保険購入に
最も強い影響を与えるのが「ストライク値」であることが見てとれる。それ以
外では、「保険金」と「掛金率」、「無事払戻」の重要度がほぼ同じであるが、
いずれも「ストライク値」の半分以下のポイントとなっている。	 
	 
６．まとめ	 
	 
	 本章は、中国の農業災害保険が広く普及しておらず、しかも所得水準の低い
地域において、天候インデックス保険が実施可能であるか否かについて検討を
行った。分析対象は冷害が頻発する広西チワン族自治区柳江県のサトウキビ栽
培である。現地のサトウキビ農民に対するアンケート調査に基づくコンジョイ
ント分析の結果から、サトウキビ農民は掛金が低く、保険金が高く、そしてス
トライク値 0℃の保険を最も高く評価することが明らかになった。	 
	 すでに確認したように、天候インデックス保険はこれまでの農業災害保険と
比べて取引費用が低く、実現可能性は高いと考えられる。	 
	 ただし、その実現可能性をより確実なものとするためには、以下の 3 点に留
意する必要がある。第 1 は、より現地に適合する天候インデックス保険を設計
することである。具体的には、柳江県の場合には、ストライク値を 0℃ではな
くもっと高く設定したほうが良いと考えられる。例えば、2004 年や 2005 年、
2011 年は低温が 10 日間以上続いたためサトウキビ生産に損失が出たが、それ
ぞれの低温期間の平均最低気温は約 4℃であった。このように平均最低気温が
4℃以下になる日が連続 10 日間以上となれば、保険金の支払いが必要となる。
あるいは表 4 にみられるように、気温が 2℃を下回るとサトウキビは葉が枯れ
て糖分を蓄積できなくなることから、ストライク値を 2℃に設定することも適
切と考えられる。	 
	 次に、保険金はもっと低めに設定したほうが良いと考えている。低温が発生
し、サトウキビが凍害されるが、全損する可能性はそれほど高くない。しばら
くの時間が経った後、気温が上がり、植物の生育機能によりサトウキビがある
程度回復できるため、全損より農民の損失が減少する。農民の理解を得るため、
保険金を 400 元、500 元、600 元それぞれ設定したが、	 100 元～200 元を設定し
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た場合、農民の損失を補える一方で、保険会社の補償責任も軽減できると考え
ている。	 
	 なお、保険掛金率はそのまま、変える必要はないと考えている。保険金の減
少に伴い、農民の保険掛金支出も相応に少なくなり、負担できるようになると
考えている。最後に、分析結果のとおりに、無事払戻制度を確立する必要があ
ると考えている、保険金の支払いが発生しない場合、翌年に保険掛金の半分を
農民に返還し、余下の部分が保険会社の経営費用として使うべきと考えている。	 
	 第 2 は、天候インデックス保険のベーシックリスクを回避するためには、気
象データと作物の被害データが必要となることから、より狭い範囲で気象観測
ポイントを整備する必要がある。例えば、図 6‐4によって、土博鎮というとこ
ろは、中山間地域であるため、常に気温は柳江県のほかの鎮より低い。それゆ
え、最低限で鎮ごとに気象の観測ポイントの整備が必要である。多くの新しい
気象観測ポイントを整備するまたは後日の気象データの観測・記録することに
は、大きな費用や人力などがかかるかもしれないが、それは保険会社もしくは
気象庁が負担することではなく、国が負担することが望まれる。	 
	 そして第 3 が、天候インデックス保険に対する理解醸成である。新たな天候
インデックス保険を本格的に普及させるためには、なによりもまず、農民に天
候インデックス保険の仕組みと意義をしっかり理解してもらうことと、保険を
提供する保険会社への信頼を形成する必要がある。インドの経験にみられるよ
うに、農民は保険会社を熟知すればするほど、天候インデックス保険を受け入
れやすくなることから、柳江県の場合でも保険会社と地方政府が一緒になって
農民に天候インデックス保険を周知することが望まれる。これに併せて、アメ
リカで初めて作物保険が導入されたケースを分析した Bruce	 L.	 Gardner	 and	 
Randall	 A.	 Kramer(1986)が指摘するように、導入の初期段階には、農民の加入
率を高めるために、政府による保険掛金への補助も有効と考えられる。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
 -１２９- 
第７章	 結論	 
	 
	 
	 	 農業生産は人間の生きるための必須品を提供することから、一国の基盤と見
なしている。特別に所得水準の低い発展途上国において、農業生産額が高く、
農民の人口も多いため、農業生産を安定させることは非常に重要である。その
一方で、農作物は一定の天候に依存しないと生育できないため、自然災害や異
常な天候等の自然リスクに対抗できない特性がある。	 
	 現在、自然リスクに対応する最も有効なリスクマネジメントは、世界各国、
認められるように、農業災害保険である。農業災害保険とは、自然リスクによ
り損失が生じる際に、経済的な補助を提供することで、農業生産を保障する保
険の一種である。農業経営者は保険掛金の支払いを通じ、農業生産の自然リス
クを保険会社、国にさらには海外の再保険システムまで移転できる。国家の直
接的に被災農家を補助することより、農業災害保険の経営費用と比べると、リ
スクプールのメカニズムも市場経済に即しているため、1920s から多数の先進
国において試行し始めた。その代表的なものは、アメリカや日本などの先進国
である。それらの先進国における農業補償制度は長い歴史を持ち、農業災害補
償法は制度的に充実し、農業経営の安定化に大きな役割を果たしてきた。	 
	 中国は世界中に農業生産大国の一つとして、毎年自然リスクによる農業生産
の損失が非常に多く、農業災害保険が 2005 年に政策的保険として開始された。
既往研究から見ると、農業災害保険は政策的保険として、政府からの財政補助
が不可欠であること（苑梅）、政府は加入農民に対し保険掛金を提供すると加
入率を向上させられる（郭赛男）、または今後農業災害保険に対し中国政府は
制度的、財政的支援を強化すべき（陳文輝）などが分かった。	 
	 そこで、既往研究を踏まえて、中国における農業災害保険の発展プロセスと
現状を調査した上で、現存の課題を明らかにし、その解決向けに検討していく。	 
	 本論文ではまず、第二章において諸外国における農業災害保険の発展プロセ
スを紹介した。まず先進国であるアメリカと日本において、それぞれの農業災
害保険の発展歴史や現状を整理した。この二つ国において農業災害保険の特徴
は、農家の経営が定められた規模より大きくなる場合に、当然加入とされるこ
とである。または、政府は加入農家と保険経営機構に非常に手厚い財政支持を
提供することを通じて、農業災害保険を順調に進めさせて、国別に主要な作物
の引受率が高い水準を維持している。先進国と反対に、インドとフィリピンを
代表とする途上国において、農業災害保険の発展はより遅い。数十年の試行段
階を経て、現在この二つ国において、農業災害保険は全国範囲で普及していた
が、政府の財政補助が少ないため、加入農民全員が掛金補助を受け取れないも
しくは保険経営機構が独自に経営損失を負う。しかし、この二つ国の発展プロ
セスは、ほかの国にとって非常に参考価値があると思っている。	 
	 第三章において、中国における農業災害保険以外のリスク管理方法を紹介し
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た。中国において、古くから農業は重要な位置に占めている。具体的には、農
民の人口が多い、農業生産割合が高い、農作物の作付面積が大きい、並びに農
産品の輸出額が高いことからわかった。それに対して、自然災害が多発するこ
とによって、農業生産はほぼ毎年のように大きいな被害を受ける。それゆえ、
様々なフォーマル・インフォーマルの農業生産リスク管理方法が採られている。
それは、生産の準備段階に農業生産資料や良質品種、大型機械に対する政府の
補助、生産時に栽培管理、並びに農産物販売時に契約販売及び政府の農産品に
対する価格支持が挙げられた。そのほか、大災害に対応する政府の直接支払及
び社会援助という方法も存在する。これらの管理方法は、それぞれ長所と短所
がある。ただし、リスク分散の機能や農民への補助効果、政府の経済負担から
綜合的に見ると、農業災害保険のほうが優れる。	 
	 第四章において、中国における農業災害保険の展開過程と特徴を紹介する。
この章では。1950～2005 年のほぼ 50 年間の間で、中国における農業災害保険
は最初に発足してから、保険の中止や再開、保険市場の低落、言い換えれば開
始期、回復期、衰退期という三つ段階を経て、2005 年に政策的保険として再出
発したことを紹介した。政府は加入農民に保険掛金補助を提供すること、保険
会社に経営費用を補助するもしくは一定の補償責任を分担することから、試行
プロジェクトが次々と拡大されており、農業災害保険が好転になったことがわ
かった。その次に、全国にわたって五つの経営モデルが構築されたことを紹介
した。具体的には、北京市の商業保険会社モデル、上海市の政府出資モデル、
黒竜江省の相互会社モデル、浙江省の共保モデル、安徽省の政府・保険会社連
合モデル、それぞれの地方政府の財政力や地域の農業生産状況などに適合する
モデルである。	 
	 その次に、中国の農業災害保険プロジェクトを代表できる北京市の保険の特
徴と現状を紹介した。北京は中国の首都として、政府の財政力が強く、農民の
所得水準も高いため、政府が農業災害保険に対する補助が高いことから、農民
の加入率が高い。または、「北京市農業災害試行制度」が確立された。試行制
度により、保険対象種類や保険掛金と政府の補助、補償基準、加入農民と保険
会社両方の義務と責任などがはっきり規定されることから、農業災害保険市場
が軌範された。最後に、政府は補償率の 160％以上の補償責任を負うこと、大
災害管理を同時に実施していることなどの強い後ろ盾があるからこそ、北京の
農業災害保険が活発しており、農民に非常によい保障を提供してきた。	 
	 	 その一方で、所得水準の低い地域における農業災害保険の発展がより遅い。
広西チワン族自治区や雲南省などといった八つ省・自治区において、農業生産
割合が高いが、農民の所得が低い。これらの地域において、政策的農業災害保
険が 2007 年から試行されたが、中央財政と地方財政からの補助が少ないもしく
は全くない、試行範囲が狭い、保険対象種類が少ないなどといった問題が存在
していた。2014 年までに、以上の問題がある程度で緩和されたが、農民に対す
る保険掛金補助が不足しているもしくは補助が加入農民全員までに普及してい
ないため、保険の加入率が低いという問題が残っている。	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 そこで、第五章において広西チワン族自治区の柳江県における農業災害保険
試行プロジェクトを事例として、保険掛金補助がないような背景の下において、
農民の加入率の向上に向けて検討した。広西は中国の西南部に位置し、気候が
温和であり、降水量も豊富であるため、農産品が大量に産出されている。さら
には、広西が中国のサトウキビ最大の生産地であり、90 年代から砂糖生産量が
毎年でも中国の第一位である。その一方で、自然災害が頻発しており、農業生
産に甚大な影響を与えている。農業生産を安定化させるために、2006 年 10 月
に、柳江県における最初の政策的サトウキビ保険が試行し始めた。	 
	 その次に、柳江県における農業災害保険保険の現状と課題を紹介した。2006
年に始まった農業災害保険は、サトウキビや種豚、家屋を対象とする。本論文
はサトウキビ保険を中心に検討する。省・市・県政府は加入農民に保険掛金の
補助を提供するが、大農場しか受け取らず、小規模農民が保険掛金全額を自己
で負担する。そのため、サトウキビ保険の加入率は低く、毎年でも変動してい
る。柳江県において小規模農民は所得水準が高くなく、エンゲル係数も高いた
め、保険掛金がなければ保険に加入しない傾向にある。大数法則により、加入
単位が多ければ多いほどよいため、サトウキビ保険の加入率を向上させること
が重要だと考えている。	 
	 農民の加入意思決定に影響を与える要因を明らかにするため、製糖工場のヒ
アリング調査から農民の属性データを集め、probit-model を用い計測する。計
測結果をもとにサトウキビ保険について農民加入意思に影響を与える要因をま
とめると、農民の従業年数と耕地面積、サトウキビの栽培面積という三点であ
る。その次に、すでにサトウキビ保険に加入した農民を対象にアンケート調査
を実施した。調査結果をまとめると、農民はサトウキビ保険の保障水準が低い
と思うほか、協保員の仕事に対しても満足できない。計測結果とアンケート調
査結果をまとめると、保険会社が補償水準を高める、協保員の役割をもっと活
用する、保険会社の代わりに協保員が従業年数の長い農民や耕地面積・サトウ
キビ栽培面積の大きな農民を重点対象と見なし、一対一もしくは住宅までに農
家全員に保険の役割や加入方法などを詳細に説明するなどを通じて、加入率の
向上が期待できる。	 
	 第六章において、広西における天候インデックス保険実施の可能性について
検討した。天候インデックス保険とは、気温、風、降水量、積雪量などの天候
にかかわる指標（インデックス）が一定の条件を満たしたときに、あらかじめ
約定した金額の支払いを受けられる新型の農業災害保険である。広西において、
冬には冷害がよく発生し、それによりサトウキビが厳しく被害された。特別に
2008 年 1 月と 2 月において長時間の冷害によって、サトウキビ栽培面積の
82.9％が厳しく被害された。このような状況の下において、保険金の支払基準
がわかりやすく、迅速に保険金を交付できる、取引費用の低い天候インデック
ス保険は農民にとって納得できており、ひいては彼らの加入意欲を生じさせる
ることを期待している。	 
	 	 広西において天候（気温）インデックス保険事業を展開するには、まず最初
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に低温とサトウキビの被害の間で、相関関係があるか・ないかを検出するため、
単回帰分析を行った結果、最低気温とサトウキビ被害面積の間で明確な負の相
関があることがわかった。柳江県における気温インデックス保険の実施は可能
であることから、その次に、農民にとって天候インデックス保険事業に関する
四つ要素の効用と重要性、それぞれを明らかにするため、直行計画を行い得ら
れたアンケート調査票を農民に配布した。回収した回答結果に基づきコンジョ
イント分析を行い、ストライク値の 0℃の効用と重要性が最も高いことが分か
った。最後に、調査結果を参考し、実際の気温や保険会社の経営コストなどと
いった現実的状況を考量した上で、柳江県における気温インデックス保険の設
計に関する筆者の意見を提出した。	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